
JSMEメンバーが考える2050年の社会像実現に向けた技術ロードマップ

JSME 技術ロードマップ
持続可能で多様かつ包摂的、テクノロジーと

自然が調和する2050年の社会
山崎 美稀〔（株）日立ハイテク〕

日本機械学会における技術ロードマップの策定と公開の
活動は、2007年の創立 110周年を機に開始された。当初
は学術的に未検証の領域に踏み込むことが少なかった。し
かしこの時代、世界の金融市場は不安定で、温暖化による
環境問題が切迫していた。これらの社会的な課題に対応す
る必要性が高まり、JSME技術ロードマップ委員会が設立さ
れた。この委員会は、産学連携と分野融合のコミュニケーショ
ンを強化し、期待される将来の社会像とそれを実現する技
術についての情報を継続的に公開してきた。

2016年には、「技術ロードマップから見る2030年の社会」
をテーマに特集号を公開した。当時から、部門を超えたテー
マによる分野の統合が必要だとされていたが、そのテーマは
自動運転に限られていた。その後、分野融合を促進するた
めのワークショップや年次大会での特別ワークショップを通じ
て、多角的な議論を展開してきた。これにより、2017年に
は 2050年のものづくりに向けた二つの将来ビジョンを発表
し、バックキャスティングの考え方を用いたロードマップの作
成も進めた。

2022年からは、「JSMEメンバーが考える2050年の社会
像実現に向けた技術ロードマップ」の策定と公開が本格的に
始まった。この活動は、単なる未来予測ではなく、希望す
る2050年の社会を創発し、その実現のために必要な新技
術や横断分野の方策を検討して来た。バックキャスティング
の手法を用いて創発した社会像（図 1）を実現するためには、
将来の社会課題を明確にし、それに対する技術的な解決策
を模索することが重要である。

2023年から 1年間にわたって、2016年に公開した「技
術ロードマップから見る2030年の社会」のレビューを各部門
で実施した。その見直し内容を本会の会誌に連載しながら、
将来の各分野の展望についての議論を進めてきた。同時に、
各部門から選ばれた代表者で構成される分野横断のチーム
を結成し、ワークショップを通じて、「持続可能で多様かつ包

図 1　©JSMEメンバーが考える2050年の社会像
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◎専門：環境配慮材料設計・システム設計、製品企画論、技術開発戦略策定

摂的な社会、そしてテクノロジーと自然が調和する社会」の
テーマについて探求してきた。その結果、JSMEメンバーが
考える三つの社会像を設計した。第一に、『人間と自然、都
市と地方、個人とコミュニティが長く共存される社会』。第二に、
『多様性と包摂性が確保された次世代コミュニティによる総
合地域社会』。そして第三に、『リアルとバーチャルの調和に
基づく個人価値尊重と社会サステナビリティの融合社会』で
ある。それぞれの社会像に関する課題と解決策を明確にし
た後、モノづくりを中心とする社会実装技術を選定した。こ
れらの考察を基に、新たな技術ロードマップを策定し、本特
集で紹介する。
この一連の取り組みは、未来社会が直面する課題に対し、
科学技術がどのような形で貢献可能かを具体化している。こ
れは日本機械学会が長年にわたり行ってきた価値ある試み
である。その進展と方向性に今後も注目していただきたい。
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技術ロードマップと社会課題への挑戦
矢部 彰（新エネルギー・産業技術総合開発機構）

技術ロードマップの検討対象の移り変わり
フォアキャストの視点の追求
日本機械学会技術ロードマップ委員会が活動を開始した

2006年頃に、企業の方 に々言われたことは、アカデミアが
技術の将来を予測できないようであれば、学会活動は必要
ないのではないかという厳しい指摘であった。それならば、
学会を挙げて技術の将来予測に挑戦し、議論しようではな
いかという共通の思いを持って活動を開始した。
技術の将来動向は、常に性能が上がり続けるので、将来

をその延長で予測することができ、現象のメカニズムに関連
するキーとなる科学的なパラメーターを見出すことで、将来
予測を定量的に議論できることを示すことができた。例えば、
物体から熱を除去できる性能（熱伝達率）、断熱材で熱の損
失を防ぐ性能（熱伝導率）、また、繊維材料の強度、発電所
の効率、ヒートポンプの性能（COP）などであった。この活動
を、機械工学の多くの学問分野で実施したのが第一段階で
あった（1）。
次に、機械工学の多くの学問分野から見た将来像を集め

ることで、将来の社会を描くことに挑戦した。各部門、機械
工学全体の技術ロードマップなどを集めて、「技術ロードマッ
プから見る2030年の社会」を提示し、技術や社会の将来
像を議論した（2）。
これに対して、2023年度日本機械学会誌に掲載されてい

るものは、2016年時点での 2030年に対する技術予測の内
容を、最近の技術の急速な進展や社会の急激な変化の観
点から、見直したものである。これは、現在から将来を予
測するというフォアキャストの視点からみて、7年間をかけて
突き詰めたもので、より多角的に検討された完成度の高い
技術予測であると言える。

技術ロードマップの社会課題への挑戦
バックキャストの視点での検討段階へ
今回の特集号での検討内容は、将来の社会像を想定し、

その社会像を実現するためには技術はどうあるべきかという
バックキャストの視点からの検討に重点を置いている。2050

年の社会像の創発と実現のための課題、分野横断課題の
創出、技術ロードマップ策定への挑戦である。
ここでは、今回作られた三つの社会像が、他の方 が々考

える社会像とどのような関係にあるのかを考察したい。社会
像 1「人間と自然、都市と地方、個人とコミュニティが長く
共存される社会」は、「持続可能性」、社会像 2「多様性と包

表 1　他で検討されている社会課題との関係整理

＜正員＞
矢部 彰
◎新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）　技術戦略研究センター　
フェロー、福島国際研究教育機構（F-REI）エネルギー分野長、産業技
術総合研究所　名誉リサーチャー

◎専門：エネルギー工学、熱工学、ファインバブル技術

摂性が確保された次世代コミュニティによる総合地域社会」
は、「多様性と包摂性」、社会像 3「リアルとバーチャルの調
和に基づく個人価値尊重と社会サステナビリティの融合社
会」は、「リアルとバーチャルの調和」と端的に捉えさせていた
だくこととする。
本特集の三つの社会像は、おおむね種 の々社会像の内

容を包含していると言えよう（表 1）。具体的には、国連の
SDGsの 17課題（3）は、社会像 1、社会像 2に関するものと
理解できる。また、日本の科学技術基本計画（4）では、社会
像 3に関係して、「Society5.0」が取り上げられている。また、
経団連（5）、NEDO（6）、タイ政府（7）などが提案する「サーキュ
ラーエコノミ」・「バイオエコノミ（ネイチャー・ポジティブ）」および、
「サステナブルエネルギ（グリーントランスフォーメーション）」の
推進の概念も、社会像1、社会像2で理解できると考えられる。
技術ロードマップの策定は、世界を牽引し、世界で存在感

を出す上での必須なプロセスであると思われ、この検討内容
が広く活用されることを期待したい。

参考文献
(1)	 日本機械学会誌 Vol.110,No.1067,2007年 10月号付録 .
(2)	 日本機械学会誌 Vol.118,No.1170,	2016年 5月号 .
(3)	 https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/sdgs/about/index.html	(2023年	
	 11月 13日 ).
(4)	 https://www8.cao.go.jp/cstp/kihonkeikaku/index.html	(2023年 11月 13日 ).
(5)	 https://www.keidanren.or.jp/policy/2023/039.html?v=p	(2023年 11月 13日 ).
(6)	 https://www.nedo.go.jp/content/100964787.pdf	（2023年 11月 13日）.
(7)	 https://www.bcg.in.th/eng/	(2023年 11月 13日 ).

社会課題 SDGｓ
(国連、17課題）

科学技術・イノベー
ション基本計画 (日

本政府）

経団連、NEDO、
タイ政府の社会の
方向性指針

1 持続可能性

貧困、飢餓、保健、
水・衛生、エネル
ギー、イノベーショ
ン、生産・消費、
気候変動

グリーンイノベー
ション（第 3期）

サーキュラーエコノ
ミ、サステナブル
エネルギ（グリーン
トランスフォーメー
ション）

2 多様性・包摂性

教育、ジェンダー、
成長・雇用、不平
等、都市、海洋
資源、陸上資源、
平和、実施手段

ライフイノベーション
(第 3期）、Market 
Pullな 研 究 開 発
( 第 4期 ）、Well 
Being(第6期）

バイオエコノミ（ネイ
チャー・ポジティブ）

3 リアルとバーチャルの調和
Society 5.0(第 5
期、第 6期）
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技術ロードマップから見る2030のレビューと
JSMEメンバーが考える2050年の社会像実現に

向けた技術ロードマップ
山崎 美稀〔（株）日立ハイテク〕

はじめに
JSME技術ロードマップ委員会では、各部門から選出さ

れた代表委員による部門連携グループを設立し、『JSMEメ
ンバーが考える2050年の社会像実現に向けた技術ロード
マップ』の策定と公開を目指して活動を展開してきた。本
活動では、単に将来を予測するのではなく、実現すべき
2050年の社会像を積極的に創造し、その実現に必要な新
技術や多様な分野の統合による方策を探求してきた。この
プロセスにおいて、バックキャスティングの手法を用い、将
来の社会的課題やトレンドを前提として、必要とされる技
術や方策を逆算することで具体的な方策を策定してきた。
2023年には、2016年に公開した（1）『技術ロードマップか
ら見る2030年の社会』の見直しを各部門で行い、その成
果を会誌にて連載する形で議論を深化させてきた。さらに、
部門間で選出された代表者による横断的なチームを形成
し、ワークショップを通じて、持続可能かつ多様性と包摂
性を重視した社会、そしてテクノロジーと自然が調和する社
会の構築に向けた探究を行った。その結果として、三つの
異なる社会像を設計し、それぞれの課題と解決策を明らか
にした。これを基に、新たな技術ロードマップを策定した。
本稿では、このような一連の活動を通じて行われた

2030年と2050年に向けた技術ロードマップの策定と公
開、およびその直接的、間接的な成果と期待される効果に
ついて、エグゼクティブサマリとして紹介する。

技術ロードマップから見る2030年の社会レビュー
時代の激動と共に進化する技術トレンドに対応するため、

定期的なレビューと更新は本委員会の不可欠な任務となっ
ている。その一環として、2016年に公開した（1）「技術ロー
ドマップから見る2030年の社会」について、現在の社会・
技術的変動を反映させる形で各部門の技術ロードマップの
レビューを実施した。本レビューは 2023年１月から（2）開始
され、12月までに連載が進められ、12月号においては、
自動運転技術を中心とした部門横断の技術ロードマップの
レビューを掲載した。これらをもとに本特集による「JSMEメ
ンバーが考える2050年の社会像と新技術や横断分野の
ロードマップ」へとつなげていった。

このような継続的なレビューと更新のプロセスを通じて、
技術の変遷や社会の要求に柔軟に対応しつつ、未来への
ロードマップをより正確かつ実用的にしていく目的がある。
計算力学分野（3）

2030年における計算力学の技術ロードマップは、高性
能コンピュータの普及とその応用が中心である。具体的に
は、大規模シミュレーションとパラメトリックスタディの二つの
方向性が考えられている。流体解析のための Large Eddy 

Simulation（LES）とDirect Numerical Simulation（DNS）

は、低レイノルズ数の制約から脱却し、多くの産業で利
用される見込みである。これは、輸送機器や流体機器の
効率向上と騒音削減を可能にする。設計最適化と不確定
性評価も重要であり、高品質かつ信頼性の高い製品の
効率的な開発が見込まれる。機械学習との融合は進行中
で、新しい価値創造が加速している。デジタルツインやサ
イバー・フィジカル・システム（CPS）は、Society 5.0（4）の中
核技術とされている。新材料の開発では、機械学習などの
AI技術を応用し、材料開発の効率を高める「マテリアルズ・
インフォマティクス（MI）」が注目されている。新エネルギー・
産業技術総合開発機構（NEDO）の AIアクションプラン（5）

でも、シミュレーションとAIの融合が重要課題とされてい
る。製造業において、計算力学は新しい CAE（Computer 

Aided Engineering）へと進化している。2050年には、計算
力学と機械学習の融合による技術イノベーションが期待され
る。さらに、高齢化、医療、防災・減災、地球温暖化な
どの社会的課題に対する貢献も期待されている。
バイオエンジニアリング分野（6）

2030年のバイオエンジニアリング分野の技術ロードマッ
プには、「マイクロ・ナノバイオメカニクス」および「生体低摩
擦接合」の二つの主要なトピックが挙げられている。マイク
ロ・ナノバイオメカニクスでは、荷重支持組織の形態や機能
維持において力学刺激が必要であるとされている。現在の
治療法には、幹細胞や成長因子が用いられており、力学
環境と細胞分化や組織形成との相互作用が解明されると、
治療効果の向上や患者負担の軽減が期待される。一方、
生体低摩擦接合においては、物体表面の摩擦研究が進行
中である。これはバイオミメティクス（7）の一環であり、多様
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な分野での応用が見られる。ISO/TC266 Biomimeticsで
は、製品の評価や起業、人材育成、用語の検討が行われ
ている（8）。バイオエンジニアリング分野は、機械工学と他
分野の融合により、新しい治療法や製品開発が進展してい
る。特に、治療の効果を高める手段として、また新製品の
開発において、多様な分野との連携が強調されている。
機械材料・材料加工分野（9）

2030年において、機械材料と材料加工分野の技術ロー
ドマップは、3DプリンタとAdditive Manufacturing（AM）

および自己治癒材料といった二つの重要なキーテクノロジー
に焦点を当てている。3DプリンタとAM技術は航空、宇宙、
医療などで高付加価値製品の製造を実現しており、品質
保証とコスト削減が次なるステップである。また、マルチマ
テリアルとマルチスケールのシミュレーション技術がその進
展に寄与するとされている。自己治癒材料は、使用寿命の
延長や部材の健全性向上に貢献する潜在能力を有してい
る。特に、カーボンニュートラルな社会構築に向けて、エ
ネルギー機器や使用済み部材の修復に役立つ可能性が高
い。これらの材料の設計と開発には、マテリアル・インフォ
マティクスとデータ科学が大きく寄与すると見られている。
3DプリンタとAM技術は「グリーン・イノベーション」、自己
治癒材料は「ライフ・イノベーション」として、それぞれ異なる
方向での社会貢献が期待されている。ただし、これらの技
術が一般に普及するためには、未解決の技術的課題の克
服が必要である。
熱工学分野（10）

2030年における熱工学分野の技術ロードマップは、固
体、流体、放射の三つの主要領域に焦点を置いている。
現在の技術は既に成熟しており、JIS規格に基づく測定装
置も一般に普及している。コンピュータの高性能化により、
熱物性の研究において新たな可能性が開かれている。こ
の進展は、エネルギー効率の高い住宅、電気自動車、さ
らには宇宙機といった多様なアプリケーションに貢献してい
る。技術的な突破口としては、数値計算技術の進化が挙
げられる。従来は解析が困難だった問題に対し、新たな
解法が開発されている。機械学習と光学的測定手法の進
化が合わさり、より精度の高い熱物性値が取得可能となっ
ている。社会的な側面では、新材料の探索や熱輸送メカ
ニズムの解明が進行中である（11）～（13）。これにより、工業
製品からバイオサイエンスに至るまで、多岐にわたる応用
が見込まれている。持続可能でクリーンなエネルギー供給
が求められており、この分野においては多角的な革新が不
可欠である。熱工学全体の水準向上に向けて多様な視点
からの議論が深化していると言える。

動力エネルギーシステム分野（14）

2030年に向けての動力エネルギーシステムの技術ロー
ドマップには、火力、原子力、再生可能エネルギーの三
つの主要な要素が組み込まれている。火力発電は、環境
対応技術の進化と効率化を目指している。特に、ガスター
ビンの高温材料研究とCO2回収技術が注目されている。
原子力については、安全性と効率の向上が必須である。
東日本大震災後の社会的なリスクを考慮しつつ（15）、人材
育成と再生可能エネルギーとの連携が課題である。再生
可能エネルギーは、日本のエネルギーミックスで増加する
傾向にあり、その導入には「時間」間欠性と「空間」偏在性
が大きな課題である。セクターカップリングによって、これ
らのエネルギーの異なる特性を効果的に利用する機会が
広がっている。また、地域間連携とビッグデータの活用が、
エネルギーシステムの柔軟性と効率を高める方向で進展し
ている。熱供給においては、ヒートポンプ技術と排熱回収
が焦点となっている。これにより、エネルギーの効率的な
利用と環境負荷の低減が期待されている。

2050年に向けては、これらのエネルギー源を効率的に組
み合わせることで、カーボンニュートラルと安定供給の双方
を実現することが目標である。産官学の連携が、これらの
課題解決と持続可能なエネルギーシステム構築の鍵である。
エンジンシステム分野（16）

2030年までのエンジンシステム技術のロードマップは、
熱効率向上が中心課題である。現在、ガソリンエンジン
の熱効率はDHE （Dedicated Hybrid Engine）技術により
45%近くまで高まっており、高膨張比化やミラーサイクル
などが採用されている。日本の産学官連携による SIP革新
的燃焼技術プロジェクトでは、熱効率 50%を目標としたスー
パーリーンバーンエンジンが提案されている。希薄燃焼や
低温燃焼、未利用廃熱の回収といった技術が進展すること
で、Well to Wheelでの CO2排出量削減が可能である。
電気自動車の普及が進んでいるものの、1次エネルギーの
供給バランスや液体燃料のエネルギー密度を考慮すると、
内燃機関車は今後も一定の役割を担うであろう。持続可
能性とエネルギー効率の向上には、産官学が協力して革
新的な燃焼技術を開発する必要がある。
これが 2030年までのエンジンシステム技術の大きなトレ

ンドであり、エネルギー問題への対策としても重要である。
機械力学・計測制御分野（17）

2030年を見据えた機械力学・計測制御分野の技術ロー
ドマップは、ITと物理ダイナミクスの融合に焦点を当ててい
る。IoT、AI、ビッグデータの活用により、自動運転から
無人航空機、産業用ロボットまで多岐にわたる産業応用が
進展している。磁気軸受技術は医療から産業までの応用
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が広がっており、特に小型で高推力を持つセルフベアリン
グモータは小児用人工心臓などにも寄与する。1Dモデリ
ング技術も進化し、システム全体の最適化が目指されてい
る。この技術はデータレイクやエッジコンピューティングと連
携し、制御工学と融合することでデジタルツインや AIの活
用が進められている。AIとデータ駆動の導入により、広範
な産業応用と社会貢献が期待されている。部門を超えた
広範な連携と多様な専門分野からのフィードバックが集約
されることで、効果的な活動が展開されると考えられる。
機素潤滑設計分野（18）

2030年を見据えた機素潤滑設計分野のロードマップで
は、歯車とトライボロジーが中心的な要素である。歯車は
自動車から風力発電、ロボット、医療マイクロマシンまで多
岐にわたる用途に適用されている。大型で耐久性の高い歯
車は風力発電に、小型・高効率な歯車はロボットやマイクロ
マシンに求められている。新しい歯形、特にサイクロイドや
複合歯形が、強度と効率の向上に貢献する可能性がある。
トライボロジーは摩擦と摩耗を最小化し、効率を向上させ
る科学技術である。持続可能な潤滑油や新しい表面処理
技術がその進展に重要である。企業と学術界の協力が不
可欠であり、特に環境や新規ビジネスへの直接的な影響
が期待されている（19）。ゼロエミッションや持続可能性といっ
た目標に対して、これらの技術は大きな貢献をする可能性
がある。
設計工学・システム分野（20）

2030年までの設計工学・システム分野の技術ロードマッ
プでは、複雑性のマネジメントが特に重要なテーマであ
る。製品開発の段階で、社会と環境に配慮した設計手法
が求められている。Discovery Driven Planningやシナリ
オプランニングなどの先進的な手法が注目を集めている（21）

（22）。製品サービス領域では、Web化とAIの進展によっ
て設計の複雑性が増しており、SysML（Systems Modeling 

Language） や AUTOSAR（Automotive Open System 

Architecture）などのモデル化技術が重要性を増している。
製造と調達においては、Covid-19の影響を受けた供給
網に対する対応が急務であり、ロバストかつレジリエントな
サプライネットワークの構築が不可欠である。組織内では、
Webベースの分散協業と国際的な分業が進む中、DSM

などの全体進捗の可視化技術とセキュリティ強化が必須で
ある。これらのトレンドを受けて、大規模かつ複雑なシステ
ムを効率的に管理する新たな技術が進化することが期待さ
れる。このような技術革新は、製品開発から製造、調達、
組織運営に至るまでの各フェーズで寄与すると考えられる。

生産システム分野（23）

2030年までの生産システム分野の技術ロードマップで
は、数 の々未来的かつ革新的な要素を包括している。まず、
COVID-19とウクライナ軍事侵攻が世界の社会経済に与
えた影響を考慮しながら、レジリアンスを重視したグローバ
ル・サプライチェーンの確立が求められている。次に、高
精密仮想生産システムは、マルチフィジクス対応の先進物
理エンジンとAIの融合によって、製造プロセスの事前評価
が可能になっている。組合わせ最適化問題の新しい解決
策は、量子コンピューティングなどの進展によって現実的な
時間内に見つけられるようになっている。物流においては、
「物のインターネット化」が進行中で、地理的分散とコスト
削減が期待される。微生物工場による機能性材料生産は、
環境にやさしい大量生産の新たな可能性を開いている。人
材育成面では、アナログとデジタルの両方に精通した「情
実二刀流」人材が必要とされている。また、完全隔離工場
は環境負荷を最小限に抑えつつ、持続可能な生産活動が
可能である。最後に、ものづくり文化を維持するエコシステ
ムが、地域社会に新たな価値をもたらす可能性がある。こ
れらの要素は、2050年までに生産システムが大きく変貌す
る一歩となり、多くの研究者や技術者がその変化をリード
することが期待されている。
ロボティクス・メカトロニクス分野（24）

2030年までのロボティクス・メカトロニクス分野の技術
ロードマップでは、多くの革新が予測されている。自律型ロ
ボット技術は産業、医療、家庭用途での運用が広がり、特
に人間と協働するロボットが注目を集めている。センサ技術
の進展により、ロボットはより高度な判断を行い、人間に近
い動きや認識能力を持つようになると予測されている。AI

の進化もこの分野に大きな影響を与える。AIとロボット技術
の融合により、複雑なタスクも効率よく、かつ安全に遂行で
きるようになる。例えば、AIが高度な診断をサポートし、ロボッ
トが手術を補助する形が一般的になる可能性がある（25）。
環境に対する考慮も強まっている。環境負荷の低減やエネ
ルギー効率の高いロボットの開発が進められている。これ
により、サステナビリティに対する企業の責任も高まると予
想される。また、デジタルツイン技術の導入により、仮想
空間でのシミュレーションがより現実に近いものになる。これ
により、製造プロセスや製品の性能評価が精密に行えるよ
うになり、時間とコストの削減が期待され、技術の民主化
も進むと予想される。オープンソースプラットフォームや低コ
ストのハードウェアが普及することで、より多くの人々がロボ
ティクスとメカトロニクスの恩恵を受けられるようになる。

2030年のロボティクスとメカトロニクスは、人々の生活を
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大きく変え、産業にも革命をもたらす可能性が高い。
産業・化学機械と安全分野（26）

産業・化学機会と安全分野における技術ロードマップは、
社会変化に伴う、技術的進歩、市場の動向、規制の変
化、そして社会的ニーズに対応しながら、産業や安全技
術の将来的な方向性を示すために使用される。コロナウイ
ルスの影響で加速したリモートワークや AI、IoTの普及は、
労働人口減少と産業構造の合理化に寄与している。特に、
2020年代には IoTが安全技術と連携し、労働人口減少
に効果的な対策を提供している。これが基盤となり、2030

年代には安全を前提とした AIとCPS（サイバー・フィジカル・

システム）がいっそう生産現場の自動化を推進する。新たな
産業構造も形成され、日本の第 1次産業と第 3次産業が
主軸となると予想される。さらに、2050年を見据えた未来
展望では、スマートエコシステムが実現し、安全とセキュリ
ティの技術は社会に不可欠な要素となる。これらの技術は、
労働集約型から知識集約型へのシフトを支え、日本および
世界の産業構造と社会形成に大きな影響を与える。
交通物流分野（27）

2030年までの交通物流分野の技術ロードマップを概観
すると、電動化、自動運転、データ解析、持続可能性が
主要なテーマである。初めに、電動車と電動航空機の普
及が進む一方で、新しいエネルギー蓄積システムの開発が
急務である。次いで、自動運転技術は効率性を高め、人
的ミスを減少させるため、多くの物流業者がこの技術の導
入を急いでいる。LiDAR、AIアルゴリズム、V2X（車両対

何でも通信）がこの分野で進化を遂げる（28）。また、データ解
析とAIの進歩によって、サプライチェーンの透明性と効率
性が高まる。リアルタイムでの物流トラッキング、需要予測、
在庫管理が一段と精緻になり、ビッグデータがビジネス戦略
に不可欠な要素となる。持続可能性に関しては、再利用可
能なパッケージ材料、エミッション削減、循環経済への移
行が急がれる。環境に優しい物流ソリューションが、企業
の社会的責任（CSR）と経済的利益を両立させる鍵である。

 多様なトランスポートモードの統合と、それを可能にする
デジタルプラットフォームも注目されている。MaaS（Mobility 

as a Service）のようなコンセプトが、個 の々交通手段をシー
ムレスに連携させ、効率的な移動と物流を実現する。これ
らの技術と戦略が組み合わさることで、2030年の交通物
流はよりスマート、効率的、かつ持続可能なものとなる見
通しである。
自動運転技術で見た分野横断の技術ロードマップのレビュー（29 ）

2030年までの自動運転技術に関する分野横断の技術
ロードマップは、「自動運転に関する分野横断型研究会」（30）

の活動において、多角的かつ高度に統合されたアプローチ
でまとめられたものである。主に、物流や移動サービスに焦
点を当てた協調型自動運転システムと、個 の々車両に焦点
を当てた自律型自動運転システムの二つのカテゴリに分けら
れる。レベル 3以上の自動運転は、システムが運転を主導
するため、人間の運転とは根本的に異なるレベルとされる。
この高度な自動運転は、AIチップの進化に大きく依存して
おり、分野横断の技術が必要とされる。品質要求展開表の
作成は、製品開発の成否を決定する重要なステップである。
この展開表は、人間、ビジネス、機械、開発技術といった
複数の軸で整理され、総合的な技術戦略を形成する。この
ような多角的な視点は、自動運転技術が多数の産業と関連
していることを反映している。研究会は、技術ロードマップ
のほかにも、教育活動や他の学会との連携を行い、多様な
専門家が関与する横断型活動を推進している。これにより、
多くの関連分野での研究開発が促進され、技術の社会実
装がスムーズに進行する可能性が高まる。

JSME メンバーが考える 2050 年の社会像実現に
向けた技術ロー ドマップ
急速に変化する社会環境の中で、将来を単に予測する

のではなく、目指すべき2050年の社会像を創出するアプ
ローチは極めて重要である。この観点から、各部門から選
出された代表者による分野横断的なチームを形成し、ワー
クショップを通じてその目標についての深い洞察を得る試み
は、有意義である。「持続可能で多様かつ包摂的な社会、
そしてテクノロジーと自然が調和する社会」というテーマは、
現代社会が抱える多くの問題、例えば環境破壊、社会的
不平等、テクノロジーの責任ある利用など、多角的に対処
するための骨格を提供する。これにより、新しいテクノロジー
や横断分野の研究が、具体的な社会課題解決に結びつく
可能性が高まる。分野横断のチームが持つ多様な知識と
視点は、単一分野に偏った考えでは見過ごされがちな要素
を明らかにする可能性がある。さらに、このような多様な
視点が統合されることで、より堅牢で実行可能な戦略やロー
ドマップが生まれると考えられる。これは、単に未来を予
測する以上の価値を持つ行為であり、緊急性を帯びた多く
の課題に対する具体的な解決策を生み出す。
持続可能で多様かつ包摂的、テクノロジーと自然が調和する
社会

JSMEメンバーによる2050年の社会像の設計は、持続
可能性、多様性、包摂性、そしてテクノロジーと自然環境
の調和を中心に据えている点で極めて先見的であると言え
る。このような社会を具現化するためには、多角的かつ具
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図 2　人間と自然、都市と地方、個人とコミュニティが長く共存される社会の課題

体的な取組みが必要であり、それが三つの社会像として
詳細に展開されている（図 1）。
第一の社会像である『人間と自然、都市と地方、個人と

コミュニティが長く共存される社会』（図 2）は、持続可能な
環境配慮と地域社会の結びつきを強調している。第二の
社会像『多様性と包摂性が確保された次世代コミュニティ
による総合地域社会』（図 3）では、社会全体が持続可能
でありながらも多様な価値観やバックグラウンドを尊重する
方向性が見て取れる。第三の社会像『リアルとバーチャル
の調和に基づく個人価値尊重と社会サステナビリティの融
合社会』（図 4）は、テクノロジーが持つポテンシャルとその
制限を理解し、人々の精神的、肉体的な福祉を中心に据
える。各社会像における主要課題を特定し、その解決策
を明示することで、実現可能な未来像に近づけると考えら
れる。特に、モノづくりを基盤にした社会実装技術の選定
は、理想と現実のギャップを埋めるために不可欠である。
このような総合的な考察に基づいて新たな技術ロードマッ
プを策定することは、長期的な戦略設計において極めて
重要なステップであると言える。三つの社会像について本
特集で詳細に説明する。

図 1　JSMEメンバーが考える2050年の社会像

まとめ
社会が急激に変化する中で、単に将来を予測するので

はなく、2050年に我々が実現させたい社会像を創造し、
それを実現するための新技術や横断的な分野での戦略を
検討してきた。この道しるべとなる技術ロードマップの更新
や新規ロードマップの策定は、機械工学や工学全般に対
する社会的な要求に応え、未来を設計する責任を担ってい
る。さらに、その情報を社会全体に発信することで、先導
的な役割を果たしている。
技術開発の国際的な動向、技術の基本原理、経済性、

産業規模、消費者動向、社会受容性といった多角的な要
素を総合的に考慮し、評価するのは、研究者や技術者に
とって期待される責任である。このような活動を通じて、部
門を超えた分野融合によるイノベーションを創出し、技術ロー
ドマップの維持と更新、また新規ロードマップの策定を進
めることは、技術革新、学術進展、産業への貢献といった
直接的な成果につながると考えられる。また、社会的認識
の向上、政策形成への影響、教育プログラムの強化といっ
た間接的な成果も期待できる。
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図 3　多様性と包摂性が確保された次世代コミュニティによる総合地域社会の課題

図 4　リアルとバーチャルの調和に基づく個人価値尊重と社会サステナビリティの融合社会の課題

技術ロードマップ委員会 委員長
＜フェロー＞
山崎 美稀
◎（株）日立ハイテク　ものづくり・技術統括本部　主管技師
◎専門：環境配慮材料設計・システム設計、製品企画論、技術開発戦略策定
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図 1　主課題と関連課題

JSMEメンバーが考える2050年の社会像実現に向けた技術ロードマップ

社会像 1．人間と自然、都市と地方、
個人とコミュニティが長く共存される社会

はじめに
日本機械学会メンバーが2050年実現させたい社会像の説明
日本機械学会は、2021年から 2023年にかけて、メンバー
が描く三つの理想的な 2050年の社会像に関する議論を深
化してきた。具体的には、『人間と自然、都市と地方、個人
とコミュニティが長く共存される社会』、『多様性と包摂性が確
保された次世代コミュニティによる総合地域社会』、『リアルと
バーチャルの調和に基づく個人価値尊重と社会サステナビリ
ティの融合社会』をテーマとしている。本特集では、これら
の理念を詳細に解析し、実現に向けた課題と技術的方向性
を提案することを目的としている。
特に社会像 1『人間と自然、都市と地方、個人とコミュニ

ティが長く共存される社会』に関しては、日本機械学会の 22

部門の中から、このテーマに密接に関連する7つの部門代
表が選ばれ、チームを組成し、意見交換や議論を行ってきた。
関与した 7つの部門として、熱工学部門、環境工学部門、
エンジンシステム部門、動力エネルギーシステム部門、産業・
化学機械と安全部門、材料力学部門そしてマイクロ・ナノ工
学部門が挙げられる。これらの部門代表によるチームでは、
目指す社会像のテーマを基盤とし、各専門分野の知識を融
合させることで、新しい技術分野の創生を目指して議論を深
化させてきた。
人間と自然、都市と地方、個人とコミュニティが長く共存

される社会構造を実現するためには、それぞれの社会要素
が相互に依存関係にあるという複合的な課題に取り組む必
要があり、各専門領域の進歩が全体の均衡を保つために
は、精緻な調整と統合的アプローチが不可欠である。さらに、
技術革新の進展がもたらす社会的および倫理的影響につい
ても、詳細かつ慎重な検討が求められる。これらの側面から、
持続可能性と効率性を両立させるバランスのとれたアプロー
チが、今後の研究および社会実装において重要であると考
えられる。
社会像 1『人間と自然、都市と地方、個人とコミュニティ

が長く共存される社会』のテーマは以下の三つの観点から考
察されている。
観点①：環境問題、エネルギー問題、資源リサイクル問

題を解決し人間と自然の調和を実現している。

観点②：地方と都市の格差を縮小し、通信、運送、コミュ
ニケーションの問題を解決している。
観点③：生産効率向上、物流最適化、半導体製造技術

の発展など、ものづくりの改革やイノベーションが進んでいる。
イノベーションも継続的に推進されているが、その技術の社
会的および倫理的影響、持続可能な生産手法の確立は引き
続き考慮が必要である。

2050年社会像実現のための課題の抽出
前述の三つの観点の社会像の実現に向けた課題抽出に

ついて述べる。観点①では、社会像を具現化するための課
題が関連キーワードとワークショップの結果に基づいて抽出さ
れた。初めに明らかになった課題は規模と範囲が多様であっ
たが、アンケート調査により「エネルギー効率と持続可能な
エネルギー源の開発」が主要な課題として特定された。この
課題を中心に図 1に示す関連課題が整理され、統合された。
その結果、包括的な課題として「持続可能なエネルギーシス
テムの構築と環境負荷の最小化」が明らかになった。この包
括的な課題を解決する技術を特定する過程で、課題は再分
解され、表 1に示すように、4つに分解された課題と、それ
ぞれの課題の詳細な定義が示された。
観点②でも、社会像を実現する課題がキーワードとワー

クショップ結果に基づき抽出された。観点①と同様に、課
題規模の統一のためアンケートが実施され、図 2に示す主
課題と関連課題が区別された。これにより、「スマートシティ
とスマートエネルギーの統合」という包括的な課題が明らか
になった。この課題を解決するため、再分解が必要であり、
その詳細は表2に示されている。
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表 1　課題「持続可能なエネルギーシステムの構築と環境負荷の最小化」の
分解

 観点③においても、社会像を実現するための課題はキー
ワードとワークショップに基づいて特定された。課題の規模
統一のためアンケート調査が実施され、図 3に示す主課題
と関連課題が区別された。これにより、「持続可能なエネル
ギー生産と効率的な利用のための材料開発と熱工学的最適
化」という包括的な課題が明確となった。この課題を具体的
に解決する技術や手法を明らかにするため、課題の再分解
が行われ、その詳細は表3に記載されている。

図 2　主課題と関連課題

図 3　主課題と関連課題

分解課題 定義

新しいエネルギー変換材料の開発

効率的で持続可能なエネルギー源へ
の転換を促進するため、太陽光、風力、
バイオマスなどの再生可能エネルギー
の変換材料の研究開発が必要である。

熱工学的最適化とエネルギー効率

エネルギー生産・消費プロセスの最適
化により、余剰エネルギーのロスを最
小限に抑えるための研究が必要である。
（例えば、製造プロセスの高効率化
や熱の回収・再利用技術の開発）

リアルタイムエネルギーモニタリングと
制御

エネルギーの生産・消費をリアルタイム
でモニタリングし、適切な制御と管理
を行うための制御・情報処理技術の研
究開発が必要である。

技術革新と持続可能なエネルギーシス
テムの構築

新たな技術の導入や産業のイノベー
ションを推進し、持続可能なエネル
ギーシステムの構築に貢献するための
研究活動が必要である。

分解課題 定義

スマートシティ技術の導入

都市部と地方のインフラをスマート化
し、効率的な運営と管理を実現が必
要である。また、スマートグリッド技術
の導入により、電力の供給と需要のバ
ランスを最適化し、エネルギー効率を
向上することが必要である。

再生可能エネルギーの地方利用

地方の自然資源を活用した再生可能
エネルギーの開発と地方への展開の
推進が必要である。また、風力発電や
太陽光発電などの再生可能エネルギー
源を地域に密着して導入し、エネル
ギーの分散供給の促進が必要である。

デジタルコミュニケーションの普及

通信の問題を解決するために、地方の
デジタルインフラの整備と普及が重要
である。また、高速かつ安定したネッ
トワーク接続の確保により、地方でも
情報の双方向伝達が可能となり、都市
と地方のコミュニケーションの強化が
必要である。

表 2　課題「スマートシティとスマートエネルギーの統合」の分解

表 3　課題「持続可能なエネルギー生産と効率的な利
用のための材料開発と熱工学的最適化」の分解

スマートモビリティの推進

運送の問題を解決するために、スマー
トモビリティ技術の開発が必要である。
また、自動運転技術や交通インフラの
効率化により、都市と地方の移動の
利便性を向上させると同時に、交通
渋滞や排出ガスの削減が必要である。

 以上のように、本稿では、『人間と自然、都市と地方、個
人とコミュニティが長く共存される社会』のテーマに関して、
三つの社会像に分けて課題を抽出した。それぞれの社会像
における包括的な三つの課題、「持続可能なエネルギーシス
テムの構築と環境負荷の最小化」、「スマートシティとスマート
エネルギーの統合」、「持続可能なエネルギー生産と効率的
な利用のための材料開発と熱工学的最適化」が得られた。

分解課題 定義

新しいエネルギー源の開発と導入

2050 年までに、再生可能エネルギー
源（太陽光、風力、水力など）の技術
を更に進化させ、効率的なシステムを
構築することが必要である。また、新
たなエネルギー源の開発にも取り組む
ことで、エネルギー供給の多様化の促
進が必要である。

持続可能なエネルギー供給におけるス
トレージ技術の革新持続可能なエネ
ルギー供給におけるストレージ技術の
革新

持続可能なエネルギーソース（太陽や
風）は天候や時間帯によって出力が変
動するため、エネルギーの蓄積と供給
の安定化が重要である。
また、効率的で持続可能なエネルギー
ストレージ技術の開発が必要である。

環境負荷の軽減と新材料の開発

新たなエネルギー技術やエネルギー効
率化に伴って、環境配慮素材の需要
が増加する。そのため、環境負荷の低
い新材料の開発と利用の促進が必要
である。また、既存の産業プロセスや
製品の環境負荷軽減のためにも、新
たな材料や技術の導入が必要である。

循環経済とリサイクル技術の推進

資源の枯渇と廃棄物の増加を防ぐた
めに、循環経済の実現とリサイクル技
術の進化が必要である。また、先端エ
ネルギー産業においても、再生可能
資源の利用と廃棄物の最小化を目指
すことが重要である。
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課題 1．持続可能なエネルギーシステムの構築と環
境負荷の最小化（図 4）
新しいエネルギー源の開発と導入
エネルギー変換効率向上と持続可能なエネルギー源の開発
持続可能なエネルギーシステムの構築のために、まず再

生可能エネルギー源の利用技術向上と効率的なシステムの
構築が必要であり、本会を中心に既存の再生可能エネル
ギー源（太陽光、風力、水力）の効率を高めるための研究が
進行中である（1）。さらに、新たな持続可能なエネルギー源、
例えば海洋エネルギーや地熱エネルギーも開発の対象とされ
ている。このように、エネルギー供給の多様化と、全体のエ
ネルギー効率の向上を目指すことが必要であると考えられる。

2050年までに持続可能なエネルギーシステムの確立と環
境負荷の低減が必須であると強く謳われている（2）。これは、
既存のエネルギー供給システムが持続性に乏しく（3）、また世
界的に気候変動が加速化していることに起因する（4）。特に
本国においては、他の先進国に比して化石燃料への依存度
が高く（5）、このような化石燃料由来のエネルギー源の使用に
より、我が国が温室効果ガスの排出量増加に少なからず加
担してしまっている事実は否めない。この結果、地球温暖化
に代表される“気候変動 ”が急速に進行し、海面上昇や気
温の上昇、さらにはゲリラ豪雨などにみられる極端な局地気
象など、多くの環境的なリスクが増大している。さらに、化
石燃料は有限であり将来的に枯渇することは紛れもない事
実である。これにより将来のエネルギー供給に不安が高まる
とともに、社会経済的なリスクも増大することが考えられる。
したがって、多様で効率的な持続可能なエネルギーシステ
ムを構築することは、エネルギー問題を緩和するとともに、
これらの不安を払拭してくれる要素となり得る。そして、自然
環境との調和を実現するとともに、持続可能な社会経済シス
テムの実現にも寄与することが期待される。

り、新たに開発された技術や改良された技術を現地でフィー
ルド試験する。この段階でのフィードバックは大変重要であ
り、技術の適用可能性と効果を評価し、必要な調整を行わ
なければならない。
第 2段階のパイロットプロジェクトが成功すれば、次の第

3段階である「スケーリングフェーズ」で、効果が確認された
技術をより大規模なプロジェクトに適用する。これにより、技
術の商業的な実用性と持続可能性を高めることができる。
最後に、社会実装をするにあたって制度的なサポートが

必要不可欠であると考えられる。政府や関連機関は、研
究開発に対する資金提供をはじめ、税制優遇や補助金・
助成金といった形で、持続可能なエネルギー技術の開発
と導入の後押しが必要である。これらの手段を通じて、持
続可能なエネルギーシステムの構築が現実的なものになる
と期待される。
既存の持続可能エネルギー技術の高効率化には、新材

料の探求や、エネルギー変換効率を向上させるためのシス
テム設計が含まれる。例えば、より変換効率の高い太陽電
池の設計や、風力タービンの最適翼形状の検討などがある。
一方で、新しい持続可能なエネルギー源に関しては、い
まだ十分に活用されていない海洋エネルギーや地熱エネル
ギーといった新たな可能性を追求することが必要である。地
域や環境によって有利なエネルギー源が異なるため、多様
なエネルギー源から選択できるようにすることが重要となる。
異なる種類のエネルギー源を効率よく組み合わせることで、
供給の安定性を確保しながら、全体のエネルギー効率を向
上させる。これには、スマートグリッド技術の概念を活用して、
需要と供給を最適にマッチさせるようなシステム設計が求め
られる。このように、持続可能なエネルギーシステムの実現
に向けて、具体的な技術目標としてこれらを推進することが
重要である。

図 4　課題 1「持続可能なエネルギーシステムの構築と環境負荷の最小化」のための技術ロードマップ
（図中のアイコンは Open AIのイメージ生成ソフトDALL・E3 により生成）

持続可能なエネルギーシ
ステムの開発には、複数の
ステップが必要である。
第 1段階は「研究と開発

のフェーズ」であり、既存の
再生可能エネルギー技術
の効率向上を目指し、同時
に新たな持続可能なエネル
ギー源に関する研究を進め
る。これには、産学連携を
強化し、専門家、研究機関、
企業が協働して具体的な技
術開発に必要なデータの収
集を行う。
第 2段階は「パイロットプ

ロジェクトのフェーズ」であ

20
24

, V
o

l.1
27

 /
 N

o
.12

62
_J

an
.

18



2023年現在、技術的な側面では太陽光エネルギーの変
換効率 40%超を目指す研究（6）、小型の風力発電機の開
発（7）が進行中である。この小型発電機は、都市部や地理的
に制限のある狭小箇所での設置が容易であり、エネルギー
供給の多様化に貢献すると考えられる。さらには、海洋エ
ネルギーと地熱エネルギーのパイロットプロジェクトが計画さ
れており（8）、技術的な実現可能性、費用対効果、環境へ
の影響などを総合的に評価し、社会実装に向けた検討が進
められている。

2025年頃には、技術と目標、およびマイルストーンがさ
らに高度化していることが期待され、特に蓄電技術の進展
が必要である（9）。電池容量の大幅な増加と製造コストを低
減する技術の開発が重要である。これにより、再生可能エ
ネルギーによる電気エネルギーの時空間シフトが可能となり、
供給の安定性が高まることが期待できる。また、地熱エネ
ルギーの商業化も進行中である（10）。これによって、地熱エ
ネルギーが持続可能エネルギーの一つに組み込まれ、地熱
環境に恵まれた本国においてより多くの地域でのエネルギー
供給が可能となる。

2030年頃における持続可能なエネルギー供給のロード
マップは、高度な技術とエネルギー変換の高効率化が重点
的に求められる計画となっている。技術面では、電力使用グ
リッドのスマート化が中心的な取組みとして位置づけられて
いる。このスマートグリッド化はエネルギー供給と需要のバラ
ンスを時空間的に最適化し、自動的に調整することが可能
となる。エネルギーの生成から消費までの全プロセスの効
率向上が重要であり、スマートグリッド技術による再生可能
エネルギーの電力グリッドへの統合が進行中である。マイル
ストーンでは、2030年までに本国の再生可能エネルギーの
割合を全エネルギー供給において約 36%から 38%に増や
す目標が設定されている。これは、気候変動対策と持続可
能性の観点から極めて重要な指標である。加えて、スマー
トグリッドの導入と最適化により、電力供給のダウンタイムも
大幅に削減される予定である。

2050年までの展望では、100%再生可能エネルギーに
よる供給を目指すと期待される。これにより、石油、石炭、
ガスなどの化石燃料に依存したエネルギー生成および供給
は完全に排除され、太陽光、風力、水力、地熱などの再
生可能エネルギー源のみでエネルギー供給が行われるよう
になる。また、人工知能（Artificial Intelligence: AI）とモノの
インターネット（Internet of Things: IoT）を駆使したエネルギー
管理システムも導入され、エネルギーの供給と消費がより効
率的に行われるようになる。この全面的な転換は、エネルギー
生産から輸送、そして消費に至るまでの過程に亘って行わ
れる。さらに、最先端のエネルギー管理技術の採用によっ
て、電力グリッドの効率を大幅に引き上げるともに環境負荷
の最小化が目指されている。このためには、製造業や交通、

建築など、多くの社会セクターでの持続可能性が求められ、
継続的な技術革新と効率向上も重要な要素であり、先進技
術を活用しながら、エネルギー供給の効率化と環境負荷の
低減が進められる。
持続可能なエネルギー供給におけるストレージ技術の革新
持続可能なエネルギー供給源の貯蔵技術
持続可能なエネルギー供給源の出力変動性は、エネル

ギー供給の安定性の観点から大きな障壁となっている。特
に、風力や太陽光発電は、気象条件や時間帯および地域
に依存するため、一定量のエネルギーを継続的に供給する
ことは難しい。このような変動性が存在すると、電力スマー
トグリッドシステムでは非効率的な運用を余儀なくされ、結果
としてエネルギーの浪費や供給不足、さらには価格の変動
まで引き起こす懸念がある。また、変動性の高いエネルギー
供給源に依存すると、急な供給過多または有事などの供給
不足が発生した場合に電力供給に対する信頼性が低下し、
産業活動や日常生活において大きな問題を引き起こす原因
となることが容易に想像できる。例えば、医療機関や重要な
インフラにおいては、電力供給が途切れることによるリスクは
計り知れない。
このような背景から、効率的で持続可能なエネルギー貯
蔵技術の必要性が高まっている。高密度で効率的なエネル
ギー貯蔵システム、AIを活用したエネルギー管理、および
スマートグリッド技術をさらに精緻化した高度なマイクログリッ
ド技術などが必要とされる（11）。
エネルギー貯蔵技術は、変動するエネルギー源からのエ

ネルギーを一時的に蓄えることで、需要の高い時や供給不
足時に放出し、エネルギー供給の時間調整を行う重要な役
割を果たす。この分野では、リチウムイオン二次電池、全固
体電池、レドックスフロー電池などが注目されており、これら
の技術は現在、研究開発段階から製造、市場導入に至る
までの一連のプロセスを通じて進展している。具体的にはま
ず、基礎研究において新たな素材や設計原理を探求し、次
いでプロトタイプの開発と評価を行う。評価基準をクリアした
プロトタイプについては、量産化のための設計最適化と製造
プロセスの確立を進める。その後、パイロットテストを通じて
製品の安全性と信頼性を評価し、最終的には市場へ導入さ
れる。また、スマートグリッド化に伴うAIと IoTを活用したエ
ネルギー管理システムの開発は、データ収集から解析、実
装までの一連の流れを考慮していく必要がある。諸種センサ
技術を用いてエネルギー使用状況や貯蔵容量をリアルタイム
でモニタリングし、スマートグリッド化によるエネルギーの最適
利用のためのビッグデータを構築する。収集されたデータは、
AIアルゴリズムで解析され、エネルギーの供給と需要に応
じて最適な貯蔵・利用プログラムを自動的に生成する。地域
や用途に応じた最適なマイクログリッドシステムの設計と導入
は、まずニーズ調査と地域特性の分析から始まる。これに
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基づき、マイクログリッドの設計図を作成し、必要なエネル
ギー貯蔵容量や制御システムを定義する。次に、地域コミュ
ニティや関連機関と連携を取りながら、実際の設置作業に
着手する。設置後は、継続的な運用とメンテナンスが行われ、
運用データをもとにシステムの最適化が進められる。
以上のように、多角的かつ段階的なアプローチによって、

持続可能なエネルギー供給における貯蔵技術革新を推進
する。この過程は、エネルギー供給の安定化だけでなく、
持続可能な社会システム全体の実現にも寄与することが期
待される。
エネルギー密度と出力密度が高く、かつ長寿命で低コス

トの蓄電池は、次世代のエネルギー貯蔵ソリューションとし
て大きな期待がかけられている。新たな電極材料、電極構
造、さらには制御技術の組合わせによって、高エネルギー
密度と長寿命化を同時に実現する。同時に設計段階におい
て低コスト化の実現を図る。AIを用いた自動化されたエネ
ルギー供給と需給バランスの最適化は、スマートグリッド概
念の中核技術である。AIアルゴリズムは、ビッグデータから
エネルギーの需給パターンを学習し、それを基に最適なエネ
ルギー供給計画を自動生成する。これによって、太陽光や
風力といった変動するエネルギー源と、エネルギー貯蔵を連
成させエネルギー使用の高効率化を図る。地域社会や産業
施設での自律的なエネルギー供給システムは、マイクログリッ
ドの展開とともに具現化されると考えられる。各地域や施設
の特性に合わせてカスタマイズされたエネルギー供給プログ
ラムが設計され、太陽光パネル、風力発電、エネルギー貯
蔵などが一体化して動作する。地域社会自体が一つのエネ
ルギー生産・消費ユニットとして機能し、自らのエネルギーを
効率よく管理・供給することで、持続可能なエネルギーシス
テムが確立される。これらの技術は、2050年を見据えた持
続可能なエネルギーシステムの構築に不可欠であり、それ
ぞれが相互に補完し合う形で展開されることが期待される。

2023年現在には、エネルギー密度を高めたリチウムイオ
ン二次電池が市場に登場する予定であり、以降も従来技術
を基盤とした着実な性能向上が見込まれる。同時に、AIに
よるエネルギー管理システムも出現する計画である。このシ
ステムは、エネルギーの使用状況をリアルタイムで監視し、
消費パターンに応じて最適なエネルギー供給を行う。具体
的には、AIアルゴリズムを用いて、エネルギーの需給バラ
ンスをより正確に把握し、過不足が生じにくいように制御す
ることが目標とされる。

2025年の展望では、全固体電池が、より安全でエネル
ギー密度が高いとされ、製造技術を確立（12）することにより、
高出力かつ長時間のエネルギー供給が可能となり、エネル
ギー貯蔵としての効率と利便性が飛躍的に向上する。この
段階には、AIと IoTの連携が進んでより高度なエネルギー
管理が可能となる。AIが集めたデータを基に、IoTデバイ

スを通じてエネルギー供給の最適化が行われ、消費側の需
要を事前に予測し、供給側のエネルギー生成と貯蔵を効率
的に管理することが可能となる。マイルストーンとしては、主
要都市でのマイクログリッドの試験導入が始まることが挙げら
れる。さらに、AIによるエネルギー管理システムが国内施設
に導入されることにより、その効果と拡張性を広範に証明す
る機会となると期待される。

2030年の展望では、レドックスフロー電池が大規模なエ
ネルギー貯蔵に広く適用される段階に入ると予想される。レ
ドックスフロー電池は長期間の耐久性と高いリユース性が特
徴であり、特に大規模なエネルギー貯蔵にその能力を最大
限発揮すると期待される。リチウムイオン二次電池や全固体
電池の開発同様、AIによる完全自動化されたエネルギー供
給システムの出現が予想される。これにより、人手を介さず
とも効率的なエネルギー管理が可能になると期待される。

2050年の展望では、超高密度・長寿命の新型電池が開
発され、高安全性、資源制約フリー、軽量化など、社会か
ら求められる性能を備えたエネルギー貯蔵が実現される（13）。
この技術革新により、再生可能エネルギーによる持続可能
な社会の構築が期待される。同時に、AIによるエネルギー
管理が最適化され、人の介入がほとんど不要になる。この
高度なAIシステムは、需給の最適化を全自動で行い、エ
ネルギーの使用と蓄積を絶えず調整する。このような全自動
のエネルギー管理システムが全世界で普及することが、この
時代のマイルストーンになると予想される。
このロードマップ（図 4）は、技術進捗と社会ニーズが予想

される方向に応じて調整されていくべきである。特に 2030

年以降は、技術の急速な進展や環境変動による影響を十分
に考慮する必要がある。エネルギーの持続可能性と効率性
の向上は、今後数十年にわたり進化し続けるものと見込まれ
る。そのため、ロードマップは多角的な観点において柔軟で
適応性の高いものでなければならない。
環境負荷の軽減と新材料の開発
サーキュラーエコノミーを見据えた製品設計、製造
資源・エネルギーや食糧需要の増大や廃棄物発生量の

増加が世界全体で深刻化しており、一方通行型の経済社
会活動から、持続可能な形で資源を利用するサーキュラー
エコノミーへの移行が必要とされている（14）。サーキュラーエ
コノミーを見据えた製品設計、製造とは、製品のライフサイ
クル全体における環境負荷を考慮した上で、製品の長寿命
化、資源の循環利用、廃棄物の最小化に配慮した設計を
行うもので、これにより資源の効率的な利用と環境負荷の低
減が可能である。

2050年に向けて、資源枯渇への対応は重要課題である。
地球上の資源は有限であり、現在の消費パターンが続くと、
希少金属をはじめとする重要な資源が枯渇してしまう可能性
がある。これにより、社会基盤や産業活動、さらには日常生
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活にも深刻な影響が出ることが予想される。また、廃棄物の
発生抑制も重要な課題である。近年、適正処理やエネルギー
回収などが進み、廃棄物処理に伴う環境負荷は抑えられて
きているが、最終処分場の枯渇問題や、CO2排出量削減
の観点から廃棄物発生量を削減することが必要とされてい
る。そのため、サーキュラーエコノミーは持続可能な社会を
実現するために不可欠な要素であり、エネルギー効率と資
源の持続可能な管理においても大いに寄与すると言える。
製品・サービスを市場に出す際には、3R（リデュース・リユー

ス・リサイクル）の観点、廃棄物処理、省エネルギー、特定化
学物質の使用制限などを考慮して、ライフサイクル全体を通
じて、適切にデザインされるべきであり「環境配慮設計」や「エ
コデザイン」と呼ばれて既に取組みが始まっている。この取
組みの指針として 2022年 12月に策定された JIS Q 62430

は、組織による環境配慮設計の実践における指針として機
能している。
本指針に基づき、計画段階では、まず組織が設計およ

び開発を通じて影響を及ぼすことが可能な活動範囲、すな
わち環境配慮設計の適用範囲の決定を行う。次に、エネル
ギー使用量の削減や 3Rのような、法的な要求および消費
者や顧客からの環境に関するニーズと要求を特定し、分析
する。さらに、製品やサービスのライフサイクル全体でのイ
ンプットとアウトプットを考慮し、それらが環境に与える影響
を特定する。これには、使用されるエネルギーや材料などの
インプットと、CO2排出や廃棄物などのアウトプットが含まれ
る。その上で、これらの環境側面がどれほどの環境影響を
持ち、影響低減の可能性があるかを評価する。実行段階で
は、計画に基づき具体的な設計および開発に取り組む。こ
れは、環境配慮設計が製品の設計および開発プロセスに統
合されることを意味する。最後に、評価および改善段階では、
実施された設計および開発の結果をレビューし、継続的な
改善を促進する。このプロセスを通じて、環境配慮設計の
効果を定期的に評価し、必要に応じて改善策を策定・実施
することが要求される。これらの段階を経ることによって、環
境負荷の低減を図りながら、製品やサービスのライフサイク
ル全体の環境性能の向上が期待される。
また、サーキュラーエコノミーの観点では、製品の長寿命
化が重要であり、メンテナンスやアップグレードに対応した
設計が必要になる。そのためには、製品は互換性が高い少
数の部品（モジュール）によって構成されることが望ましい。機
能ごとにモジュールを設計し、それが互いに容易に組み合
わせられるようにすることで、特定の部品が壊れた場合や技
術が進化した場合にも、容易に部品の交換やアップグレード
が行える。
製品の長寿命化に焦点を当てた製品開発では、各部品

が他の製品やアプリケーションで容易に交換・アップグレード
できるような設計原則を適用する。これには、標準化された

コネクター、互換性のあるフォーマット、およびモジュラー設
計が採用される。このアプローチにより、ひとつの製品として
は使用限界に達した場合にも、その製品を構成する個 の々
モジュールや部品は新しい製品での利用が可能となる。
廃棄物発生抑制に向けては、製品の耐久性と修理可能

性が求められる。これは、部品が高品質で、製品自体が破
損しにくい構造を持つことを意味する。また、消耗品や電池
が簡単に交換できるようにすることで、製品全体を廃棄する
必要がなくなる。このような環境への負荷最小化については、
ライフサイクル分析を基に、全工程での環境影響を考慮し
た設計が行われる。これには、再生可能エネルギーの使用、
有毒な化学物質の排除、排出されるガスや廃水の処理技術
の改善が含まれる。特に、製品の生産から廃棄に至るまで
の各段階での CO2排出量を計測し、最も環境負荷の高い
工程を特定して改善策を実施する。
以上の各目標は、製品が持続可能なライフサイクルを持

ち、資源の効率的な利用と環境保護を両立するためのもの
である。それぞれの目標は互いに補完し合う形で設計され、
一つの製品が複数の環境目標を達成できるように努力する
必要がある。

2023年現在においては、環境配慮設計とモジュラー設
計に関する研究開発が特に活発に行われる。具体的には、
環境負荷の低減と資源の効率的な使用を最もコスト効率よく
達成するための手法と材料を探求する。このフェーズの主な
目標は、既存の製品ラインに環境配慮設計とモジュラー設
計の基本原則を導入し、その効果を科学的に評価すること
である。

2025年の展望では、エコデザインとモジュラー設計を組
み合わせた製品が市場でより広く受け入れられ、その重要
性が一般的に認知されるようになると考えられる。また、再
利用やリサイクル性の評価方法も業界標準として広く採用さ
れることが予想される。この年の目標・マイルストーンは、新
しく市場に投入する製品の 80%以上に環境配慮設計の適
用が期待され、その結果として環境負荷の削減を具体的に
実現することである。

2030年の展望では、AIとデータ解析を活用して製品ライ
フサイクル全体の環境負荷をリアルタイムで評価する手法の
開発が予想される。これにより、企業はよりタイムリーかつ精
密に環境への影響を把握し、その情報を製品開発や製造プ
ロセスに即座に反映することが可能となる。また、製品生産
による廃棄物量とCO2排出量の削減が求められており、こ
れは効率的な製造プロセスとリサイクルや再利用が容易な設
計によって実現される。

2050年頃までの展望では、持続可能なエネルギーシス
テムと完全なサーキュラーエコノミーの統合が予想される。こ
れにより、新しいビジネスモデルが形成され、企業は、環境
と社会に対して積極的に貢献する中で利益を得ていく形とな
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ると期待される。この新しいビジネスモデルは、製品の設計
から製造、使用、再利用、そしてリサイクルに至るまで、す
べてのプロセスで環境への負荷を最小限に抑えることが前
提である。製品は長寿命であり、使い終わった後もその部
品や材料が他の製品や用途で再利用されることが考えられ
る。消費者もこのような製品やサービスを選ぶことで、自分
自身が持続可能な社会づくりに参加しているという認識が高
まると期待される。この年には、ほとんどの製品が再利用や
リサイクルを前提とした設計になっており、廃棄物は極小化
されることが考えられる。エネルギーも持続可能な方法で供
給され、その使用効率も高いレベルに達することで、持続可
能な社会の実現が期待される。
循環経済とリサイクル技術の推進
材料リサイクル技術
前項で述べたように、サーキュラーエコノミーの実現のた

めには、環境配慮設計により製品製造のための資源投入量
を極小化していく必要があり、日本機械学会が取り組むべき
分野として、「材料リサイクル技術」が挙げられる。材料リサイ
クル技術は、使用済みの製品を利用しやすいように処理し
て、新しい製品の材料もしくは原料として利用する技術であ
る。この技術は、新たな資源の投入を抑制し持続可能な製
品サイクルを構築するための核となる技術である。特に注目
すべきは、リサイクルを前提とした製品設計、高度なセパレー
ション技術、環境負荷の少ない再生プロセス、そして循環
型経済に適した新しい材料の開発である。
リサイクルの種類として、サーマルリサイクル、ケミカルリ
サイクル、マテリアルリサイクルがある。材料リサイクルは一
般的にマテリアルリサイクルを指すことが多いが、広義には
ケミカルリサイクルも含まれる。サーマルリサイクルは焼却処
理に伴い発生する熱エネルギーを回収して利用する技術で
あり、現時点でも日本国内ではかなり普及が進んでいる。し
かしながら資源循環の観点からはワンウェイでの使用となっ
てしまうため、優先順位としては三つのリサイクルのうち最後
に選択すべき手段とされている。ケミカルリサイクルは製品
を化学的に分解させるなどして原材料レベルの物質として再
利用を行う技術である。これによって製造される製品は新品
と遜色のないものとなるが、一般的には化学的分解に大き
なエネルギーが必要となる。マテリアルリサイクルは製品を
分解・破壊・セパレーションなどを通じて得られた素材を製
品原料として再利用する技術である。資源循環の観点、エ
ネルギー消費の両面から優れた手法であるが、一方で不純
物の混入や劣化などの問題を解決していかなければならな
い。
令和 5年版環境・循環型社会・生物多様性白書によれば、

「循環型社会の形成に取り組んできた我が国の実情を踏ま
えれば、循環経済への取組みは、3R（優先順位は［1］発生
抑制（リデュース）、［2］再使用（リユース）、［3］再生利用（リサイ

クル））の取組みを経済的視点から捉えて、いわゆる本業を
含め経済活動全体を転換させていくことが重要 （15） 、として
いる。この優先順位は、商品に近い形で循環利用すること
が一般的に資源およびエネルギーの投入量が少なくなること
に拠るものである。一方でこの循環利用を成立させるために
は商品およびその部品が長期にわたり利用され、かつ材料
リサイクルに耐えられるだけの寿命が求められる。これに対
応するためには環境負荷を抑えつつ長寿命である新材料の
開発が期待される。
セパレーション技術の進化には、ナノテクノロジーや高度

なフィルタリング技術を用いることで、複雑な材料構造や成
分を効率的に分離する技術を開発することが重要である。
具体的には、先端の物質分析手法を活用して材料の成分
を精緻に識別し、その情報をもとに分離プロセスを最適化す
る。こうした努力により、分離の精度と効率を格段に向上さ
せることが期待される。新材料の開発では、リサイクルされ
た材料を基にして、持続可能な生産サイクルに適した、環
境負荷の低い新材料を研究することが考えられる。これに
は、材料科学だけでなく、生態学や環境工学といった多角
的な観点からのアプローチが不可欠である。最後に、サー
キュラーエコノミーへの移行に関しては、製品の設計段階か
らライフサイクル全体にわたるリサイクル性を考慮することが
必要である。具体的には、製品デザインにおいて、容易に
分解・分離できる構造を持たせたり、リサイクルや再利用が
容易な材料を選択したりすることで、製品が循環型経済に
適応する。
また、セパレーション技術は、高度なセンサ技術とアルゴ

リズムを組み合わせることで、特定の材料を非常に高い精
度で分離することを目指している。この技術は、例えば電子
廃棄物から希少金属を効率良く回収する場合などへの適用
が期待される。新材料の開発では、長寿命でありつつ資源・
エネルギー投入量が少ないという特性が求められる。特に
プラスチック類については、リサイクル性の向上と長寿命の
両立が期待される。サーキュラーエコノミーに貢献する目標
に関しては、製品の全ライフサイクルにわたる材料の再利用
を促進する方針である。具体的には、製品設計段階で分解・
再利用が容易な設計を取り入れ、使用後には効率よく材料
を回収し、再利用またはリサイクルするプロセスを確立する。
以上のように、高効率な材料セパレーション技術、環境

負荷の低い新材料の開発を通じてリサイクル率を向上させ、
サーキュラーエコノミーへの移行を実現したい。

2023年現在における主要な目標は二つである。一つ目
は、セパレーション技術の基本フレームワークを確立するこ
とである。この基本フレームワークを通じて、多様な廃材に
対応する技術の拡張と洗練が可能となる。二つ目の目標は、
小型の再生プロセスのプロトタイプを開発することである。
このプロトタイプは、分離と再生の一連のプロセスを模擬実
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課題2．スマートシティとスマートエネルギーの統合（図5）
スマートシティ技術の導入
スマートシティとエネルギーの相互連携技術
都市と地方の共存には、都市と地方のインフラをスマート

化し、スマートグリッド技術の導入により、エネルギー効率
を向上することが必要である。日本機械学会が取り組むべ
き分野として、「スマートシティとエネルギーの相互連携技術」
が挙げられる。この技術は、スマートシティのインフラとスマー
トエネルギーシステムを統合し、シームレスに相互作用させ
る目的で開発される。都市の交通、建築、エネルギー供給、
廃棄物処理などの多様なシステムが相互にデータを共有し、
効率的に運営される。これにより、エネルギーバランスが最
適化され、環境負荷の低減が期待される。

2050年に向けての展望を考慮すると、特に都市環境に
おいて多くの挑戦が存在している。都市人口の増加は、交
通渋滞、エネルギー消費、廃棄物の増加など多くのインフ
ラに対する負荷を増加させると考えられる。このような状況
下では、従来の都市インフラとエネルギー管理手法では、
効率性や持続可能性が十分に確保できない可能性が高い。
気候変動や資源の枯渇問題など複合的な問題に対処する
ためには、都市そのものの設計から考慮する必要がある。
したがって、スマートテクノロジーを活用することで、エネル
ギーはもちろん、交通や廃棄物管理などでも効率的な運用
が可能となる。これは、持続可能な社会の基盤を形成する
大きなステップとなり、資源の有効利用や環境負荷の軽減に
つながる。さらに、スマートな都市設計とエネルギー管理は、
持続可能な社会を形成する上でのマルチプライヤー効果を
もたらすと考えられる。例えば、エネルギーバランスが効率
化されると、温室ガスの排出量が削減され、気候変動の進
行が抑制される。これは、未来の世代にも持続可能な生活
環境を提供するために不可欠な要素である。

図 5　課題 2「スマートシティとスマートエネルギーの統合」のための技術ロードマップ
（図中のアイコンは Open AIのイメージ生成ソフトDALL・E3 により生成）

験する基盤となる。マイルストーンとしては、セパレーション
技術における初期の特許を取得することで、技術の独自性
と競争力を高めることが期待される。以上のように、2023

年は基本フレームワークとプロトタイプの確立に注力する年
になると予想される。

2025年の展望では、セパレーション技術の普及を目指し、
具体的には、小型プロトタイプでの成功を基に、工場規模
での運用が可能なシステムを確立すると考えられる。再生プ
ロセスにおいては、CO2排出量の削減を含む環境への影響
を軽減しつつ、効率の向上も目指すことが重要である。新
材料については、実用フェーズに入ることが期待される。

2030年の展望については、高度なセパレーション技術を
用いて、希少金属も回収可能なレベルに技術を進化させる。
希少金属の回収・再利用は資源採取時の環境負荷を大幅に
低減できることに加え、資源安全保障面でも極めて重要な
技術となる。次に、クローズドループの再生プロセス を実装
する。これにより、リサイクルから生産、使用、マテリアルリ
サイクル、ケミカルリサイクルに至るまでの全工程での資源
循環が可能となる。最後に、複数の環境負荷の低い新材料
を広く普及させると考えられる。

2050年の目標は、AIと連携した自動セパレーション・再生
システムの完全実装である。このシステムは、資源の効率的
な分類と再生を自動で行い、人力を大幅に削減しながらも高
精度なリサイクルを実現することが期待される。次に、ほぼ
ゼロエミッションの再生プロセスを確立する。この目標は、気
候変動対策に直結するものであり、CO2排出量を極限まで
抑制すると考えられる。これらを通じて最終的に、サーキュ
ラーエコノミーが全産業で標準となり、新しい経済成長の基
盤となる。マイルストーンもそれぞれの目標に沿った高度なも
のとなる。AIによる自動セパレーションと再生において、資源
とエネルギーの投入量は極小化されることが期待される。こ
れは、システムが極めて効
率的に動作し、資源を無駄
なく再生する証である。次
に、再生プロセスの CO2

排出量のNETゼロを達成
すると期待される。最後に、
全製品ライフサイクルでの
材料再利用率が 95%以上
に達すると期待される。こ
れは、ほぼすべての材料が
マテリアルリサイクルまたは
ケミカルリサイクルされ、廃
棄物が最小限に抑えられる
状態を意味する。
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以上のような理由から、スマートな都市設計とエネルギー
管理は、2050年の持続可能な社会構築において非常に重
要な役割を果たすと期待される。
スマートシティとエネルギー管理の技術開発においては、

いくつかの重要な要素を考慮する必要がある。まず、デー
タ収集と分析に関しては、センサ技術や IoTを広範に導入
することが期待される。これにより、都市やエネルギーイン
フラからリアルタイムでのデータ収集が可能となる。続いて、
AIやビッグデータ分析を活用し、そのデータを深く解釈する。
これは、交通フローやエネルギー使用状況、さらには環境
影響まで多角的に把握する基盤を築くと期待される。次に、
オープンプラットフォームの構築が重要である。具体的には、
システム間のデータ連携を容易にするためのオープンなAPI

（アプリケーションプログラミングインターフェース）やプロトコルを
採用する。これがあれば、さまざまな業者や自治体が参加
する多様なシステムが効率良く協働できる。リアルタイム管理
においては、収集されたデータをリアルタイムで解析する技
術が必要である。これによって、エネルギー供給や交通フ
ローの調整が即座に可能となる。この即時性が、環境への
負荷を減らすだけでなく、エネルギーの効率的な利用を促
す。デマンドレスポンスの実施も同様に重要である。これは、
エネルギーの需要と供給をリアルタイムで調整し、ピーク時
における電力供給の負荷を軽減するテクニックである。デマ
ンドレスポンスを有効に活用することで、全体としてのエネ
ルギー効率が向上する。最後に、持続可能なエネルギーの
統合に関しては、太陽光や風力、蓄電池などの環境に優し
いエネルギー源を効率よくシステムに組み込む。これにより、
持続可能なエネルギー供給が確保され、CO2排出量の削
減や資源の有効利用が実現すると予想される。
以上のような手法を組み合わせることで、スマートシティと

エネルギー管理の技術開発の進展が期待される。これらの
技術は、2050年の持続可能な社会構築に向けて、極めて
有用なソリューションを提供する可能性が高い。
開発していく技術の具体的な目標には、いくつかの要点

があると考えられる。まず、持続可能なエネルギーの最大
活用を目指す。これにはスマートグリッドの活用が不可欠で
あり、再生可能エネルギー源から生成された電力を効率的
に配分し、消費するプロセスが構築される。これにより、エ
ネルギーの無駄を極力排除し、持続可能なエネルギー供給
を確保する。次に、効率的な資源管理も目標とする。スマー
トシティ内で生成される廃棄物や汚水は、先進的な処理技
術やリサイクルシステムを用いて効率よく処理またはリサイク
ルされる。これは資源の再利用を促進し、その結果として持
続可能な資源管理が実現する。また、低炭素社会の実現も
目指す。具体的には、エネルギー効率の高い運営が行われ
ることで、CO2排出量を大幅に削減する。これはクリーンな
エネルギー技術を活用し、環境への影響を最小限に抑える

ためである。最後に、高度なライフスタイルの実現が目標で
ある。住民自体がエネルギーを効率的に使用することで、よ
り快適で持続可能なライフスタイルが可能となる。これには、
エネルギー使用の自動化や効率化を促進するテクノロジーが
導入されると期待される。
以上のように、複数の具体的な目標を達成するための技

術が開発されていく。これらの目標は相互に関連しており、
一つ一つが成功すれば、2050年に向けての持続可能な社
会構築が加速すると予想される。

2023年現在における最初のステップとして、初期段階の
センサ技術や IoTデバイスが市場に導入されている。これ
らのテクノロジーは、都市環境の各所でデータを収集する基
盤を提供する。続いて、基本的なオープンプラットフォーム
が形成される。このプラットフォームは、さまざまなデバイス
やシステムが互いにデータを共有できるようにする仕組みで
ある。目標としては、これらの初期技術を用いて都市の一
部区域でデータ収集と分析が開始されることであり、一部の
モデル地域では取組みが始まっている （16）（17）。具体的には、
交通量、エネルギー消費、廃棄物生成量などの各種指標を
リアルタイムでモニタリングし、それを基にエネルギーの微調
整ができるレベルを目指す。この微調整により、エネルギー
消費が最適化され、都市の効率が向上する。技術進捗や
マイルストーンに関しては、いくつかの具体的な目標が設定
され、プロトタイプの開発と実証実験が行われ、その結果を
基に初期のパートナーシップが形成されつつある。この段階
でのパートナーシップは、通常、地方自治体、エネルギー
供給会社、技術開発企業などが含まれる（18）。これらの主
体が協力して、スマートシティとエネルギーの相互連携技術
の有用性と実用性を検証する。このプロセスを通じて、次の
段階へと進むための重要なフィードバックとデータが集められ
ると予想される。

2025年の展望では、AIとビッグデータ分析が都市インフ
ラの管理に適用され始め、これによってリアルタイムのエネ
ルギー管理が可能になる（19）。同時に、オープンAPIが広く
採用されることで、異なるシステムとデータベースがシームレ
スに相互作用を始めると期待される。さらに、CO2排出量
の削減と効率的な資源管理が進展する。政府は、スマート
エネルギー技術の導入を促進するための法的枠組みを提供
し、企業や地方自治体はこの基盤の上で、独自のスマート
シティプロジェクトを展開することが計画されている（20）。

2030年の展望においては、デマンドレスポンス技術がさ
らに高度化する。この技術の進化により、エネルギー供給
と需要の最適化が高度に行われるようになる。目標としては、
大都市圏での全面的なスマートエネルギー管理が確立され
ると期待される。つまり、大都市においては、エネルギー供
給から消費、そして廃棄物や汚水の処理に至るまで、すべ
てのプロセスがデータドリブンとなる。
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2050年の展望では、高度なAI技術が都市管理の各面
に広く導入され、エネルギー供給も完全に自動化される段階
に到達していると予想される。AIは交通フローの最適化か
ら廃棄物管理、緊急対応まで、都市の運営を全体的に支
え、さらには自律的に調整・最適化を行う。エネルギー供給
もAIによってリアルタイムで調整され、エネルギーのロスが
極めて少ない状態が維持されていると予想される。目標とし
ては、持続可能な社会の確立が前面に出ている。これはた
だの環境負荷の削減を超えて、全人口にわたる高度なライ
フスタイルの提供を含んでいる。技術進捗やマイルストーン
としては、グローバルスケールでのスマートシティの実現が
期待される。数十年の積み重ねにより、多くの都市がスマー
トシティのモデルケースとなり、その成功が世界中で共有さ
れていると期待される。
再生可能エネルギーの地方利用
太陽電池など再生可能エネルギー、環境発電

2050年に向けてのビジョンとして、「スマートシティとスマー
トエネルギーの統合」が非常に重要な課題であり、その中で
「再生可能エネルギーの地方利用」が特に重視されている。
この「再生可能エネルギーの地方利用」とは、地方の自然資
源を活用して再生可能エネルギーを開発し、そのエネルギー
を地方自体で利用するという概念である。この方針は、風
力発電、太陽光発電などの再生可能エネルギーを地域社
会に密着させて導入し、エネルギー供給の分散を促進する
ことにつながる。
必要な技術として「太陽光発電などの再生可能エネル

ギー、環境発電」が挙げられる。太陽電池は、光を電気エ
ネルギーに変換する装置であり、地方での利用が特に有用
である。また、環境発電技術とは、風力、水力、地熱など、
その地域が持つ独自の自然エネルギーを利用した発電手段
を指す。
このような再生可能エネルギー技術が必要な理由は多面
的である。最も顕著なのは、エネルギー供給の安定性を確
保することである。地方地域で自給自足型のエネルギー供
給が行われるようになると、中央集権的なエネルギー供給体
系からの独立性が高まると予想される。これにより、エネル
ギー供給がより安定し、大規模な停電やエネルギー供給の
途絶などのリスクが低減する。次に、環境負荷の低減も大き
な要因である。地方で生産された再生可能エネルギーは、
その地域で消費される場合、エネルギーを長距離輸送す
る必要がなくなる。その結果、輸送によるエネルギーロスや
CO2排出が大幅に削減されることが期待される。これは気
候変動の進行を抑制する上で非常に重要な要素である。そ
もそも、再生可能エネルギーの導入は、化石燃料への依存
を減らすことが可能である。これは、エネルギー価格の変
動リスクや政治的なリスクを軽減するとともに、持続可能なエ
ネルギー供給の確立に貢献する。

以上の要因から、地方での再生可能エネルギー利用とそ
の技術開発は、エネルギー供給の安定性、環境保護、そ
して持続可能な社会を構築する上で不可欠であると言える。
再生可能エネルギーの地方利用における開発方法は、

精密な地域分析から始まる。具体的には、各地域の気候、
地形、自然資源を詳細に調査し、そのデータに基づいて最
も適した再生可能エネルギー源を選定する。例えば、風力
が豊富な地域では風力発電、日照時間が長い地域では太
陽光発電が有用である。次に、地方自治体、産業界、研
究機関と連携し、集めたデータに基づいて具体的な設備設
計を行う。この際、地域社会のニーズや持続可能性も考慮
に入れる。さらに、設備の設計と並行して、運用フェーズで
のエネルギー供給と需要を調整するためのスマートグリッド
技術の導入が進められる。この技術によって、エネルギー
の供給と需要をリアルタイムで最適にマッチングさせることが
可能である。また、開発の進捗を定期的に評価し、必要な
調整を行う。これには、設備の効率や運用コスト、さらには
地域社会への影響などを網羅的に考慮する必要がある。評
価と調整によって、持続的な運用が確保され、長期的に地
域社会に貢献する形での再生可能エネルギー供給が実現さ
れる。
このように、地域の自然資源を調査し、多様なステークホ
ルダーと連携しながら、スマートグリッド技術を活用すること
で、地方での再生可能エネルギー利用は効率的かつ持続
可能なものとなる。
地方各地で地域ごとに適する安定したエネルギー供給が

実現することで地方の独自性を活かしたエネルギー政策が可
能になり、その結果、地方経済も活性化する。これに加えて、
エネルギーの分散供給を通じて、大規模な災害時にも柔軟
に対応できるようなレジリエントな社会基盤を構築する。地方
各地で独立したエネルギー供給が可能になれば、一箇所で
のエネルギー供給障害が全体に影響を及ぼすリスクを低減
できる。また、地域社会が自前でエネルギーを生産できるよ
うになれば、外部からのエネルギー供給が途絶えた場合で
も、一定レベルの生活水準を維持できる。これを達成するこ
とで、持続可能で安全な地方社会を形成し、全体としても
国のエネルギー戦略に貢献する形となると考えられる。

2023年現在における取組みは、太陽電池、風力発電を
はじめとする再生可能エネルギーのエネルギー変換システム
の高性能化が研究の中心テーマである。この研究において
は、太陽電池のエネルギー変換をより高性能に実施する方
策や、風力、水力などの発電機の設計改良が行われてい
る。さらに、発電機などの小型化とコスト削減も並行して進
められる。目標としては、地方毎の自然資源を綿密に調査し、
その結果を基に再生可能エネルギーの導入計画を明確にし
て議論する。具体的には、風速や日照時間、地熱温度といっ
た地域特有の環境要因をデータベース化し、それを元に最
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適なエネルギー源を選定する。この調査は地方政府、産業
界、研究機関と連携して行われ、その成果は地域社会に
フィードバックされる。これにより、各地域での再生可能エ
ネルギー導入の方針がはっきりとし、具体的なプロジェクトが
始動するための道筋がつけられる。

2025年の展望では、スマートグリッドの基礎技術が一部
地域に導入され、エネルギーの供給と需要のバランスを取
る高度な制御が可能になると期待される（21）（22）。また、エネ
ルギーの蓄積技術も進化を遂げると予想される。特に電池
技術においては、容量の増大と寿命の延長、さらには高速
充電が可能な新型電池が開発される見込みがある。目標と
しては、初めての地方で再生可能エネルギーに基づいた自
己完結型のエネルギー供給システムを構築する。このシステ
ムには、太陽電池や風力発電、さらには地熱や水力といっ
た地域特有の再生可能エネルギー源が統合されると期待さ
れる。マイルストーンとしては、スマートグリッドの地方導入
であり、これによって地域社会のエネルギー効率が大幅に
向上する（22）。もう一つは、初の自己完結型エネルギー供給
地域の誕生である。

2030年の展望では、風力、太陽光、地熱など複数の再
生可能エネルギーを単一のシステムで効率的に組み合わせ
ることが可能となると考えられる。このような複合的なエネル
ギーシステムは、各エネルギー源の天候依存性や季節依存
性を補完し、より安定したエネルギー供給を実現すると予想
される。さらに、AIを用いてエネルギー供給と需要をリアル
タイムで調整する技術も成熟する。具体的には、AIアルゴ
リズムが電力供給のピークとバレーを予測し、蓄電技術と連
携してエネルギーの有効活用を図ると期待される。

2050年の展望では、エネルギー供給が完全に分散化さ
れるとともに、全国各地で持続可能なエネルギー供給の確
立が予想される。具体的には、地域ごとの自然資源や需要
に応じて、太陽光、風力、地熱、海流など多様なエネルギー
源が最適に組み合わせられる。さらに、高度なAIと IoTテ
クノロジーが統合された制御システムによって、エネルギー
供給と需要のマッチングがより精緻に行われる。例えば、バ
イオエネルギーによる発電とCO2キャプチャ技術が組み合
わされることで、エネルギー供給の過程で CO2が吸収され
る。目標としては、「スマートシティとスマートエネルギーの統
合」が全面的に実現することである。高度なデータ分析とネッ
トワーク技術が駆使され、交通、健康、治安、エネルギー
など多くの市民サービスが連携して動く。特に、大規模な災
害時にも柔軟に対応できるレジリエントな社会基盤が構築さ
れると期待される。マイルストーンには、全国規模でのスマー
トシティとスマートエネルギーの統合、そしてCO2ニュートラ
ルまたはネガティブエミッションによるエネルギー供給の実現
が挙げられる。

デジタルコミュニケーションの普及
通信インフラの強化技術 
都市と地方の共存には、地方のデジタルインフラの整備

と普及による地方の通信問題の解決が重要である。2050

年には、「通信インフラの強化技術」（23）（24）が極めて重要な
役割を果たす。具体的には、次世代の高速通信技術（例：
7G以上）、エッジコンピューティング、セキュアなネットワーク
プロトコル、低遅延通信の確立などが含まれる。これらは、
大容量のデータを高速で安全に送受信でき、かつ広範な
地域にわたって信頼性の高い通信網を確立するために不可
欠である。
デジタルコミュニケーションの普及が必要な理由は多面的

である。まず、地方においても高速かつ安定したネットワー
ク接続が確保されることで、都市と地方間の情報格差が縮
小される。この情報格差の縮小は、経済的な機会の公平
な分布や教育資源の均等なアクセスといった社会的側面で
も非常に重要である。次に、スマートエネルギー管理にお
いても、高度なデジタルコミュニケーションが必要とされる。
例えば、リアルタイムでエネルギーの需要と供給を調整す
るシステムは、地方においても効率的なエネルギー使用が
可能になり、それが環境に与える負荷を減らすことにつな
がる。さらに、災害時においてもデジタルコミュニケーション
の重要性は高まっている。安定した通信インフラがあれば、
災害発生時の緊急情報の伝達や救援活動の調整がスムー
ズに行われ、命を救う可能性が高まる。このように、デジタ
ルコミュニケーションの普及とそれによる通信インフラの確立
は、社会のさまざまな側面で効率と公平性を高めるために
不可欠である。それは単に技術的な進歩以上の価値を持
ち、持続可能で公正な社会を形成する上で基盤となる要素
であると考えられる。
高速通信インフラの展開においては、次世代の通信技術

である7Gの研究開発を早期に進める必要がある（25）。具体
的には、大学や研究機関との共同研究を行い、初期のプ
ロトタイプを作成する。その後、実地テストを経て商用化に
向けてのステップを踏む。エッジコンピューティングについて
は、データ処理の遅延を減らすために通信網のエッジに処
理能力を持つデバイスやサーバーを配置する。これは、特
に IoTデバイスやセンサネットワークが広く導入される場面
で有用である。エッジコンピューティングのアーキテクチャを
設計し、現地でのパイロットテストを実施することが重要で
ある。セキュリティ面では、セキュアなプロトコルとエンドツー
エンドの暗号化を用いてデータの安全性を高める。これに
は、最新の暗号学的手法を用いて、データ流出や改ざんの
リスクを最小限に抑える技術を開発する。低遅延技術に関
しては、リアルタイムでのデータ処理と反応が求められる領
域である自動運転車や遠隔医療において重要である。これ
に対応するため、低遅延を実現する通信プロトコルやアル
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ゴリズムの開発を進める。
以上のような取り組みにより、高速かつ安全、低遅延の

通信インフラを構築することが可能となる。これらの技術開
発は段階的に行われるべきであり、各段階での成功メトリク
スを設定し、進捗を定期的に評価する必要がある。
目指している技術について、最初に普遍的な接続性を確
立することが重要である。これは、全国各地、とりわけ地方
においても高速で安定したインターネット接続が得られるよう
な通信インフラを構築することを意味する。具体的には、地
方でも都市並みのネットワーク品質を確保するために、光ファ
イバーや次世代通信技術を活用した広域ネットワークを構築
する。次に、情報の即時性と安全性を確保するための技術
開発も進める。これには、低遅延の通信プロトコルと高度な
セキュリティ技術が必要である。具体的には、データセンター
とエンドユーザ間のデータ転送を高速化する方法や、エン
ドツーエンドの暗号化を施してデータの漏洩や改ざんを防ぐ
手法を開発する。最後に、コミュニケーションの強化につい
ても重要である。都市と地方が緊密に連携し、情報・リソー
スを効率よく共有できる社会の構築を目指す。具体的には、
分散された情報資源を一元的に管理・共有できるプラット
フォームを開発する。このプラットフォームは、スマートエネ
ルギー管理や災害対策など、多様な社会課題解決に活用
できるよう設計する。これらの技術開発を通じて、高速で安
全、そして普遍的なデジタルコミュニケーション環境を整える
ことで、社会全体のレジリエンスと効率性を高めることができ
ると考えられる。

2023年現在においては、第一に、5G通信の全面普及
を実現するために全国の主要都市において 5Gのカバレッジ
が確保されると期待される。第二に、6G通信に向けた初
期研究が開始されると期待される。この初期研究には、新
たな周波数帯の探索や大容量データの高速送受信に関する
テクノロジー開発が含まれると予想される。6Gに関する基礎
研究の開始は、次世代の通信インフラに対する前向きなス
テップであり、長期的な展望を持つ重要なマイルストーンと
なると考えられる。具体的には、実証実験が開始され、エッ
ジコンピューティングの初期プロトタイプの開発が期待され
る。このプロトタイプには、データ処理の遅延を減少させる
ための新しいアルゴリズムやプロトコルの導入が予想される。

2025年の展望においては 6Gの商用展開と5Gの地方
への拡大、そしてエッジコンピューティングのフレームワーク
完成といった複数の重要な技術的進展が同時に実現される
年であると予想され、これらが通信インフラ全体の強化と社
会のデジタルトランスフォーメーションに大いに寄与すると期
待される。

2030年の展望では、通信技術とエッジコンピューティング
の領域でさらなる大きな進歩が期待される。一つ目の大きな
目標は、7Gの研究と開発の開始である。6Gが全国各地

で一般化すると予想される中、7Gの研究プロジェクトが始
動すると期待される。エッジコンピューティングも大きな変化
を迎えると期待される。具体的には、エッジコンピューティン
グが一般的に用いられるようになると考えられる。これまで
の研究と開発が実を結び、エッジコンピューティングの基本
技術が商用環境で適用され始めると期待される。2030年は
通信技術が一段と進化し、人 の々生活やビジネス、さらには
社会インフラに至るまでのデジタルトランスフォーメーションが
加速すると期待される。

2050年の展望では、さらなる先進的な通信インフラとデー
タ処理技術の融合が期待される。具体的には、7G以上の
高度な通信インフラが全国各地で普及すると予想される。こ
の通信インフラによって、高速で安全な通信網が都市から
地方まで確立されると期待される。地方においても、都市と
同等のデータ通信速度と安全性が確保され、社会全体の情
報アクセシビリティが飛躍的に向上すると予想される。また、
エッジコンピューティングと低遅延技術が完全な統合が期待
される。これにより、エッジコンピューティング技術が高度化
し、リアルタイムのデータ処理と反応が可能になると予想さ
れる。遠隔医療、自動運転車、スマートシティなど、リアル
タイムの高度なデータ処理が求められる多くの分野で、効率
と安全性が大幅に向上すると期待される。
スマートモビリティの推進
インテリジェントトラフィックシステム
都市と地方の共存には、スマートモビリティ技術の開発に

よる運送の問題の解決が重要である。また、自動運転技術
や交通インフラの効率化により、都市と地方の移動の利便
性を向上させると同時に、交通渋滞や排出ガスの削減が必
要である。この枠組みの中で中心的な役割を果たす技術は
「インテリジェントトラフィックシステム（ITS）」である（26）～（28）。
インテリジェントトラフィックシステムは、高度なセンサ技術、
AIアルゴリズム、通信インフラを統合することで、リアルタイ
ムでの交通流監視と制御が可能である。
都市と地方間での経済格差と人口密度の不均衡は、多

くの交通問題を引き起こしている。都市では交通渋滞が慢
性化しており、大気汚染や不必要な燃料消費が増大して
いる。一方、地方では十分な交通インフラが欠如しており、
地域経済に対する負担が大きい。このような課題に対し、イ
ンテリジェントトラフィックシステム（ITS）は有効な解決手段で
ある。ITSはリアルタイムでの交通状況の把握と、そのデー
タに基づく信号調整やルート提案が可能であり、都市部の
交通渋滞の緩和と地方での効率的な移動が期待される。加
えて、ITSの効果的な運用によっては、燃料消費と排出ガス
の削減が可能となり、環境への負荷も軽減する。したがって、
ITSは交通の効率化と環境負荷の軽減、これら二つの重要
な目標を同時に達成する可能性が高い手段である。このよう
に、ITSは都市と地方の持続可能な発展に寄与するとともに、
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気候変動対策にも一役買う重要な技術である。
ITSの開発において、最初にセンサネットワークを全国の

主要道路に導入する。これらのセンサは車両の流れや速度、
道路の状態などをリアルタイムで監視する。次に、AI技術
を活用して、収集されたデータを高速に分析する。この AI

はトラフィックパターンを認識し、予測モデルを生成する能力
が必要である。通信インフラについては、7G以上の高度な
通信技術を使用することが予想される。これにより、車両と
交通インフラストラクチャ（例：信号機、道路標識）との間で、
高速かつ確実な即時通信が可能となる。この高度な通信イ
ンフラが確立されれば、リアルタイムでの情報交換と迅速な
意志決定が行える。さらに、エッジコンピューティングを導入
することで、データ処理の速度と効率が大幅に向上する。エッ
ジコンピューティングは、データを中央のサーバーに送るので
はなく、現場近くで即座に処理する技術である。これにより、
高いレイテンシ（通信の遅延時間）が発生することなく、リアル
タイムのデータ分析と応答が可能となる。
以上のような手法によって、ITSは交通渋滞の削減、燃

料効率の向上、交通事故の予防など、多方面での効果が
期待される。特に、リアルタイムでの高度なデータ分析と通
信が可能になることで、より柔軟かつ効率的な交通システム
が構築できると考えられる。

ITSの開発において目指している技術は、主に効率的な
交通フローの確立、環境負荷の軽減、そして安全性の向上
である。効率的な交通フローについては、AIと高度な通信
インフラを組み合わせて、道路上の車両がスムーズに流れ
るようにする。具体的には、リアルタイムでの交通流分析を
通じて、信号配分や道路使用の最適化を図る。結果として、
交通渋滞が削減され、それによって個 の々移動時間も短縮
される。環境負荷の軽減は、効率的な交通フローを実現す
ることで直接的に達成される。車両がスムーズに動くことで、
不必要なアイドリング時間が減少し、その結果、燃料消費
と排出ガスが削減される。安全性の向上においては、セン
サネットワークとAI分析を用いて、異常な運転パターンや交
通障害を早期に検出する。また、エッジコンピューティングを
活用してリアルタイムでの反応と対処が可能となる。これによ
り、交通事故のリスクが大幅に低減される。
以上の技術目標は、都市だけでなく地方においてもその

効果を発揮することが期待される。特に、都市と地方の経
済格差や人口密度の不均衡に起因する交通の問題も、これ
らの技術によって解消される可能性が高いと考えられる。

2023年現在は、5G通信インフラの普及と連携した初期
段階の ITSの展開が予想される。技術進捗として、低遅延
のセンサネットワークと初期 AIアルゴリズムが実装されること
が予想され、主要道路での試験運用が行われる可能性が
高い。また、初めてのスマート信号機や情報提供システム
が運用を開始すると期待される。

2025年の展望では、6G通信の開始とより高度なAIア
ルゴリズムの導入が予想される。リアルタイムでの大規模デー
タ処理が可能になることが予想され、交通フローの最適化
がさらに進む可能性が高いということを意味する。また、自
動運転車と ITSが連携することで、道路上の安全性がいっ
そう向上すると期待される。

2030年の展望においては、7Gの研究と開発が開始され
ると予想される。この時点で、既に 6Gは全国各地で一般
化すると期待される。エッジコンピューティングの基本技術が
商用環境で適用され始めると予想される。また、ITSの性能
と範囲は継続的に拡大し、より高度な交通制御が可能になる
と予想される。さらに、自動運転車と ITSが連携し、安全性
がいっそう向上することが期待される。

 2050年の展望では、7G以上の高度な通信インフラが全
国各地で普及すると予想される。具体的には、高速で安全
な通信網が都市から地方まで確立されることが期待される。
さらに、エッジコンピューティング技術が高度化し、リアルタ
イムのデータ処理と反応が可能になると予想される。このよう
な技術的基盤の確立によって、ITSは全面的に最適化され、
交通問題の根本的な解決に大きく貢献すると期待される。

課題 3．持続可能なエネルギー生産と効率的な利用
のための材料開発と熱工学的最適化（図 6）
新しいエネルギー変換材料の開発
高効率の熱電変換材料の研究

2050年に向けて、効率的で持続可能なエネルギー源へ
の転換を促進するためには、太陽光、風力、バイオマスな
どの再生可能エネルギーの変換材料の研究開発と熱工学
的最適化が必要である。特に注目されるのは「高効率の熱
電変換材料の研究」である。高効率の熱電変換材料は、熱
エネルギーを直接電気エネルギーに変換する、もしくはその
逆のプロセスを高効率で行う材料である。このような材料に
は、新しいナノテクノロジー、量子技術、および高度な材料
科学が活用される。
未利用の熱エネルギー̶例えば工場で発生する余熱や家

庭の熱エネルギー̶を有用な電気エネルギーに変換する可
能性を持っている。この変換プロセスにより、エネルギーの
再利用が可能になるため、エネルギーの無駄が削減される。
高効率の熱電変換材料の研究開発においては、最初の

ステップは実験室レベルでの材料解析とプロトタイピングであ
る。この段階では、新しい合成方法やナノ構造技術を用い
て、熱伝導率が低く、電気伝導率が高い材料を開発する。
機器やソフトウェアを使用して、これらのプロトタイプ材料の
熱電特性を詳細に解析し、どの程度効率的にエネルギー変
換ができるのかを評価する。次に、この実験データを基に、
既存の材料の改良や新たな材料の設計が行われる。具体
的には、合成過程でのパラメータ調整、表面改質、または
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特定の成分の添加などを試みることで、性能を向上させる。
この段階では、研究者と産業界との連携が強化され、より
実用的な観点からのフィードバックが得られる。その後、実
験室レベルで確認された材料特性を基に、スケールアップ
のプロセスが開始される。この段階で重要なのは、小規模
で確認された効果が大規模な生産でも維持されるかを確認
することである。この確認作業は、パイロットプラントでのテ
ストや実際の環境下での性能評価を通じて行われる。最終
的に、これらの検証作業が成功した場合、商用化に向けて
の動きが加速される。産業界と連携し、大量生産技術の開
発や市場適用性の評価が行われる。これにより、高効率の
熱電変換材料が実際のエネルギーシステムに導入され、持
続可能なエネルギー生産と効率的な利用が促進されることと
なると考えられる。
目標としているのは、熱電変換効率を大幅に向上させるこ

とにより、持続可能なエネルギー生産と利用に寄与する新材
料の開発である。これにより、産業施設や家庭で発生する
熱エネルギー、特に未利用の熱エネルギーを有用な電気エ
ネルギーに効率的に変換する。具体的には、廃熱のような
低品位熱源から、高いエネルギー変換効率で電力を生成す
る材料を作り出すことが狙いである。この目標達成のために
は、材料の内部構造を微細に制御して熱電特性を最適化
する技術、安定した高性能を持続するための耐久性向上技
術、そして環境負荷を低減するためのリサイクルや廃棄処理
に関する技術など、多角的な研究と開発が必要である。最
終的には、これらの高効率熱電変換材料を用いたエネルギー
システムが普及することで、エネルギー供給の多様性が高ま
り、持続可能なエネルギー利用がいっそう促進されることが
期待される。このような高効率の熱電変換材料は、再生可
能エネルギー源だけでなく、化石燃料を使用する既存のエネ
ルギーシステムにおいても、効率と持続可能性を向上させる

エネルギー産業や廃熱を多く生じる製造業などと協力し、商
用応用のためのフィージビリティスタディが行われると予想さ
れる。

2025年の展望では、プロトタイプの効率向上が一つの
大きな目標であり、これによって小規模の産業応用が可能と
なると期待される。熱電変換効率が一定レベル、例えば事
前に定義されたエネルギー変換率や安定性などに達すると、
次に小規模な産業応用での実証試験が始まる。ここでは、
特定の産業シーン、例えば廃熱を大量に発生する工場やエ
ネルギー生産施設での熱電変換材料の有用性と効率性の
検証が行われると考えられる。

2030年の展望では、商用化に向けたスケールアップと産
業での適用範囲の拡大が主な目標となると予想される。熱電
変換の効率は、研究と実用化の連携によってさらに向上し、
これに伴いコスト効率も改善する見込みである。具体的には、
材料コストと製造プロセスの効率化を通じて、単位エネルギー
当たりの変換コストが下がると予想される。成功例が出始め
ると、その影響力は他の産業や市場にも広がり、更なる商用
化の道が開かれる可能性が高い。さらに、環境影響評価と
リサイクル戦略が確立されると考えられる。持続可能なエネ
ルギー利用が主眼の一つであるこの技術が、そのライフサイ
クル全体で持続可能であることを証明するためには、環境ア
セスメントとリサイクルに関する明確な方針が不可欠である。
これにより、技術が社会や環境に与える影響が最小限に抑
えられ、より広範な産業での適用が進むと期待される。

2050年の展望では、熱電変換の効率が極めて高い持
続可能な材料の全面的な商用化が達成されると考えられる。
一般家庭においても、この高効率の熱電変換技術が普及し、
日常生活におけるエネルギー利用の効率化が進む見込みで
ある。具体的には、家庭で発生する未利用の熱エネルギー、
例えば調理や暖房から生じる余熱などを電気エネルギーに

図 6　課題 3「持続可能なエネルギー生産と効率的な利用のための材料開発と熱工学的最適化」のための技術ロー
ドマップ（図中のアイコンは Open AIのイメージ生成ソフトDALL・E3 により生成）

手段として非常に有用であ
ると考えられる。

2023年現在において
は、初のプロトタイプの開
発とテストが行われること
で、基礎研究から応用段
階への移行が始まる予定で
ある。この年には、ナノ構
造と材料合成に関する基礎
研究が完了し、その成果を
活用して最初のプロトタイプ
が製造されると考えられる。
このプロトタイプは、熱電
変換の効率と安定性を検
証するための実験的な試験
に供される。具体的には、
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変換するデバイスが一般的になると考えられる。さらに、エ
ネルギー供給の多様性が大幅に向上し、持続可能なエネル
ギー利用が促進されることが考えられる。従来のエネルギー
供給に依存することなく、熱電変換技術を利用して、地域
や家庭レベルでのエネルギー自給が可能となると期待され
る。産業界でも、生産プロセスから発生する余熱を有効に
利用することで、エネルギー効率が向上すると予想される。
熱工学的最適化とエネルギー効率
高効率の熱交換器
エネルギーの効率化のためには、エネルギー生産・消費

プロセスの最適化により、余剰エネルギーのロスを最小限に
抑えるための研究が必要である。高効率の熱交換器は、流
体間での熱エネルギーの効率的な移動を促進するために設
計された装置である。この技術は先進の材料科学、流体力
学、そして熱力学的設計手法を用いて、最小のエネルギー
ロスと最大の熱転送効率を追求する。
高効率の熱交換器は、例えば製造プロセスで発生する高

温の廃熱を低温の流体に効率よく移動させ、エネルギーの
再利用を促進する。さらに、再生可能エネルギー源からの
エネルギー採取や、既存のエネルギー供給網との統合も容
易に行える。これにより、エネルギー供給の安定性が向上し、
持続可能なエネルギー利用が促進される。
高効率の熱交換器の開発にはいくつかの重要なステップ

が存在する。第一に、材料の選定である。最先端の研究
に基づき、高熱伝導率と耐熱性を兼ね備えた新材料を開発
または選定する必要がある。これによって、装置全体の性
能を向上させ、長期的な耐久性も確保する。次に、設計の
最適化が必要である。具体的には、CFD（Computational 

Fluid Dynamics）や熱シミュレーションツールを用いて、流体
の流れと熱輸送を最適化する。このステップで、熱交換器
の全体設計が効率的に行え、必要な熱伝達率を確保でき
る。エネルギー回収も重要なポイントである。冷却や加熱
プロセスから発生する余剰熱を効率よく回収し、再利用で
きるようにするためには、専用の回収システムを組み込む必
要がある。これにより、全体的なエネルギー効率が向上し、
環境負荷の低減が期待できる。最後に、可搬性とスケーラ
ビリティの確保が求められる。装置の小型化とモジュール化
を行い、多様な規模や用途に適応できるようにする。このよ
うにして、一つの熱交換器がさまざまな場面で応用可能に
なると考えられる。

2050年までに目指す技術的な成果は、高効率の熱交換
器が広範な産業と個 の々生活に普及し、持続可能なエネル
ギー生産と効率的なエネルギー利用の土台を形成すること
である。具体的には、この高効率の熱交換器によって産業
界全体でのエネルギー効率が顕著に向上することが期待さ
れる。これにより、温室ガス排出量が削減されるとともに、リ
サイクル可能なエネルギーシステムの実現に繋がると考えら

れ、熱交換器の性能向上は、工場やエネルギー生産施設、
さらには一般家庭でのエネルギー利用の効率を高めるため
の基盤技術となる。これは、余剰熱を有効に回収し再利用
することで、エネルギーの全体的な使用効率を高める手段と
なる。その結果、非効率なエネルギー使用とそれに伴う環
境負荷を大幅に削減する。この技術が成功すれば、熱工
学的最適化とエネルギー効率の向上に大いに貢献する。短
期間での効果はもちろん、長期的には持続可能なエネルギー
生産と効率的なエネルギー利用が一体となり、持続可能な
未来の構築に繋がる重要な一歩である。

2023年現在においては、熱伝導率と耐熱性のバランスが
良い新材料を発見または開発することが、このフェーズでの重
要な目標である。さらに、CFDと熱シミュレーションの初期モ
デルも同時に開発される。このモデルは、流体の流れや熱の
移動に関する仮定を試し、基礎研究の理論とプロトタイプ開発
による実際の性能が一致するか確認するためのものである。

2025年の展望では、初期プロトタイプの開発から得られ
たデータとフィードバックを基に、設計手法がさらに洗練され、
エネルギー回収機能も本格的に実装されると予想される。こ
の時点で特に注目されるのは、小規模な産業プロセスでの
実証試験である。これらの試験によって、高効率の熱交換
器が実際に熱効率を向上させ、余剰熱を有効に活用できる
かが厳密に評価される。

2030年の展望では、熱交換器の設計が一段と進化し、
装置の小型化とモジュール化が達成されると予想される。こ
の技術的進展によって、産業界全体で多様な規模や用途に
対応できる高効率の熱交換器が市場に登場することが期待
される。さらに、環境評価基準や各種の認証プロセスを通
過することで、その採用範囲は拡大し、特にエネルギー集
約型の産業での需要が高まると見られる。

2050年の展望では、高効率の熱交換器が多種多様な
産業領域や環境に広く普及することが予想される。その結
果、持続可能なエネルギー生産と効率的なエネルギー利用
において新たな基準が確立されることが期待される。この時
期には、リサイクル可能なエネルギーシステムの構築が進み、
熱交換器の役割が持続可能な未来に向けての重要な貢献と
して明確に認識されると考えられる。
リアルタイムエネルギーモニタリングと制御
センサネットワーク技術
エネルギー生産と消費の過程をリアルタイムで監視し、そ

れに基づいて適切な制御と管理を実現するためには、制御
および情報処理技術の研究開発が必要である。「センサネッ
トワーク技術」は、多数のセンサノードを物理的に分散させ
て配置し、これらのノードが無線または有線の通信手段で
連携を取りながら、環境データをリアルタイムで収集、伝送、
処理できるシステムである。具体的には、温度、湿度、流
速、圧力といった環境パラメータをモニタリングし、それらの

20
24

, V
o

l.1
27

 /
 N

o
.12

62
_J

an
.

30



データを中央データセンターやエッジコンピューティングノード
に送信する。送信されたデータは高度なアルゴリズムで解析
され、エネルギーの生産と消費の最適化につながるアクショ
ンが自動的または半自動的に行われる。この技術の最大の
特長は、エネルギーの生産から消費、そしてリサイクルに至
る全プロセスにおいて、リアルタイムでの情報収集と制御が
可能な点である。これにより、エネルギーの無駄遣いを大
幅に削減し、システム全体の効率を高めることが可能である
（29）（30）。2050年に持続可能なエネルギー生産と効率的な
エネルギー利用を目指すには、エネルギーのフローと使用状
況をリアルタイムで精密に監視する必要がある。これにより、
エネルギーの生産過剰や消費の無駄を即座に検出し、適切
な調整や制御を行うことが可能となる。リアルタイムエネル
ギーモニタリングと制御は、瞬間的なエネルギー需給の変動
に対応するため、かつ、エネルギー効率を最大限に高める
ことを目的としている。例えば、不必要なエネルギー消費を
防ぐため、空調や照明の調整、産業用機械の最適運転など、
多様な用途で即時にデータを収集し、分析する。この過程
でセンサネットワーク技術が不可欠であり、多くのセンサか
ら得られるデータを瞬時に処理し、適切なアクションを自動
的に判断する能力がこの技術には備わっている。その結果、
エネルギーの無駄遣いを大幅に削減し、持続可能なエネル
ギー利用が実現できるとともに、全体のシステム効率が向上
するである。
センサネットワーク技術の開発においては、まずエネル

ギー生産設備や消費箇所に多数のセンサを配置する。これ
らのセンサは無線または有線のネットワークで連携し、デー
タを一元的に収集するシステムを構築する。センサの種類
や配置位置は、目的や必要性に応じて選定され、最も効
率的なデータ収集が可能な環境を整える。次に、収集され
たデータはクラウドやエッジコンピューティングリソースで即
座に解析される。この解析プロセスでは、エネルギーの流
れや使用状況を評価し、無駄なエネルギー消費や供給過
多を検出する。この段階で高度な機械学習アルゴリズムや
統計的手法が用いられ、より精緻な制御が可能となる。解
析結果に基づき、エネルギー供給または消費の調整を行う
アルゴリズムが実装される。このアルゴリズムは、さまざま
なエネルギー需要に対応できるように設計され、自動で供
給量を増減するか、消費箇所での使用量を調整する。ここ
で重要なのは、アルゴリズムがリアルタイムで運用されるこ
とである。最後に、人間とのインタラクションも考慮される。
エネルギー使用状況や解析結果は、専用のダッシュボード
やアプリケーションを通じて操作者に通知される。これによ
り、必要に応じて手動で調整が可能となり、システムの柔
軟性と適応能力が向上すると考えられる。このように、セン
サネットワーク技術は持続可能なエネルギー管理に不可欠
なツールとなり、効率的なエネルギー利用を促進する。

センサネットワーク技術が目指しているのは、エネルギー
の生産から消費に至るまでのプロセスにおいて、最高レベ
ルの効率性と持続可能性を確保することである。この目標
の達成は、緻密なデータ収集と解析、そして適切な制御
手法の組合わせによって可能となる。特に重視されるのは、
エネルギー消費の透明性を向上させることである。透明性
が確保されると、エネルギーの使われ方や供給量が明確
になり、それによって迅速かつ精確な意思決定が可能とな
る。さらに、この技術の進展によって、温室ガス排出量の
削減も大幅に進展する見込みである。具体的には、リアル
タイムでのデータ解析と制御によって、不必要なエネルギー
消費や供給を即座に修正することができる。この機能の実
現により、エネルギー供給と消費が極めて効率的に行われ
ることが可能となり、持続可能なエネルギーシステム構築へ
の貢献が期待される。

2023年現在においては、エネルギー生産設備や消費箇
所に配置するためのセンサの初期バージョンが開発され、セ
ンサネットワークと連携するプロトタイプが完成されると考えら
れる。また、エッジコンピューティングのリソースも同時に開
発され、初期のテストが行われると予想される。マイルストー
ンとしては、初のエネルギー生産・消費モニタリングシステム
が稼働を開始すると考えられる。これにより、エネルギーの
生産から消費までのプロセスがリアルタイムで監視され、そ
のデータが集められるようになると予想される。

2025年の展望では、データ解析アルゴリズムが高度化さ
れるとともに、自動制御手法が実装される。これにより、エ
ネルギーの供給と消費がより効率的に調整される。また、人
間とのインタラクション機能も向上し、オペレータがシステム
の状況をより容易に把握し、必要に応じて手動で調整できる
ようになると考えられる。この段階では、中規模なエネルギー
生産・消費環境での有効性を実証することである。マイルス
トーンとしては、エネルギー消費効率が向上することが期待
される。この成果は、センサネットワーク技術の持つポテンシャ
ルを具体的に示すものとなり、さらなる投資と研究への道を
開くと期待される。

2030年の展望では、クラウドとエッジコンピューティング
が統合された解析プラットフォームが完成すると予想される。
このプラットフォームは、データの収集から解析、制御まで
を一元的に管理することが可能となり、それによりエネルギー
の生産と消費がさらに効率的に行われると考えられる。さら
に、高度な自動制御アルゴリズムとAIが導入されることで、
エネルギー管理が精緻かつ自動化されると期待される。この
広範な導入により、エネルギーの効率化が業界全体で進展
すると期待される。マイルストーンとしては、温室ガス排出
量が 20%以上に削減されると期待される。この削減は気
候変動対策における重要な進展を意味しており、センサネッ
トワーク技術が持続可能なエネルギーシステムにおける不可
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欠な要素であることを示す。さらに、センサネットワーク技術
が業界標準となると期待される。

2050年の展望では、完全自動化されたエネルギー管理
と最適化システムが構築されると予想される。このシステム
は、人間の介在が極めて少ない、あるいは不要なレベルに
進化すると期待される。高度な人工知能と自動制御アルゴリ
ズムが極限まで洗練され、エネルギーの生産から消費に至
るまでの全プロセスがリアルタイムで監視され、瞬時に調整
が行われるであろう。目標としては、世界規模での持続可
能なエネルギー管理の実現が掲げられる。この時点で、セ
ンサネットワーク技術が多数の国と業界で採用され、エネル
ギーの効率的な管理と利用が全球的に展開されると期待さ
れる。マイルストーンとしては、グローバルでの温室ガス排
出量が 50%削減されると予想される。この大幅な削減は、
気候変動の軽減に大きく寄与し、持続可能な未来への実現
に向けた重要な一歩と考えられる。さらに、エネルギーの生
産と消費が最も効率的で持続可能な方法で行われるように
なると期待される。これにより、エネルギーの無駄が極力排
除され、持続可能なエネルギーシステムの世界的な確立が
見込まれる。
技術革新と持続可能なエネルギーシステム構築
低炭素技術の開発
「低炭素技術の開発」は、燃料セルを用いた電力生成、
太陽光を直接電力に変換するフォトボルタイックセル、風エ
ネルギーを機械的動力に変換する風力タービン、空気や水
の温度を効率よく制御する熱ポンプ、および産業プロセスや
暖房・冷房で失われる熱エネルギーを回収・再利用する熱
回収システム、燃料電池の利用を中心とした水素エネルギー
の革新的利用技術（29）～（31）などを含む多様な技術群を対象
としている。この活動は、高性能な電解質や触媒の開発を
中心とする材料科学、エネルギー転送メカニズムの最適化
に寄与する熱工学、電力の効率的な制御と分配を可能にす
る電子工学、および水素の安全な貯蔵と効率的な利用に不
可欠な構造安全性評価技術と信頼性工学といった、複数の
専門分野が連携し、相互に影響を及ぼしながら進行する必
要がある。この総合的なアプローチは、炭素排出を最小限
に抑えることを基本とし、長期的には炭素中立なエネルギー
システムの全面的な構築を目指すものである。
この技術が必要な理由は、2050年を目指す持続可能な
エネルギーシステムにおいて、低炭素技術は気候変動対策
と資源効率の向上の両方を実現するための鍵であると考え
られる。具体的に言えば、石油や石炭などの化石燃料に大
きく依存している現行のエネルギーシステムは、大量の二酸
化炭素排出を通じて地球温暖化を加速させている。このよう
な気候変動は、極端な気象、海面上昇、生態系の崩壊など、
多くの深刻な問題を引き起こし、人類の生存基盤自体を脅
かす可能性がある。低炭素技術の導入と普及は、これらの

環境および社会的問題の緩和を目指す重要な手段である。
また、資源が有限である中で、エネルギー需求が世界中で
増加している現状において、エネルギーの効率的な利用は
極めて重要である。低炭素技術は、エネルギーを生成、蓄
積、輸送、使用する各段階で効率を高め、エネルギーの
浪費を削減するための有効な手段であり、持続可能なエネ
ルギーシステムの実現には欠かせない要素である。以上のよ
うな背景から、低炭素技術は 2050年に向けた持続可能な
エネルギー戦略の中心的な要素であり、その開発と実装は
緊急性を持って推進されるべきである。
低炭素技術の実現には複数の手段が必要で、それぞれが

相互に関連している。まず、新材料の研究開発によって、高
効率・低炭素のエネルギー変換と蓄積が可能な基盤を築く。
この研究は、次世代の燃料セルや高効率太陽電池の開発に
直結しており、基礎研究から応用に至るまでの一貫したプロ
セスが求められる。燃焼しても大気中のCO2を増やさないカー
ボンリサイクル燃料の開発（32）は、既存インフラを活用できる強
みがあり、発電や船舶用途としてのアンモニア燃料を利用し
た脱炭素化技術（33）の開発も必要である。次に、熱工学的最
適化によって、エネルギー変換プロセスそのものの効率を向
上させる。これには、現在のエネルギー変換技術のボトルネッ
クを特定し、数値シミュレーションや実験によってその解決策
を探る活動が含まれる。例えば、熱ポンプや熱回収システム
を使って廃熱を有効に再利用するなど、熱のムダを削減する。
エネルギー変換過程中の状態をモニタし、適切な制御で変換
効率を高める工夫も必要となる。さらに、システムインテグレー
ションによって、複数の低炭素技術を一つの統合されたシス
テムとして動作させる。これにより、各技術が単独で達成でき
る以上の効率と信頼性を確保することができる。具体的には、
太陽光発電と風力発電を一つのエネルギーマネジメントシステ
ムでコントロールすることで、エネルギー供給の安定性を高め
るような取組みが考えられる。最後に、データ解析と人工知
能を活用することで、エネルギー使用のパターンを詳細に解
析し、システムの最適な制御と維持を行う。これは、大量の
センサデータやユーザ行動データを基に、エネルギー供給と
需要のバランスをリアルタイムで最適化するものであり、結果
として全体のエネルギー効率を大幅に向上させる可能性があ
る。また、自動車や航空機を中心とした従来の化石燃料の使
用をベースとする輸送機器のエネルギー環境に対し、燃料電
池を活用した水素エネルギーの導入を促進することによって輸
送機器運用時の二酸化炭素排出量を大幅に削減することが
可能となる。
以上のような手段を組み合わせることで、低炭素技術は多

角的に進化し、その普及と実用化が加速されると考えられる。
最終的に目指しているのは、持続可能なエネルギー生産

と効率的なエネルギー使用が統合された、全面的なシステ
ム構築を達成することである。具体的には、2050年までに
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は全世界で温室ガス排出量を半減させるとともに、再生可
能エネルギーの使用率を極めて高い水準にまで引き上げるこ
とが期待される。これには、太陽光発電、風力発電、およ
びその他の再生可能エネルギー源による電力生成、高効率
のエネルギー変換技術、そしてスマートグリッドを含むエネ
ルギー配分技術が一体となって動作する必要がある。さら
に、このシステムは単にエネルギー供給と消費を効率化する
だけではなく、地域社会や産業の持続可能性への寄与も意
図して設計されるべきである。具体的には、分散型エネル
ギーシステムの採用により、エネルギーの地産地消が促進さ
れることで、地域社会のエネルギーセキュリティが向上する
と予想される。また、エネルギーの高効率化と低炭素化は、
製造業などの産業においてもオペレーションコストを削減する
可能性があり、経済発展をさらに促進する可能性がある。
このような持続可能なエネルギーシステムの構築により、
気候変動の緩和だけでなく、エネルギーセキュリティの向上
と社会経済の持続可能な発展に寄与する、複合的な目標
達成が期待される。

2023年、燃料セル技術では、新たに開発されている触
媒により、エネルギー変換効率が現在の水準よりも10%向
上する可能性がある。一方、太陽光発電では、新しい設計
と材料により設置コストを 20%削減する研究が進んでいる。
これにより太陽光発電システムのさらなる普及が促されること
が期待される。試験運用が始まる小規模な太陽光発電シス
テムでは、初期データに基づき期待される効果の確認が見
込まれている。

2025年頃の展望では、高効率風力タービンのプロトタイ
プが開発され、既存の風力タービンよりも効率的なエネル
ギー生成が可能になることが期待される。これにより、風力
発電がコスト効果的な選択肢となる可能性がある。一方、
熱ポンプにおいても同様にエネルギー効率の大幅な向上が
目標とされている。新しい熱ポンプの設計が市場に導入さ
れることにより、エネルギーコストの削減だけでなく、その運
用から生じる炭素排出量も減少すると期待される。2025年
は風力発電と熱ポンプのエネルギー効率を大幅に向上させ
る新技術が登場する年となり、これにより持続可能なエネル
ギーの拡大と環境への負荷削減が一段と進むと期待される。
さらには 2025年度までに国内に水素ステーションが 320箇
所程度設置される予定であり、水素燃料電池自動車（FECV）

の普及台数を 20万台に伸ばすことが目標である。
2030年頃の展望では、複数のエネルギー源を効率的

に統合するシステムインテグレーション技術が進展すると予
想される。複数の低炭素技術が統合された実証プロジェク
トが開始されることが、この目標達成への重要なマイルス
トーンとなると考えられる。また、AIを活用したエネルギー
管理システムが商用化され、これにより家庭や産業でのエ
ネルギー利用が大幅に効率化されると期待される。同時に

2030年には水素ステーション事業の自立化を目指し、900

基程度の水素ステーション網の充実とそれに対応した水素
供給能力の拡充を図り、FECVを 80万台にまで普及させ
る計画である。

2050年頃までの展望においては、炭素捕捉・利用・貯蔵
（CCUS）技術の商用化が気候変動対策において革新的な突
破口となると予想される。具体的な目標としては、世界の温
室ガス排出量を 50%削減することが挙げられる。また、水
素エネルギー利用技術に関しては、CCS（CCUS）や国内外
の再生エネルギー利用技術のとの組み合わせによってCO2

フリーの水素製造・輸送・貯蔵技術が実現される見込みであ
る。こちらの目標は、再生可能エネルギーの使用率を 80%

以上にすることで、これにより化石燃料の使用が大幅に減
少すると期待される。

2050年はCCUS技術と次世代の再生可能エネルギー技
術が成功裏に導入と普及を果たすことで、温室ガス排出量
の大幅な削減と再生可能エネルギーの普及率向上が可能
になると予想される。これらが現実となれば、気候変動の軽
減だけでなく、エネルギーセキュリティと経済発展も大いに支
えられると期待される。

おわりに
『人間と自然、都市と地方、個人とコミュニティが長く共存さ
れる社会』
本稿では「人間と自然、都市と地方、個人とコミュニティ

の持続可能な共存を目指す社会の構築をテーマに掲げ、そ
の実現に向けた議論を展開した。このテーマに資する多様
な部門の専門家による綿密な協議がワークショップ形式で行
われ、2050年に向けて実現すべき理想的な社会像および
必要な技術ロードマップが策定された。実現に向けての具
体的方策を探るために、異なる分野の知見が統合され、新
たな技術領域の創出が図られた。社会像に照らし合わせた
望ましい将来を三つの主要カテゴリーに分類し、それに伴う
包括的な課題をさらに深堀して詳細化した。その上で、本
会メンバーによる主導的な技術開発の方向性を特定し、12

の技術領域にわたる具体的な議論を進行した。これらの技
術項目に対し、2023年を起点として、2025年の短期目標
から、2030年および 2050年の中長期展望に至るまでの技
術進化に関する見通しを描き、達成への目標とマイルストー
ンを具体化した。本取組みが、持続可能な社会を目指す一
助となることを願っている。
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JSMEメンバーが考える2050年の社会像実現に向けた技術ロードマップ

社会像 2．多様性と包摂性が確保された
次世代コミュニティによる総合地域社会

はじめに
日本機械学会メンバーが実現させたい 2050年の社会像の
説明
日本機械学会は、2021年から 2023年にかけて、メンバー
たちが描く理想的な 2050年の社会像についての議論を展
開してきた。ここからは、社会像 2.『多様性と包摂性が確保
された次世代コミュニティによる総合地域社会』のテーマに焦
点を当てていく。このテーマに関しては、日本機械学会内の
22部門のうち、該当テーマに関連する7部門の代表者で構
成されたチームが綿密な議論を進めてきた。これらの部門
は、交通・物流部門、機械力学・計測制御部門、流体工
学部門、機素潤滑設計部門、機械材料・材料加工部門、
技術と社会部門、スポーツ工学・ヒューマンダイナミクス部門
である。各専門領域の深い知見を積極的に取り入れ、新し
い技術分野の創出を目指して議論が進行された。
このテーマは、以下の三つの観点から検討されている。
観点①：この未来都市では、人 の々つながりや価値観が

尊重され、社会的な格差が縮小。都市の境界を越えて人々
が繋がり、社会の均衡が生まれている。
観点②：この社会の中心には、革新的な技術が位置づけ

られている。人々の感情や感覚を共有するシステムや、遠
隔での体験共有が一般的となっている。
観点③：革新的な技術は、生活の質の向上はもちろん、

医療や創造性の領域でも大きな進展をもたらしている。個人
の経験や価値が尊重され、協力的な社会の実現に貢献して
いる。

2050年社会像実現のための課題の抽出
観点①での社会像を実現するための主要課題と関連課

題をキーワードやワークショップにより抽出された。アンケート
調査を行い、図 2に示すように、主要な課題と関連課題を
明確にした。「共生的なつながりとリソースの共有に基づく社
会の構築」が包括的な課題として特定された。この包括的
な課題を解決する技術を特定する過程で、課題は再分解さ
れ、表 1に示すように、4つに分解された課題と、それぞ
れの課題の詳細な定義が示された。

表 1　課題「共生的なつながりとリソースの共有に基づく社会の構築」の分解

図 1　主課題と関連課題

観点②での社会像実現に関する課題も同様に、キーワー
ドやワークショップを通じて抽出された。アンケート調査を行
い、図 2に示すように、主要な課題と関連課題を明確にした。
その結果、「高度情報化・クラウド社会を支える人間と機械の
協働」が包括的な課題として特定された。次に、この課題を
技術的に分解すると、表 2に示す二つの具体的な課題が
明らかになった。

分解課題 定義

多様性と共有の促進

ヒト同士のつながりの多様性と価値観
の共有を促進することで、社会全体
の調和を実現する必要がある。異なる
バックグラウンドや文化を持つ人々が
交流し、相互理解や共感を深める場
を創出することが重要である。

地方格差と貧富の
格差の低減

地方格差や貧富の格差を低減すること
で、社会の均衡を実現する。経済的
な機会均等の追求や、地域間の連携・
協力を促進することで、地方の発展や
貧困の軽減を図ることが必要である。

選択的なつながりと
心理的な絆の実現

ヒトの感覚や心理的なつながりを考慮
しながら、選択的なつながりや協力関
係を促進。個人の好みや興味に基づ
いて、人々が自発的につながり、信頼
関係や協働を築くことが求められる。

財の提供と共有
経済の推進

財の消費から財の提供へのシフトを促
進し、共有経済の仕組みを推進する。
人々が持つリソースやスキルを共有し、
互いに貢献しながら社会的価値を創
出することで、持続可能な社会を実現
する。
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表 2　課題「高度情報化・クラウド社会を支える人間と機械の協働」の分解

表 3　課題「革新的な技術による医療と創造性の効率化の実現」の分解

図 2　主課題と関連課題

図 3　主課題と関連課題

観点③でも、観点①②と同様に、キーワードやワークショッ
プを通じて課題が抽出された。また、図 3に示すように、
アンケート調査により主要な課題と関連課題を明確にした。
その結果、「革新的な技術による医療と創造性の効率化の実
現」が包括的な課題として特定された。そして、この課題を
技術的に分解すると、表 3に示す三つの具体的な課題が
明らかになった。

最終的に、『多様性と包摂性が確保された次世代コミュニ
ティによる総合地域社会』のテーマに関して、三つの社会像
に分けて課題を抽出した。それぞれの社会像における包括
的な課題は、「共生的なつながりとリソースの共有に基づく社
会の構築」、「高度情報化・クラウド社会を支える人間と機械
の協働」、「革新的な技術による医療と創造性の効率化の実
現」が得られた。

課題 1．共生的なつながりとリソースの共有に基づく
社会の構築（図 4）
多様性と共有の促進
データ分析とAIを活用した個人のニーズや関心の理解
社会全体の調和を実現するためには、人 の々つながりの

多様性と価値観の共有を進めることが求められる。そのため
に必要な技術として焦点を当てたいのが「データ分析とAIを
活用した個人のニーズや関心の理解」についてである。デー
タ分析とAIの活用による個人の要望や興味の理解は、ビジ
ネスの成功を目指す上での不可欠な要素として認識されて
いる。消費者は独特の要望や興味を持っており、正確な要
望や興味の把握により、効率的にリソースを提供することが
可能となる。市場の動向に迅速に対応し、変わりゆく消費
者の要求を予測することで、競合他社に先駆ける取組みが
可能となる。
データ分析とAIを活用した要望や興味の理解を実現す

るためには、IoTデバイス、モバイルアプリ、ウェブ閲覧、
SNSなどからのデータをまず収集することから始める。続い
て、統計的手法や機械学習アルゴリズムを用いて、収集デー
タからの有益な情報やパターンを洗い出すためのデータ分析
を行う。これらの情報をもとにAIを使用して、個人の将来
の要望や興味の予測を行うモデルを作成する。作成された
予測モデルを利用して、実際のデータとの照合を行い、モ
デルの精度を上げるためのフィードバックループを構築する。

2023年現在、さまざまなデータの収集や統合、オープン
ソースの AIモデルを利用した分析ツールの実装が進行中
である。分析の基盤となるデータの確保やデータの相互関
係の明確化、そしてオープンソースの AIモデルの選定とト
レーニングに関する研究開発が全世界的に進められている。

2025年を展望すると、個人のニーズや関心を対象とした
リアルタイムトラッキングシステムの開発と、プライバシーを強
化したデータ共有プラットフォームの導入が予定されている
（1）。個人の行動や動向をリアルタイムで捉え、その情報を

分解課題 定義

パーソナライズされた健康管理と
創造性の促進

薄膜生体センサを活用した個々の健
康情報の収集と分析により、高齢化
社会や健康社会をサポートする。さら
に、音環境・医療・福祉などでパーソ
ナライズされた価値と空間の提供によ
り、個人の創造性を促進する。

医療用人工生体膜と力学刺激による
再生医療

医療用人工生体膜の活用により、機
能低下した組織や臓器の再生を促進
する。さらに、力学刺激を利用して人
間の機能を再生・拡張し、健康と創
造性の両方を促進することが可能にな
る。

分解課題 定義

フレキシブル／ウェアラブル情報機器
の開発

高度情報化・クラウド社会において、
個々のニーズに合わせた情報機器の
開発が必要である。テーラーメイド機
構や環境適応機構を活用し、人々が
自由に情報を入手・共有・利用できる
機器の開発が必要である。

人手不足への対応

設計・保守・運用の分野において、人
手不足が深刻化する。テーラーメイド
機構や環境適応機構を活用して、機
械がより効率的に設計や保守・運用
を支援することが必要。自動化、ロボッ
ト化、AI 技術の活用などが期待され
る。

高性能人工心臓と創造的な
治療アプローチ

高性能人工心臓技術により、心臓疾
患を抱える人々の生活品質向上と創
造的な治療アプローチの実現を目指
す。安定した血液循環を確保し、創
造的な活動を支援する。
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元にしたサービスや提案が可能となることを目指し、研究開
発が進行中である（2）。これには、リアルタイムデータ収集シ
ステムの設計と実装、即時データ解析のためのアルゴリズム
開発、システムのテストと最適化が含まれる（3）。一方、プラ
イバシー保護に注力したデータ共有プラットフォームの開発
は、ユーザの信頼獲得と個人情報の安全確保を主な目的と
して進行していると予測される（4）～（6）。

2030年を展望すると、予測アルゴリズムの精度向上と、
多様性を促進するAI推奨システムの拡大が見込まれる（5）（7）

（8）。予測アルゴリズムの更なる進化は、増加するデータ量と
技術の革新を活用し、予測の正確さを向上させることを目的
として研究開発が行われる（9）。また、AI推奨システムの拡充
に関しては、個別のニーズや関心に基づいた多様な提案が
可能となるよう研究開発が進行中であると予想される（10）（11）。

2050年を展望すると、個人の本質的なニーズや関心を
完全に把握し、社会全体での共生的な関係構築が期待さ
れる。新しい技術や手法の開発、社会全体のニーズの洗練
された分析、および共生的コミュニティの形成とその拡張に
焦点を当てた研究が重要なテーマとして前進していくことが
予想される。
地方格差と貧富の格差の低減
スマート農業やスマート漁業、地域産業の振興を支援する技
術の開発
社会の均衡を実現するためには、地方格差や貧富の格

差を低減し、経済的な機会均等の追求や、地域間の連携・
協力を促進による地方の発展や貧困の軽減を図ることが必
要である。そのために必要な技術として焦点を当てたいのが
「スマート農業やスマート漁業、地域産業の振興を支援す
る技術の開発」についてである。
スマート農業や漁業において、センサテクノロジーを活用

し、土壌の湿度、温度、養分、pHや海水の温度、潮流
などのデータをリアルタイムで収集し、それらの情報に基づ
く最適な水や肥料の供給、また適切な漁場の探索が行われ
る。ドローンや衛星観測技術を利用して、大規模な農地の
監視や作物の健康状態、害虫の侵入を速やかに検出し、ま
た沖合の大規模養殖の安定を図ることが可能になると考え
られる。AIや機械学習、自動化技術の導入により、トラクター
や収穫機などの農機具の自動運転が実現し、作業効率の
向上や、短期・長期の漁場予測、養殖管理の高度化が進
む。さらに、これらのデバイスや機械はインターネットを通じ
て連携し、IoT技術のもと、最適な農業や漁業運営のサポー
トが期待される（12）（13）。
地域産業の振興に必要な技術として、デジタルマーケティ

ングを通じて地域の特産品をオンラインで宣伝し、販売ルー
トを増やすことが考えられる。eコマースプラットフォームの
導入で、地域産品のオンライン販売が推進され、新規市場
や顧客にアクセスすることが可能となる。

最新の技術や研究を適用し、地方の農業、漁業、およ
び地域産業に合わせたスマート技術の開発と導入が重要で
ある。カスタマイズされたソリューションを提供する方針が取
られる。また、教育や研修を通じて、地方の住民に新しい
技術や知識を教え、技術移転を促進する。
スマート農業や漁業技術においては、土壌センサや ICT

ブイ、ドローン、AI、グリーンテクノロジーを活用した病害管
理や自動化農機具の導入、さらに適切な漁場予測や漁獲
量管理・養殖システム管理が進められる。地域産業の振興
に関しては、地域資源を利用して新しいビジネスモデルを開
発するとともに、eコマースの導入や地域特産品のブランディ
ングとマーケティング戦略の策定が進む。また、地域のエネ
ルギー自給自足を目指して、再生可能エネルギーやエネル
ギー効率向上技術の開発が進行している。最終的に、地
域の持続可能性を高めるための循環型社会への取組みや、
廃棄物の削減を目指すリサイクル技術の導入が検討される。

2023年現在は、スマート農業や漁業を中心とした地域産
業の振興に関する技術開発が進行中である。この背景から、
土壌センサ、ドローン、ICTブイ、遠隔自動給餌システムな
どの先進技術の実験的な適用が行われ、農業や漁業の生
産性向上や収穫量の最適化に寄与することが期待されてい
る。さらに、地域産業の振興策も実施されつつあり、地域
特有のリソースを活用した初期段階のビジネスモデルの開発
が進行中である。その上で、特産品のブランド化やマーケ
ティング戦略の立案が進められており、地域ブランドの構築
と市場の拡大が目指されている。

2025年を展望すると、AIを用いた作物の病害管理や短
期漁場予測が導入されることが予想される。これにより、病
害や害虫のリスクの軽減や適切な操業計画の策定が実現さ
れ、生産性の向上が見込まれる。また、eコマースプラット
フォームによる地域産業のオンライン販売が加速され、市場
の拡大が期待される。さらに、再生可能エネルギーの試験
導入が進められ、地域エネルギーの自給自足の初動が始動
すると考えられる。

2030年を展望すると、実用段階に達し、自動化農機具
の拡大導入や AIの活用による長期漁場予測、大規模養殖
プラントの安定化などが実現すると考えられる。特産品のブ
ランド戦略やマーケティングの高度化も進行中で、地域ブラ
ンドの強化と市場の拡大が目指される。

2050年を展望すると、エネルギーにおいては、完全な自
給自足が実現し、エネルギー利用の効率が高まることが期
待される。地域産業の全体的な高度化と独自性の強化が期
待される。
選択的なつながりと心理的な絆の実現
創造性を促進するAIツールやデザイン支援システムの開発
現代の社会において、テクノロジーは私たちの日常や業務

に深く根付いている。特に、人 の々創造的な思考やデザイ
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ンの能力を引き出すツールは、心理的な絆や選択的な関係
の構築に貢献している。AIやデザイン支援システムの活用
により、個人は自らのアイデアやビジョンを容易に具体化で
き、そうした活動が自発的な共創を促す方向へと進展すると
期待される。

AIがアイデア実現のサポートを提供することで、自己表
現がしやすくなり、他者とのコミュニケーションや共同作業が
円滑に進むことが期待される。AIが個人の興味や好みを捉
え、適切なツールやサポートを提示することで、選択的な関
係の形成や深い協働の機会が増加する。デザイン支援シス
テムの発展とともに、ユーザのアイデアをリアルタイムで視覚
化するツールや、共同作業をスムーズに行うプラットフォーム
が導入される見込みである。

2023年現在、AIとデザインを統合した初の取組みとして、
クリエイターのサポートを目的とした基本ツールの提供が進
行中である（14）～（16）。その後、チーム協力を強化する基本
的なコラボレーションツールの実装が進められ、これにより、
クリエイターやデザイナーはアイデアをリアルタイムで共有し、
フィードバックや変更を容易に行えるようになると見込まれる。

2025年を展望すると、デザイン支援に関する高度なAI

モデルの採用が拡大し、その機能もさらに進化・充実すると
見込まれている。特に注目されるのは、AIが複雑なクリエイ
ティブタスクのサポートを一般的に行い、リアルタイムのコラ
ボレーションプラットフォームが導入されると考えられる。こ
れにより、クリエイター間の連携や共同作業がさらに円滑に
なると予測される。

2030年を展望すると、統合デザイン支援システムの実現
により、さまざまなツールやリソースを一括で利用できるよう
になる。さらに、AIが独自のデザインやアイデアを生成する
能力を獲得し、クリエイターやアーティストとのシームレスな
深い連携が実現されることが期待される。

2050年を展望すると、デザインプロセスがすべて仮想空
間で進行するようになることが見込まれる。ユーザは最先端
のクリエイティブツールを駆使して、自らのアイデアを制約な
く具現化することが可能となると考えられる。この時代の顕
著なマイルストーンとしては、AIが人間と同等、あるいはそ
れを上回るクリエイティブ能力を持つこと、そしてAIが真の
クリエイティブパートナーとして位置づけられることが挙げら
れる。クリエイターは物理的な制約から完全に解放され、究
極のクリエイティブ自由を享受できると考えられる。
財の提供と共有経済の推進
災害時に対応できる交通・物流技術
社会の均衡を実現するためには、共有経済のメカニズム

を強化することを提案する。人 の々持つリソースやスキルを
共有し、互いに助け合いながら社会的価値を生み出し、持
続可能な社会を目指すために、「災害時の交通・物流技術」
に焦点を当てていきたい。

2050年までに、数多くの都市や地域が自然災害や環
境変化の影響を受けると予想される。災害対応の交通・
物流技術は、共有経済の核心部分としての役割を果たし、
安全な環境で必要な物資や情報へのアクセスを保証する
必要がある。

図 4　課題 1「共生的なつながりとリソースの共有に基づく社会の構築」のための技術ロードマップ
（図中のアイコンは Open AIのイメージ生成ソフトDALL・E3 により生成）
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ドローンや自動運転技術を使用することで、被害を受けた
地域や困難な場所を避けつつ、空中や最適な地上ルートを
利用して物資を迅速に届けることができる。位置情報ネット
ワークや AI技術の進展により、災害時の物資ニーズや人の
動きを予測し、最も効果的な物流ルートや適切な避難場所・
経路を迅速に決定し、自動化・情報提供することが可能とな
る。また、リアルタイムのコミュニケーションツールを利用する
ことで、被災地と物資供給地点との情報共有や調整を効率
的に行い、救援活動を迅速かつ正確にサポートすることが
可能である（17）～（19）。
災害が発生した場合も物資の需要と供給のギャップを最

小限にし、最短時間で必要な場所に物資を届ける物流シス
テムを構築すること、そして人 の々移動を確保しながら適切
なサービスや社会インフラを維持・回復する交通システムを
構築することを目指す。

2023年現在において、ドローンを活用した初期配送の実
験が実施され、自動運転車の商業化や遠隔操作による無人
化施工重機の導入が初期段階を迎えている。また、AIによ
る災害時の迅速な対応や物流ルートの最適化、人流の予
測が進展している。この年には、商用ドローンを使用した救
援物資の配送テストが成功し、AI技術を取り入れた初の災
害時物資需要予測モデルや災害時の人流予測モデルの実
装が期待されている。

2025年の展望として、自動運転車の技術が広く普及し、
それを支える通信ネットワークの構築が進行すると予想され
る。目指すべき地点として、災害時の物資輸送・移動の時
間短縮、物流の誤りの低減、帰宅困難者や孤立地域の最
小化が挙げられる。この年の大きな成果として、完全に自
動化された物資輸送ルートが実現し、さらにAI技術による
物流ハブの最適化や個別の避難情報の提供が期待される。

2030年の展望として、大型ドローン、VTOL、無人化施
工重機が商業の現場や大型の工事現場での利用が普及す
る見込みで、AI技術と広範囲のセンサネットワークの統合に
より、物流ハブのリアルタイム管理や災害対応の効率向上
が期待される。目標としては、被災地への迅速な対応や継
続的な物資供給が掲げられる。大型ドローンや VTOLによ
る迅速な物資輸送、自律的な施工重機の普及、そして自動
化された災害対応センターの構築が予想される。

 2050年の展望において、全天候型の物流インフラが実
現し、災害時の効果的な対応が可能となる体制が築かれる
ことが予想される。最も注目されるマイルストーンとして、全
天候型の超高速トランスポートネットワークの完全実用化が
挙げられる。AIを核とした災害対応システムが人間との連
携を深めることにより、多様な災害状況に対しても十全な物
流および交通の対応が実現可能と期待される。

課題 2．高度情報化・クラウド社会を支える人間と機
械の協働（図 5）
フレキシブル／ウェアラブル情報機器の開発
高度な情報化・クラウド化社会に求められるのは、個別の

ニーズに応じた情報機器の開発である。テーラーメイド機構
や環境適応機構を用いて、人 が々情報を自由に取得・共有・
利用する機器の開発も必要とされる。
フレキシブル・ウェアラブル情報機器の開発は、個人の

ニーズに適した情報機器を供給することを目的としており、
高度な情報化・クラウド社会への対応が求められる。多様な
ニーズに応えるため、カスタマイズ可能な情報機器が求めら
れ、健康管理デバイスは、ユーザの健康状態や目標に応じ
て最適化（20）する必要がある。情報の取得や共有の容易さ、
すなわちアクセシビリティによって情報の価値が大きく変わる。
情報の取得や共有のハードルを低くすることで、情報社会
はさらに進展し、生活の質が向上する。また、5Gや 6G（21）

～（23）を活用することで、リアルタイムの大容量データ転送や
低遅延通信が可能になり、新しいサービスが登場する。
真に有用な製品やサービスは、エンドユーザのニーズや

使用状況を深く理解することが必要である。情報機器の開
発における継続的なイノベーションは、新しい技術や材料、
アルゴリズムの導入が要求される（24）～（26）。

2023年現在では、フレキシブルディスプレイの実用化、
バッテリーの小型化と長寿命化（27）（28）、さらに初期段階のウェ
アラブル AIアシスタント（29）～（31）が注目の技術となっている。
マイルストーンとして、最初の商品のローンチと、初期ユー
ザからのフィードバックの収集が挙げられる。

2025年の展望として、高度なバイオセンサ（32）の導入、
AIパーソナルアシスタントの更なる進化、そしてエネルギー
ハーベスティング技術（33）～（35）が主要技術と見られる。この
年の目標は、健康管理や生活支援を主体とするウェアラブ
ル製品の広範囲な普及を促進することが予想される。

2030年の展望では、技術のキーワードとして、量子ドット
ディスプレイ（36）、神経インターフェース（37）、セルフヒーリング
材料（38）などが挙げられる。また、神経インターフェースを利
用したウェアラブル商品の市場への導入や、生命体と情報
機器の完全な統合を持つ技術の実証が期待される。

2050年の展望として、分子レベルのコンピューティング技
術や、体内に完全に組み込むことができるウェアラブルデバ
イス、そして進化したブレイン・マシン・インターフェース（39）（40）

が主要な技術トレンドと予想される。先を見越すと、情報機
器を人体に移植する技術が確立され、人と機械が一体化す
る新しいエコシステムが形成されることが期待される。
テレメディシンや遠隔診療の技術開発
テレメディシンおよび遠隔診療は、遠隔地からの医療サー

ビス提供を可能とする技術であり、病院やクリニックに直接
足を運ばずとも適切な医療を受けられる手段となっている。
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高度情報化の時代やクラウドベースの社会においては、
地理的・時間的制約が取り除かれ、質の高い医療サービス
を平等に受けることが可能となる。特に、高齢化や過疎化
が進行する地域や医療資源が限られている地域では、遠隔
診療の重要性が増している（41）（42）。
高解像度のカメラやセンサを有するウェアラブルデバイス

の活用により、リアルタイムでの健康情報の収集や専門家と
のコミュニケーションをはじめ、診察の精度向上が期待され
る。究極の目的は、どこにいても、いつでも質の高い医療サー
ビスを受けられる社会の実現である。

2020年のコロナ禍を背景に、オンライン診療の整備が急
ピッチで進み（43）、その普及の期待が高まっている。2023年
には、高解像度のビデオ通信技術の進展（44）やウェアラブル
医療センサの初期モデル（45）の登場、そしてAIを活用した診
断サポート（46）（47）が開始されることで、遠隔地でも質の高い
医療サービスが提供される基盤（48）が築かれると考えられる。

2025年の展望として、ウェアラブル医療センサ技術のさ
らなる進化や、病状のリアルタイムモニタリングの AIアルゴ
リズム、医療スタッフとの生体情報共有のためのクラウドサー
ビスの提供が予想される。

2030年の展望では、VR/AR技術の導入（49）や神経イン
ターフェースの利用、さらには高度な自動診断 AIの登場な
ど、テレメディシンの大きな進化が期待される。この時代には、
リアルタイムの病状モニタリングや予防医療の普及、全自動
遠隔診療システムの商業化や、神経インターフェースを用い
た初の遠隔診療の実施など、医療の大きな変革が予想され
る。2050年の展望として、分子レベルでの健康モニタリング、

完璧に統合されたブレイン・マシン・インターフェース、そして
自動治療を提供するAIシステムの実現が予想される。そし
て、人体に埋め込まれる医療センサが普及し、ブレイン・マ
シン・インターフェースを使用した遠隔手術も実現されると期
待される。
人手不足への対応
ロボットによる人間機能の補助・維持・回復
ロボットによる人間の機能補助技術は、人の物理的、認
知的制約を超えて、高度な業務の効率的遂行をサポートす
ることを目指している。ロボット技術や最新のAI技術の組み
込みにより、業務の自動化と効率化、そして質の向上が可能
となる。最終的には、人とロボット、AIが協力して、質の高
いサービスを提供する社会が形成されることを期待している。

2023年現在では、簡易的な補助ロボットの実用化が進行
中で、日常の業務の効率化を目指している（50）。初期段階の
AI技術やウェアラブル技術も同時に開発されており、基本
的な健康モニタリングが実現されると予想される。

2025年の展望として、医療分野でのロボット技術や AI

の進化が進行中で、特に高齢者や障害を持つ人々の生活
支援に注目が集まっている（51）。この時期、AIを活用した介
護ロボットや医療支援ロボットの開発が進められ、それらの
技術の導入が医療現場で進行中と考えられる（52）。

2030年の展望として、AR/VR技術の組合わせによって
リハビリテーションの質を一段と向上させることが期待されて
いる。この時期の主要な目標は、身体機能の大幅な補助や
代替を実現することである。マイルストーンとしては、脳とロ
ボットの直接的なインターフェースの実現や、リアルタイムで

図 5　課題 1「高度情報化・クラウド社会を支える人間と機械の協働」のための技術ロードマップ
（図中のアイコンは Open AIのイメージ生成ソフトDALL・E3 により生成）
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の健康モニタリングと対応が可能になることが挙げられる。
2050年の展望として、完全なブレイン・マシン・インター

フェースや高度なAI技術の導入により、人の身体機能の
完全な補助・維持・回復が可能となることを目指している（53）。
ロボット技術とAIを駆使して完全に自動化された医療システ
ムを構築することが期待される。マイルストーンとしては、人
体に組み込むことができる医療ロボットの普及や、ブレイン・
マシン・インターフェースを使用した高度な医療処置の実施
が期待される。
IoT、振動・AE・画像計測技術の活用とAI技術の連動によ
る状態監視技術の向上
状態監視技術は、設備や機械、システムの動作や健康

状態をリアルタイムで監視することを目的とし、その進化によ
り、故障や異常の事前検知や、予防的な保守・修理が実
現可能となっている。IoTはこの技術進展の中核を担い、セ
ンサからのデータの収集・共有を容易に実施している。特に、
振動計測は機械の健康状態評価における基盤技術であり、
AE（Acoustic Emission）は物質の異常、例えばひび割れや
変形の音響的検出に用いられる。また、画像計測技術を採
用することで、物体の形状、表面状態、動作などを光学的
に評価することが可能となる。これらのセンサデータは非常
に大量であり、効果的な解析のためにAI技術の活用が不
可欠である。
高度情報化・クラウド社会の進展は、大量データの収集、

解析、応答が要求される一方で、特に設計、保守、運用
の分野での人手不足はこれらのプロセスの迅速・効果的な
実行を阻害している。これに対応するためのキーとなるのは、
正確な状態監視と、タイムリーな情報の取得・分析技術であ
る。IoT技術の採用により、振動・AE・画像計測技術は機
械やシステムの状態や動作を精密に捉える手段として有効
であり、これらの技術の結合によって、異常や変化の迅速
な検出が可能となる。
最終的な目標は、IoT、振動・AE・画像計測技術、そし

てAI技術の連携による先進的な状態監視技術の確立であ
る。これを実現することで、設備の故障や異常を早期に特
定し、迅速な対応措置を講じることができる。その結果として、
人手不足の問題を緩和し、効率的かつ安全な運用の実現
が期待される。

2023年現在において、技術的展望を考慮すると、IoT

デバイスの導入が初めて行われ、基本的な振動や AE計測
技術の採用が始まる（54）。この時期に、初歩的な画像解析と
シンプルなAIモデルを用いたデータ解析が実施されること
が期待される。この年の達成目標として、監視システムの構
築と運用開始、そして最初の故障予防の成果が挙げられる。

2025年の展望では、先進的なウェアラブル型 IoTデバ
イスが広まり、AE技術を活用した微細なひび割れの検出能
力が向上するとされる。さらに、3D画像解析技術の採用と、

中級 AIモデルとの統合が進むことが期待される。マイルス
トーンとして、全設備に IoTが取り入れられ、AIを活用し
た自動故障診断システムの実装が期待される（55）。

 2030年の展望では、リアルタイム画像解析の実現や、
AI連携と予測モデルの高度化が進むことが期待される。こ
の時期の主な目標は、設備の全面的な健康診断と、完全な
自動予防保守の実現であると考えられる。また、精密検出
技術の実用化と、全設備のリアルタイム監視がマイルストー
ンとして挙げられる。

2050年の展望として、IoTのネットワーク技術が最先端に
到達し、振動、AE、画像計測技術がナノレベルでの計測を
可能とすると予想される（56）。4D画像解析の導入と、AI技
術が自律的段階に進化し、完全に連携することが期待され
る。そして、自己修復能力を持つ機械の実現と、完全自律
運用を達成する設備がマイルストーンとして期待される（57）。

課題 3．革新的な技術による医療と創造性の効率化
の実現（図 6）
パーソナライズされた健康管理と創造性の促進
パーソナライズされた移動体験

2050年の医療界の進展により、各患者に特化した治療
と予防が実現されている。この進展の鍵となるのは「パーソ
ナライズされた健康管理」と「創造性の促進」だ。前者は個
人の生活習慣や遺伝的特性を基にしたカスタマイズされた
医療、後者は日常の中での創造的活動やアイデアの奨励と
して表れる。特に、「薄膜生体センサ」（58）や「ブレイン・コン
ピュータ・インターフェイス（BCI）」（59）の導入は、高齢化や健
康志向社会の支援に役立ち、それぞれの健康情報の収集・
分析を通じて、各人のニーズやリスクを基にした医療ケアや
健康管理提案が可能になると期待される。
また、「パーソナライズされた移動体験」が新たなステップと

して注目されている。ここでの「移動体験」とは、物理的な
移動だけでなく、情報やサービスへのアクセス、さらにはリ
アルとバーチャルの統合サービスを意味する。
高齢化や健康志向の社会では、「音環境、医療、福祉」

の分野でのカスタマイズされた価値提供や空間提供が考慮
される。音の環境は心の状態を作り出す上で重要で、医療
や福祉でも、個 の々ニーズや特性に合わせたケアがその人
の健康や幸福感、そして創造性を高めることが期待される。

2023年現在、基本的な移動履歴収集技術の前面的な
導入が期待されている。この技術は、ユーザの移動パター
ンを詳細に把握するためのアプリケーションやデバイスとして
重要視される。初期段階のARナビゲーションシステム（60）の
導入により、現実の風景にシンプルな情報をオーバーレイ表
示することが可能となると考えられる。この年における主要な
マイルストーンとしては、パーソナライズされた移動アプリのリ
リースや ARナビゲーションの実装および普及が予想される。
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2025年の展望として、ユーザの移動パターンを元に、AI

による最適ルート提案システムの実現が期待される。さらに、
AR・VR技術が顕著に進化し、ユーザには詳細な情報の
オーバーレイ（61）や、仮想空間での体験が提供される見込
みである。これらの技術を利用した目標として、日常の移動
をさらに最適化し、時間やエネルギーの削減が挙げられる。
マイルストーンとしては、AIとAR・VR技術の完全統合、
そしてパーソナライズされた移動体験の普及が進むことが予
想される。

2030年の展望では、自動運転車のシームレスな連携が
実現（62）することにより、移動中の健康管理や運動量の計測
など、パーソナライズされたヘルスケアの統合が可能となる
見込みである。マイルストーンとして、自動運転車の大規模
普及や、健康や運動量を考慮した移動推薦システムの導入
が期待される。

2050年の展望として、量子コンピューティングを用いた移
動最適化（63）や、BCI（64）を活用した移動体験の直感的制御
など、革新的な技術の出現が予想される。これらの技術は、
ゼロ待機時間やゼロストレスの移動体験の実現を目指し、
高いQoLをもたらすとされる。この時代の重要なマイルストー
ンとして、量子コンピューティングとBCIを完全に統合した
移動体験や、人間の脳と移動システムとのシームレスな連携
（65）の実現が予想される。
感情認識技術とエンパシックコミュニケーションの実現
感情認識技術は、人の表情（66）、声の調子（67）、生体情

報などを基に、その人の感情を正確に捉えることを目指す技

術である。この技術が進化することで、個 の々感情や気持
ちをより深く理解し、適切に反応することが期待される。一
方、エンパシックコミュニケーション（68）は、他者の感情や視
点を深く共感し、それを基にした豊かなコミュニケーションを
追求する考え方である。
高齢化が進展し、健康に対する関心が高まる現代社会に

おいて、各人が抱えるさまざまなニーズや感情に応えること
は不可欠である。薄膜生体センサを介して取得される健康
情報や生活環境データ（69）を活用し、感情認識技術でその
人の精神的状態を詳細に把握する。そして、エンパシックコ
ミュニケーションを基に、個 の々ニーズに合わせた医療、福
祉、生活環境の最適化などのパーソナライズされたサポート
を実現する。

2023年現在、基本的な表情認識アルゴリズムの開発が
進行中であり、音声のトーンやリズムの分析も初期段階に導
入される見込みである。この年の目指すところは、喜びや悲
しみ、怒り、驚きといった基本的な感情を 70%以上の正確
さで認識することである。この目標達成を目指し、初の感情
認識のプロトタイプが公開され、主要な技術会議やイベント
でのデモンストレーション（70）が予定されている。

2025年の展望では、生体センサの導入と共に感情認識
技術がさらに進化し、AIの力で感情の微細な変動を捉え、
エンパシックコミュニケーションの基本的な方法が取り入れら
れる見込みである。この年の目標は、85%の正確さで感情
の変動を捉え、エンドユーザとのエンパシックコミュニケーショ
ンを初めて実現することである。そして、多くの企業や研究

図 6　課題 3「革新的な技術による医療と創造性の効率化の実現」のための技術ロードマップ
（図中のアイコンは Open AIのイメージ生成ソフトDALL・E3 により生成）
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機関との共同作業が始まり、実用段階への最初の製品のリ
リースが予定されている。

2030年の展望として、感情認識技術は深層学習の活用
でさらなる進化（67）を遂げることが予見される。また、バーチャ
ルリアリティやオーグメンテッドリアリティを駆使したエンパシッ
クコミュニケーションも強化される見込みである。感情認識
技術は一般の家庭での使用にも適応し、主要な産業におけ
るエンパシックコミュニケーション技術の導入と実用化が進む
ことが期待される。

2050年の展望では、先進的な BCIを使用した直感的な
感情認識とコミュニケーション（71）が実現されると考えられる。
この年の究極の目標は、人間と技術の間のコミュニケーショ
ンのギャップを完全に埋め、すべてのコミュニケーションがエ
ンパシックで深い意味を持つものとなることである。この壮大
な目標を達成するための重要なステップとして、BCIと感情
認識技術の完全な統合が実現され、エンパシックコミュニケー
ションの理念が世界中で広がり、多くの人 に々受け入れられ
ることが期待される。
医療用人工生体膜と力学刺激による再生医療医療用人

工生体膜の導入は、機能が低下した組織や臓器の再生を
期待して行われる。さらに、力学刺激を活用し、人間の機
能の再生・拡張を実現し、健康と創造性を同時に促進する
ことが求められている。
身体特徴にあわせた機能の再生・訓練・サポート
身体特徴に合わせた機能の再生・訓練・サポートに向け

て、2050年までの革新的な技術展開と医療の効率化が進
められ、機能が低下した組織や臓器の再生において、医療
用人工生体膜と力学刺激の重要性が増してくることが期待
される。身体の訓練やサポートの分野では、身体能力の向
上を目的とした適切な力学刺激の導入が必要とされている。
「身体特徴に合わせた機能の再生・訓練・サポート」の実現
のためには、個別の患者の具体的な状況やニーズに応じた
カスタマイズされた治療やトレーニングが求められる。健康
な身体は、プレゼンティーズムの軽減とともに、パフォーマン
スの向上に貢献すると報告されている（72）。
機能が低下した組織や臓器の再生において、医療用人

工生体膜の利用は不可欠である。損傷した肝臓や腎臓の
機能をサポートまたは代替するために、この技術の導入が
検討されている。さらに、力学刺激により、筋肉や骨などの
組織の機能の再生や拡張が可能となり、骨折や筋肉の損傷
の際には、治療期間の短縮や効果的なリハビリテーションが
期待される。

2023年現在、個 の々身体特性や健康状態に応じた最適
な治療やリハビリテーションプランの必要性が増している（73）。
その対応として、個別化された生体センサ技術や生体膜を
模倣したバイオチップの研究と開発が進められている（74）。ま
た、VRや ARを取り入れたリハビリテーション支援機器も研

究されている（75）。
2025年の展望として、医療用の人工生体膜技術が新し

いフェーズに突入し、実用化に向けた実験が行われることが
期待される。同時に、AIを用いた力学刺激の最適化や個
別化が進展し、機能の低下やダメージを受けた組織や臓器
の再生が効果的に行われることが予想される。

2030年の展望では、生体との一体化を追求した高度な
人工生体膜の実用化が進展し、これを活用した再生医療の
導入が拡大、その効果が確認されることが期待される。さら
に、VRや ARの普及が進み、個 の々ニーズに応じたトレー
ニングのプランが策定されることが予想される。

2050年の展望としては、全身を対象とした高度な人工生
体システムの研究が進められると予想される。この中で、脳
-コンピュータインターフェースを活用した直感的なリハビリや
トレーニングも実現されることが期待される。これらの革新
的な技術導入により、人間と技術の境界はほぼなくなり、リ
ハビリやトレーニングの効果や効率が大きく向上することが
見込まれる。そして、この年には、人工生体システムを全身
に適用する実験が成功し、脳 -コンピュータインターフェース
が新たなリハビリテーションやトレーニングの標準として確立
され、一般的に認知されると期待される。
高性能人工心臓と創造的な治療アプローチ
高齢化社会／健康社会を支える薄膜生体センサ、医療用人
工生体膜、高性能人工心臓

2050年には、先進的な医療技術の時代が到来すること
が予見されている。その中心技術として、体内埋め込み型
のヘルスケアデバイスや高性能人工臓器を用いた治療法が
挙げられる。
社会が高齢化する中で、心臓疾患やその他の健康問題を

抱える高齢者の増加が見込まれる。それ以外にも健康に不
安を抱える若者を含め、全体の健康や生活の質の維持・向
上は、社会の持続性や活力を確保するために不可欠である。
「薄膜生体センサ」、「医療用人工生体膜」、および「高性
能人工心臓」の技術はこの問題の解決策として注目されてい
る。「薄膜生体センサ」は、リアルタイムでの健康状態のモ
ニタリングを可能にし、異常時の迅速な対応をサポートする。
「医療用人工生体膜」は、機能不全の組織や臓器の再生
を補助し、その性能を高める。「高性能人工心臓」は、自然
な心臓と同等、またはそれを超える性能を持ち、継続的な
血液の循環を確保し、患者の活動範囲を拡大することを目
指している。
これらの技術の組み合わせによって、疾患を持つすべて
の人 に々、高い生活品質と創造的な活動の機会を提供する
ことが 2050年に目指す健康な社会の理想として期待される。

2023年現在は、薄膜生体センサ技術が初期段階に至り、
リアルタイムで基本的な生体情報を取得する埋込型・装着
型デバイスが多数開発されている（76）。この技術の進展によ

20
24

, V
o

l.1
27

 /
 N

o
.12

62
_J

an
.

43



り、常時の健康状態監視や早期の健康問題の迅速な検出
が可能となると予想される。一方、補助人工心臓の臨床試
用も進行中である（77）。

2025年の展望では、医療用の人工生体膜に関する基礎
研究が進行中であり、基本機能を備えた試作品の開発が始
まると予想される。このセンサは、複数の指標を同時に測定
する能力を有すると考えられる。同時期に、医療用の人工
生体膜技術が実用化の方向へ進むことと、それを実際の医
療現場で使用することが期待される。その主な目的は、疾
患の早期発見と予防のための情報提供の充実である。また、
マイルストーンとして、薄膜生体センサの量産と医療用人工
生体膜の初の臨床応用が開始されると見込まれる。

2030年の展望では、薄膜生体センサ技術がさらに進化
し、統合型システムの開発が予見される。これにより、他の
医療デバイスや情報システムとの連携が強化される見込み
である。医療用の人工生体膜も、大規模な臨床応用が進
展すると考えられる。さらに、補助人工心臓の臨床データ
蓄積と高性能人工心臓のプロトタイプ開発が進行していると
予想される。この時期の主要な目標は、個人の健康管理を
集約する統合プラットフォームの構築である。また、マイルス
トーンとして、薄膜生体センサの全国展開や高性能人工心
臓の初の実験的応用が期待される。

2050年の展望では、完全統合型の薄膜生体センサシス
テムの完成が予想される。医療用の人工生体膜もさらに高
機能化が進み、全面導入が期待される。高性能人工心臓
の技術も実用段階に入り、普及が進行すると見込まれる。
この時期の主要な目標は、高齢化社会を支援し、高度な医
療ケアを実現することである。そして、マイルストーンとして、
全国的な健康管理ネットワークの構築や高性能人工心臓の
大規模な臨床応用、および成功事例の報告が期待される。

おわりに
「多様性と包摂性が確保された次世代コミュニティによる総合
地域社会」の実現の技術ロードマップ
本稿では、多様性と包摂性が確保された次世代コミュニ

ティによる総合地域を目指す社会の構築をテーマに掲げ、そ
の実現に向けた議論を展開した。このテーマに資する多様
な部門の専門家による綿密な協議がワークショップ形式で行
われ、2050年に向けて実現すべき理想的な社会像および
必要な技術ロードマップが策定された。実現に向けての具
体的方策を探るために、異なる分野の知見が統合され、新
たな技術領域の創出が図られた。社会像に照らし合わせた
望ましい将来を三つの主要カテゴリーに分類し、それに伴う
包括的な課題をさらに深堀して詳細化した。その上で、本
会メンバーによる主導的な技術開発の方向性を特定し、12

の技術領域にわたる具体的な議論を進行した。これらの技
術項目に対し、2023年を起点として、2025年の短期目標

から、2030年および 2050年の中長期展望に至るまでの技
術進化に関する見通しを描き、達成への目標とマイルストー
ンを具体化した。本取組みが、持続可能な社会を目指す一
助となることを願っている。
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JSMEメンバーが考える2050年の社会像実現に向けた技術ロードマップ

社会像 3．リアルとバーチャルの調和に基づく
個人価値尊重と社会サステナビリティの融合社会

図 1　主課題と関連課題

表 1　課題 1「次世代デジタルコミュニケーションとシステムインテグレーショ
ンのための技術革新」の分解

はじめに
日本機械学会メンバーが2050年実現させたい社会像の説明
前述の通り、日本機械学会は、2021年から 2023年に

かけて、メンバーたちが描く三つの理想的な 2050年の社
会像に関する議論を深化してきた。本稿で解説する社会像
3『リアルとバーチャルの調和に基づく個人価値尊重と社会
サステナビリティの融合社会』に関しては、日本機械学会内
の 22部門から、該当する8部門の代表者が参加して精密
な議論を進行してきた。これらの部門は、ロボティクス・メカ
トロニクス、生産加工・工作機械、情報・知能・精密機器、
設計工学・システム、計算力学、生産システム、バイオエン
ジニアリング、および宇宙工学であり、それぞれが独自の専
門知識を活かしながら新しい技術領域の開拓を進めてきた。
本テーマは以下の三つの観点から考察されている。
観点①：この社会は、リアルとバーチャルが共存しており、

対面や移動の重要性が保たれつつ、バーチャル空間での
活動も拡大している。デジタルツインや先端のハードウェア
技術が、多様な体験や表現方法を拡充している。
観点②：多様性と個人の尊重が社会の中心にあり、多様

なバックグラウンドを持つ人 が々共存する環境で、情報の共
有やプライバシー保護も確実に実施されている。
観点③：労働は楽しみながら行われるという基盤があり、

競争があってもそれが人 の々モチベーションとなり、楽しみを
求める文化が確立している。休息を取る文化、例えばサバティ
カルも導入され、生活全体でのバランスが重視されている。
以上の観点から、リアルとバーチャルの調和に基づいた

個人と社会の融合が、私たちの生活や社会に多大な影響を
与える可能性があると言える。

2050年社会像実現のための課題の抽出　
観点①では、社会像を具現化するための課題が関連キー

ワードとワークショップの結果に基づいて抽出された。初め
に明らかになった課題は規模と範囲が多様であったが、ア
ンケート調査により「バーチャル空間とリアル空間のシームレ
スな統合」が主要な課題として特定された。この課題を中心
に図 1に示す関連課題が整理され、統合された。その結果、
包括的な課題として「次世代デジタルコミュニケーションとシ
ステムインテグレーションのための技術革新」が明らかになっ
た。この包括的な課題を解決する技術を特定する過程で、

課題は再分解され、表 1に示すように、4つに分解され
た課題と、それぞれの課題の詳細な定義が示された。

分解課題 定義

バーチャル空間とリアル空間の
シームレスな統合

リアル空間とバーチャル空間の間で自
然なインタラクションが可能な人間イ
ンタフェースの開発である。また、ユー
ザーがバーチャル空間内で直感的に操
作できるような新しいインタフェース技
術の研究である。

デジタルリアルとバーチャル /
遠隔地間での感覚情報伝達手段の
改善

バーチャル空間とリアル空間の間での
感覚情報（視覚、音、触覚など）の高
度な同期と伝達技術が向上する。ま
た、リアルタイムに遠隔地の情報をバー
チャル空間に伝え、ユーザーにリアル
な体験を提供する手段の研究である。

実体を持った個体による
情報伝達と表現技術

リアルなロボットやエージェントを活用
して、バーチャル空間内の情報をリア
ル空間に反映させる技術の開発であ
る。また、実体を持った個体がバーチャ
ル空間とリアル空間の情報伝達や相
互作用に活用される方法の研究であ
る。

大規模 AIモデルを活用した
高度機械システム

デジタルツインの精度向上に AI 技術
を活用し、高度な機械システムの予
測・制御をリアルタイムで実現するため
の大規模 AI モデルの研究開発。バー
チャル空間とリアル空間のデータの連
携とリアルタイム性を向上させるAI技
術の進化である。

観点②でも、社会像を実現する課題がキーワードとワーク
ショップ結果に基づき抽出された。観点①と同様に、課題
規模の統一のためアンケートが実施され、図 2に示す主課
題と関連課題が区別された。これにより、「デジタルを活用し
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図 2　主課題と関連課題

図 3　主課題と関連課題

表 2　課題「デジタルを活用した設計開発環境・組織のマネジメント」の分解

表 3　課題「持続可能なワークライフハーモニーとパフォーマンス最適化の実
現」の分解

分解課題 定義

バーチャルヒューマンインタフェースの
進化

デジタル技術を活用した設計支援シス
テムや CAD/CAM のインタフェースを
進化させ、人間とコンピュータがシー
ムレスに連携する環境を構築。

バーチャル空間におけるセキュリティと
プライバシーの確保

デジタル化された設計データや個人情
報の共有と保護を両立させるためのセ
キュリティ対策やプライバシー保護技術
の研究が必要である。

経済合理性・人間的価値観の定量化

デジタル技術を活用して、モノづくりに
おける経済合理性と人間的価値観を
定量化し、バランスの取れた設計と製
品の開発を支援することである。

AI と倫理面の課題

AI の活用に伴う倫理的な課題を検討
し、モノづくりにおけるAI の適切な利
用と人間との共存を促進するための研
究が必要である。

分解課題 定義

経済性と人間性の統合指標

競争と楽しさのバランスを実現するた
めに、個々の仕事やプロジェクトの経
済合理性を定量化するだけでなく、従
業員の人間的価値観も考慮した定量
化手法の開発が必要。経済的な成果
だけでなく、従業員の幸福度や満足
度、ワークライフハーモニーの指標を
組み込むことで、より持続可能な組織
の運営が可能である。

個人の価値や
感情の可視化

仕事やプロジェクトの達成において、
個々の従業員の価値や感情の重要性
を可視化する技術の開発が重要。個
人の強みや特性をデータとして収集・
分析し、適切なタスクの割り当てやキャ
リアの選択に役立てることで、従業員
のモチベーションやパフォーマンスを向
上することである。

ルールチェンジャー（制約の解消技
術）の開発による新たなアプローチの
開拓

競争と楽しさのバランスを実現するた
めには、従来の働き方やビジネスモデ
ルにとらわれず、新たなアプローチや
ルールチェンジャー（制約の解消技術）
の開発が必要。柔軟な労働時間制度
の導入、自己決定権の強化、休職制
度の活用など、従業員のワークライフ
バランスを向上させるための制度やプ
ロセスを開拓することが重要である。

た設計開発環境・組織のマネジメント」という包括的な課題
が明らかになった。この課題を解決するため、再分解が必
要であり、その詳細は表 2に示されている。

以上のように、本稿では、『リアルとバーチャルの調和に基
づく個人価値尊重と社会サステナビリティの融合社会』という
テーマを掲げ、この三つの観点から区分した社会像の、課
題 1「次世代デジタルコミュニケーションとシステムインテグ
レーションのための技術革新」、課題 2「デジタルを活用し
た設計開発環境・組織のマネジメント」、課題 3「持続可能
なワークライフバランスとパフォーマンス最適化の実現」とい
う包括的な課題が抽出された。

 課題 1．次世代デジタルコミュニケーションとシステム
インテグレーションのための技術革新（図 4）
バーチャル空間とリアル空間のシームレスな統合
バーチャルリアリティ技術とユーザインタフェースの統合技術

 リアル空間とバーチャル空間をシームレスに連携させるた
めの技術の進展により、ユーザは物理的な現実空間とデジ
タルなバーチャル空間との間で、違和感なく、直感的な移
動やインタラクションが可能となる（1）（2）。特に、各年度の本
会ロボティクス・メカトロニクス講演会においては、「VR」や「触
覚・ハプティクス」、「遠隔操作」などのキーワードが急増して
おり、この領域での研究が活発になっている（3）。

2050年を視野に入れた現代社会において、デジタル技
術の進化が進む中、バーチャル空間での活動は日常生活に
おいても普及している（4）。それにもかかわらず、バーチャル
空間とリアル空間の間の技術的な障壁は依然として存在す
る。ユーザが両空間を自由に行き来し、直感的に操作でき

観点③においても、社会像を実現するための課題はキー
ワードとワークショップに基づいて特定された。課題の規模
統一のためアンケート調査が実施され、図 3に示す主課題
と関連課題が区別された。これにより、「持続可能なワークラ
イフバランスとパフォーマンス最適化の実現」という包括的な
課題が明確となった。この課題を具体的に解決する技術や
手法を明らかにするため、課題の再分解が行われ、その詳
細は表 3に記載されている。
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る環境を整えることによって、生活の質が向上するだけでな
く、新しいビジネスチャンスも生まれる可能性が高い。
このシームレスな統合を達成するためには、高度なクロスリ

アリティ技術（XR）と、人間中心のインタフェース設計が不可
欠である。具体的には、3D映像技術、センサ技術、人間
の動きや感覚を捉える技術、さらにはこれらをバーチャル空
間に反映させる技術の統合、およびこれらの技術をユーザ中
心で最適化する研究が必要とされる。
究極的な目標は、ユーザがリアル空間とバーチャル空間の

間を自然で直感的な動きで行き来できる環境を構築すること
である。これにより、生活の質の向上はもちろん、新しい形
態のコミュニケーション、学習、エンターテインメント体験といっ
た、まだ想像すらつかない新しい価値の創造が期待される。

2023年現在において、技術的な焦点は「基本的な感覚
同期技術の開発」と「3D視覚技術の最適化」に置かれる。
この年の目標は、拡張現実（XR）の体験を初期段階で洗練
し、初のシームレスな統合体験をユーザに提供することであ
る。また、この年にはさまざまなVRデバイスが市場に登場
する（5）。一般ユーザ向けのインタフェースがよりシンプルか
つ統一されると予測される。

2025年の展望では、技術的な進展はさらに加速し、「感
覚同期技術の高度化」が進行する。タクタイル（触覚）、温度
感（6）、嗅覚（7）といった多様な感覚が同期されるようになる。
さらに、「AIとの統合によるパーソナライズドインタフェース」の

実現が予想される。この段階の主要な目標は、リアルとバー
チャルの間でシームレスな遷移を可能にし、ユーザが直感
的な操作で高度なバーチャル体験を享受できるようにするこ
とである。そして、感覚同期技術が商業展開され始め、主
要企業がこの統合技術の導入と普及を推進することとなる。

2030年の展望を考慮すると、技術的な取組みは「完全
な人間中心設計の実現」と、より先進的な「ニューラルイン
ターフェースおよび脳波解析によるインタラクション」に集中
する。この段階での目標は、ユーザにバーチャル空間をリ
アル空間と同等に感じさせる体験を提供し、全感覚による
バーチャル体験を実現することである。重要なマイルストー
ンとして、2020年代前半から始まったいくつかのニューラ
ルインターフェースの試験（8）が、この時点で製品化されると
ともに、全感覚同期技術の研究と開発が活発に行われるこ
とが予測される。

2050年の展望として、技術的な取組みは「リアル空間と
バーチャル空間の完全な統合」および「脳と直接連携するイ
ンタラクション技術の普及」に焦点を当てる。この年の大きな
目標は、バーチャルとリアルの境界がない一体化した生活を
社会全体で実現し、すべての人 が々直感的にバーチャル空
間を活用できる社会を築くことである。そして、バーチャル
空間での実務、教育、日常生活が一般化し、人々の生活
の中心がバーチャル空間へと移行する可能性が高くなること
が予測される。

図 4　課題 1「次世代デジタルコミュニケーションとシステムインテグレーションのための技術革新」のための
技術ロードマップ（図中のアイコンは Open AIのイメージ生成ソフトDALL・E3 により生成）
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デジタルリアルとバーチャル /遠隔地間での感覚情報伝達手
段の改善
視覚情報の同期と伝達に関しては、遠隔地からの情報を

リアルタイムで取得し、圧縮して送信する技術が進展してい
る。具体的には、高解像度のカメラや 3Dスキャナーが対
象の視覚データの捕捉に用いられる。次世代の高速通信プ
ロトコルを通じて、これらのデータはリアルタイムでバーチャ
ル空間に送られる。そして、VRヘッドセットや ARグラスを
用いて、ユーザにリアルタイムで視覚体験を再現する。聴
覚情報の同期と伝達も同様に重要である。環境音や特定の
音声を高品質のマイクロフォンで取得し、これらの音声デー
タもリアルタイムでバーチャル空間に送信される。ユーザは、
高品質のヘッドフォンやサラウンドスピーカーによってリアル
な音響体験を得る。触覚情報も、その重要性が増している。
触覚センサを用いて物体の質感や温度を捕捉し、この情報
もリアルタイムでバーチャル空間に送信される。ハプティック
デバイスや触覚フィードバックスーツを用いて、ユーザにリア
ルな触覚体験を提供する。
視覚、聴覚、触覚が融合することで、遠隔地での完全

な感覚体験がリアルタイムで可能となる。これにより、遠隔
教育から仮想旅行、遠隔医療まで多岐にわたる分野でリア
ルな感覚体験が共有できるようになる。

2023年現在において、深層学習に基づく創造支援 AI

が主流となっている。この AIによって、デザイナーのアイデ
アが補完され、創造プロセスの速度が向上する。さらに、
AIが基本的なデザインエラーを自動で修正する機能やシン
プルなデザイン提案も行う。無言のコミュニケーションに基づ
いた初期段階のインタフェースも開発されている。この時点
での重要なマイルストーンは、主要なデザインツールとAIの
統合である。

2025年の展望では、高度な 3Dデザインの AI支援が
焦点となる。複雑なデザインタスクの半自動化が可能であり、
効率化と市場への迅速な適応が促進される。クロスプラット
フォームにおけるデザイン同期技術も進化し、異なるプラット
フォームでのデザイン作業が円滑となる。また、デザインの
トレンドを予測するAIによって、市場動向に迅速に対応す
ることが可能である。この期間のマイルストーンは、VR/AR

空間でのデザイン支援 AIの実現である。
2030年の展望を考慮すると、AIとデザイナーが共同で

創造するプロセスが普及する。新しいデザインフレームワー
クが開発され、人間が到達しえなかった創造領域が探索さ
れる。感情ベースのデザイン調整をする生体認証 AIや、継
続的に学習する自進化型デザインAIも導入される。この時
点でのマイルストーンは、個 の々ユーザの属性や好みに応じ
たデザインの自動生成である。

2050年の展望では、デザインの概念そのものが再定義
される。意識ベースのデザインインタラクションが可能となり、
AIが独自の「感性」を持つようになると予想される。量子コン
ピューティングによるデザインシミュレーションと最適化も進行
し、人間の感性とAIの計算能力が完全に融合する新たな
芸術・デザイン領域が形成されると考えられる。この時代の
象徴的なマイルストーンは、AIが独自のデザイン哲学やスタ
イルを持ち、それを人間に教える段階に至ると予想される。
実体を持った個体による情報伝達と表現技術
デジタルツインと工作機械の連携技術
デジタルツインと工作機械の連携技術は、近年、製造業

や工業分野におけるイノベーションの核となっている（9）。この
技術の核心は、現実世界の物理的オブジェクトやシステムと、
それをデジタルで模倣した「デジタルツイン」との連携にある。
この連携によって、工作機械の動作や設定のバーチャル空
間での変更は、リアルタイムで現実世界に反映される。逆に、
現実世界の動作や状態もデジタルツインに即座に反映され
る（10）。このリアルタイムな双方向の連携により、製造プロセ
スの最適化、故障予知、保守の効率化など、多様な利点
が期待されている。
デジタルツインと工作機械の連携技術の開発の第一歩

は、データの収集である。具体的には、センサやカメラを用
いて、物理的な形状、動作特性、状態変化など、対象オブジェ
クトやシステムから詳細な情報を収集する。次に、これらの
収集された情報を基にデジタルツインを構築する。バーチャ
ル空間で対象の詳細なデジタルモデルを作成することで、
現実世界のオブジェクトと同様の動作や反応を持つデジタル
ツインを実現する。完成したデジタルツインと現実世界の工
作機械を連携させる次のステップは、通信技術や高速ネット
ワークを用いて、リアルタイムで双方の状態や動作を同期さ
せることである。これにより、現実世界とバーチャル空間と
の間で一貫性が確保され、互いに影響を与え合うことが可
能になる。このリアルタイムな連携によって、シミュレーション
と実際の運用がより密接に連携され、設計段階での誤差や
不具合を早期に発見し、修正することができる。

2023年現在においては、基本的なデジタルツインの実装
と工作機械との連携技術が進行中である。この段階での主
要な目標は、バーチャル空間と物理空間との基本的な連携
を確立することである。具体的には、工作機械の動作や加
工を模倣する簡易的なデジタルツインが構築され、センサや
カメラから収集されたデータを用いてこのデジタルツインと実
機との連携が実用段階に入っている（11）（12）。

2025年の展望では、高度なデータ解析の導入、AIによ
る自動同期の達成、そして高速通信技術（5G/6G）の活用が
注目される。この年の目標は、リアルタイムでの高精度な同
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期を可能にし、運用段階に突入することである。この目標を
達成するためには、AIと高速通信技術を活用してリアルタイ
ムの同期を成功させ、産業界での実運用事例を創出するこ
とがマイルストーンとなる。

2030年の展望を考慮すると、さらに進んだ技術が導入さ
れる見込みである。具体的には、全自動化が達成され、エッ
ジコンピューティングが採用されることでデータ処理の高速
化が図られる。さらに、量子通信の可能性も探求が始まる。
この年代の目標は、事実上の即時同期と全自動操作を実現
することである。ここでのマイルストーンは、エッジコンピュー
ティングによるデータ処理の加速と、量子通信の実用化に関
する研究が始まることである。

2050年の展望では、量子通信が完全に実用化され、ホ
ログラフィックインターフェースが導入され、AIによる完全な
自律性が確立されることが期待される。この時点での目標
は、人の介在を必要としない完全自動化を実現することで
あると考えられる。この目標達成のマイルストーンとして、量
子通信による遅延のほぼ消失、ホログラフィックインターフェー
スによる直感的な操作、そしてAIによる全自律運用が挙げ
られる。
大規模 AIモデルを活用した高度機械システム
脳神経インタフェース技術とバーチャル空間内の操作技術の
統合技術

2050年に向けて、機械システムはいっそうの複雑性を増
し、高度な自動化とリアルタイム制御が不可欠となることが
予想される。そのため、単にデータを収集・分析するだけで
なく、それを即時に行動に移せるような高度なAIモデルが
不可欠である。
まず、デジタルツインの基礎研究から始め、機械学習や
深層学習の手法を用いて精度の高い予測モデルを構築する
（13）。その上で、バーチャル空間とリアル空間のデータ連携
を高度化し、リアルタイムでの高精度な制御が可能なAIア
ルゴリズムを開発する。また、脳神経インタフェース技術と
バーチャル空間内の操作技術を統合し、直感的かつ高速な
操作が可能なシステムを設計する。この技術の最終的な目
標は「人と機械がシームレスに連携する未来」である。具体
的には、脳神経インタフェース技術とバーチャル空間内の操
作技術の統合により、人間の意志や感覚を直接、高度な機
械システムに伝達することができる。これにより、より複雑な
作業でも人の介在を最小限にしながら、効率的かつ正確に
作業を遂行することが可能となる。それが、2050年に目指
す次世代のデジタルコミュニケーションとシステムインテグレー
ションの実現に繋がると考えられる。

2023年現在においては、脳神経インタフェース技術とバー
チャル空間内の操作技術の初期研究と基本的な連携が焦

点である。具体的には、非侵襲的な脳波センサとVR（仮想

現実）ヘッドセットの基本的な連携を実現し、シンプルなコマ
ンドでバーチャル空間内のオブジェクトを操作する（15）ことが
目標である。この段階でのマイルストーンは、脳波による基
本的なコマンド操作が VR空間で実行可能になることであ
る。

 2025年の展望としては、高度なデータ解析とAIの融合
により、より精密な操作を行えるシステムの開発が推進され
る見通しである。ここでの目標は、人間の意志によってバー
チャル空間内で複雑なタスクを実行できるようにすることであ
る。複数の脳領域からのデータを組み合わせて解析するこ
とで、より高度な操作が可能になる。

2030年の展望を考慮すると、完全な脳 -マシンインタ
フェースの実現と、エッジコンピューティングの導入を目指す
と予想される。この段階での目標は、実世界での機械やロ
ボットに対する制御が、脳神経インタフェースとバーチャル空
間を通じて、ほぼリアルタイムで可能となることである。マイ
ルストーンは、リアルタイムでの高度なタスク実行が可能にな
ること、そしてそれが産業界での実用事例として認知される
ことである。

2050年の展望では、完全に直感的なインタフェースとゼ
ロ遅延を目指すと予想される。この時代の技術的挑戦は、
脳とマシンが高度に統合され、人の意識や感覚レベルでマ
シンを制御できるようにすることである。このためには、量子
通信の実用化や、高度なAIモデルによる完全な自律性が
求められる。マイルストーンは、人の介在をほとんど必要と
しない完全自動化と、ほぼゼロの遅延での操作が可能とな
ることである。

課題 2．デジタルを活用した設計開発環境・組織の
マネジメント（図 5）
バーチャルヒューマンインタフェースの進化
力覚、触覚など五感を活用したリモート情報伝達技術
本技術はバーチャルヒューマンインタフェースの進化に不

可欠であり、目的は人間とコンピュータのインタラクションをよ
り直感的かつ自然なものにすることである。具体的には、設
計開発や組織マネジメントにおいて、物理的な感触や反応
をバーチャル空間で体験し、リアルな感覚情報を共有・操
作することが目標である。
現代のデジタル作業環境と人間の感覚との間にはギャッ

プが存在する。多くの設計開発や組織のマネジメントは、
視覚や聴覚に依存したデジタルインタフェースを通じて行わ
れている。しかし、人間の感覚は多様であり、触覚や力覚、
臭覚や味覚まで、多くの情報が非言語的に処理されている。
この多様な感覚情報の制限により、作業効率、決定品質、
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そしてコミュニケーションの質が低下する可能性がある。例と
して、プロトタイピングの段階で、物理的な素材の感触や重
量をリアルタイムで感じることができなければ、設計者はその
素材の適用性を完全に理解できないかもしれない。また、リ
モート作業が普及している現在では、感覚情報を共有する
ことで、チームメンバー間の理解が深まり、より効率的な協
力が可能となる。
本技術を実現するためには、多角的な研究開発が必要で

ある。初めに、人間の神経系についての基礎研究から始め、
触覚、力覚、臭覚、味覚などの感覚情報が脳にどのように
送信され、処理されるかを理解する。次に、この理解を基
にして高精度のセンサとアクチュエータのハードウェアを開発
する。このハードウェアは、感覚情報をデジタルデータに変
換するだけでなく、逆の処理も可能である。さらに、これら
のハードウェアを制御するソフトウェアを開発し、リアルタイ
ムで感覚データを処理できるようにする。AI技術も活用し、
感覚データの解析と処理を高度化する。これらの技術要素
を統合してプロトタイプを作成後、実世界でのテストを重ね、
製品化に向けた調整を行う。最終目標は、この五感を活用
したリモート情報伝達技術を、既存のデジタル設計開発環
境や組織のマネジメントシステムに統合することである。
また、この技術は、設計開発環境や組織のマネジメント
における人間とコンピュータ間のコミュニケーションを革新す
る目的を持っている。具体的には、人間の五感̶視覚、聴
覚、触覚、味覚、臭覚̶をデジタルテクノロジーで模倣また

は拡張することを最終目標としており、これによりリモートで
の情報伝達や作業がより自然で効率的に行えるようになると
考えられる。例えば、現行の設計プロセスでは設計者が視
覚や聴覚に依存したデジタルインタフェースを主に使用して
いるが、この技術の導入によっては、触覚で素材の質感を
感じたり、力覚で機械の抵抗を体験することも可能になる。
その結果、製品設計プロセスが劇的に効率化され、短期間
で高品質な製品が開発できると期待される。
組織のマネジメントにおいても、この技術はコミュニケーショ

ンの質を高める可能性がある。具体的には、リモートワーク
が普及している現代において、従業員間のコミュニケーショ
ンがテキスト、音声、画像に限られがちであるが、五感を
活用したリモート情報伝達技術を用いることで、会話のニュ
アンスや緊急性、さらには共感までを遠隔で伝達することが
可能になる（15）。これにより、作業の効率と従業員の満足度
が向上すると考えられる。

2023年現在においては、手袋型のウェアラブルデバイス
が触覚フィードバックの初期プロトタイプとして開発されてい
る。このデバイスには、皮膚に直接触れる部分に約 50個
の微細な圧力センサが配置され、物体の形状や表面質感を
リアルタイムで捉える機能を有している。この段階での目標
は、これらのセンサデータを用いて、人間の触覚や力覚を
高度に模倣するアルゴリズムを開発することである。具体的
には、硬度や温度、湿度など、多種多様な物質属性を精
確にシミュレートするコーディングが行われる。マイルストーン

図 5　課題 2 「デジタルを活用した設計開発環境・組織のマネジメント」のための技術ロードマップ
（図中のアイコンは Open AIのイメージ生成ソフトDALL・E3 により生成）
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としては、このウェアラブルデバイスを用いた実証実験で、
遠隔地の物体の形状や質感を確実に感じ取れることが確認
される。

2025年の展望としては、先進の AI技術が触覚と力覚
のウェアラブルデバイスに組み込まれるようになると予想され
る。この AIは、数百個のセンサからのデータをリアルタイム
で解析し、より繊細な触覚と力覚のフィードバックをユーザに
提供できると期待される。この段階での目標は、この高度な
フィードバックが商業や研究の現場で実用的であると証明す
ることであると考えられる。具体的には、遠隔医療における
クリニカルトライアルを行い、その結果を学術論文で発表す
ることが期待される。マイルストーンとしては、最初の商用
製品のリリースと、その有用性の実証が計画されている。

2030年の展望を考慮すると、高度なAI技術とエッジコ
ンピューティングの統合により、新たな触覚と力覚の情報伝
達システムが構築されると期待される。このシステムは、大
量のセンサデータを即座に解析し、その結果をリアルタイム
でユーザにフィードバックできる。具体的には、工場の機械
や遠隔地にいるロボットを、現地にいるかのように操作するこ
とが可能となると予想される。この段階での目標は、この先
端技術をインダストリー 4.0（第四次産業革命）において広め、
リモート操作を一般化することである。

2050年の展望では、量子コンピューティングと先進の機
械学習アルゴリズムが、触覚、力覚だけでなく視覚、聴覚、
嗅覚、味覚に至る全感覚に対応したリモートコミュニケーショ
ン技術を導入している。このシステムは、人間の五感を超高
精度でシミュレートし、リアルタイムで情報を伝達できる。例
えば、医療分野では遠隔地にいる医師が、現地での手術
と同等の感覚で操作を行うことができるようになる。目標は、
高度な自動化とリアルタイムの五感情報伝送を人の介在なし
に実現することである。
バーチャル空間におけるセキュリティとプライバシーの確保
プライバシーバイデザインの考慮とデジタルツインのプライバ
シー保護の統合技術

2050年までにデジタルを活用した設計開発環境を構築
し、組織マネジメントの課題を解決するためには、バーチャ
ル空間におけるセキュリティとプライバシーの確保が不可欠
である。そのため、設計データや個人情報の共有と保護を
高度に両立させた、新しい形のセキュリティ対策とプライバ
シー保護技術が求められる。具体的には、「プライバシーバ
イデザインの考慮」と「デジタルツインのプライバシー保護技
術」が主な焦点であると考えられる。

2050年までに普及が予測される五感リモート情報伝達技
術は、新しい形態のコミュニケーションとデータ共有を可能に
する革新的な手法である。この技術によって、例えば設計

者は、物理的なプロトタイプを作成しなくても、リモートで他
のエンジニアやステークホルダーと詳細な設計情報を共有で
きるようになる。エンジニアや管理者も同様に、高度なシミュ
レーションやテスト結果を瞬時に共有し、解析することが可
能となる。しかし、このような先進的なリモート技術が広く普
及することで、新たなセキュリティとプライバシーの課題が顕
在化する（16）。五感をフルに活用したデータ共有は、従来の
テキストやビデオ、音声情報よりもはるかに繊細かつ多面的
な情報を含む。例えば、医療分野でのリモート手術では、
患者の個人情報や生体データがリアルタイムで送受信される
ため、これらの情報が漏洩しないようにガイドラインが設けら
れている（17）。また、工業分野でのリモート操作では、企業
秘密に該当するような高度な設計データや製造プロセスが関
与する場合が多く、これらの情報が第三者に悪用されると、
企業にとって大きな損害を与えるリスクがある。さらに、エ
ンターテインメントや教育分野では、ユーザの感情や反応も
データとして収集される可能性があり、このような個人を特
定できる情報（PII）も適切に保護する必要がある。これらの
理由から、五感リモート情報伝達技術の普及とともに、それ
に対応した高度なセキュリティ対策とプライバシー保護技術
が必要である。
プライバシーバイデザインの考慮とデジタルツインのプライ
バシー保護技術は、高度なセキュリティとプライバシーの確
保を目指す上で欠かせない要素である。まず、プライバシー
バイデザインのアプローチは、技術の設計段階からセキュリ
ティとプライバシーを基本に置く方法論である（18）（19）。具体
的には、システム設計の初期段階でデータ暗号化のプロトコ
ルを定め、アクセス制御の階層を設定することが重要であ
る。また、どのユーザがいつ何をしたのかを追跡できるよう
な監査証跡を組み込むことで、不正アクセスやデータ漏洩
の際に迅速な対処と原因究明が可能となる。次に、デジタ
ルツインのプライバシー保護技術は、リアル世界のオブジェ
クトやプロセスとそのデジタルレプリゼンテーションを連携させ
る技術である。このデジタルツイン技術によって、リアルタイ
ムでのデータ収集、解析、そしてフィードバックが可能にな
る。この過程で生じるデータは極めて繊細なため、匿名化
や仮名化の技術を用いて個人を特定できない形に変換する
ことが必要である。これらの技術は、各 が々独立しているだ
けではなく、相互に連携し合ってより強固なセキュリティとプ
ライバシーの確保を可能にする。例えば、デジタルツインで
生成されたリアルタイムのデータは、プライバシーバイデザイ
ンの考慮に基づいて暗号化され、しかもそのアクセス権限は
厳格に制御されることが考えられる。

2023年現在においては、初期段階のプライバシーバイデ
ザインと基本的なデータ暗号化技術が採用される予定であ
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る。主な目標は、プライバシーを基本的なレベルで保護する
ための初期アーキテクチャとポリシーを設計し、実装すること
である。この方針は、システム全体の安全性とデータ保護を
向上させるための基盤を作るものである。年末までには最初
のプロトタイプが完成し、このプロトタイプを用いて簡単なデー
タ共有でもセキュリティとプライバシーが確保されることが期
待される。

2025年の展望としては、AI技術がシステムに組み込ま
れることで、リアルタイムでの高度なデータ解析とフィードバッ
クが可能になる。具体的には、AIが動作の異常検出やデー
タの解釈を瞬時に行い、その情報をリアルタイムでユーザや
他のシステムにフィードバックする。さらに、データの匿名化
や仮名化技術が導入されるため、ユーザの個人情報は高い
レベルで保護される。この段階の主な目標は、プライバシー
バイデザインの原則をさらに高度に統合し、商業環境での
実用に耐えうるレベルのセキュリティとプライバシー保護を確
立することである。この目標に向けて、具体的なアクションプ
ランやガイドラインが策定され、実際に製品開発に反映され
ることが期待される。2025年のマイルストーンとしては、商
用製品が市場にリリースされ、その有用性が認められること
である。特に、医療、教育、そしてインダストリー 4.0といっ
た分野で、この技術は多大な影響を与えると予測される。

2030年の展望を考慮すると、エッジコンピューティング（20）

とさらに進化したAI技術がシステムに導入される。これによ
り、リアルタイムでの高度なデータ解析が可能となると期待
される。具体的には、エッジコンピューティングの採用により
データの処理速度と反応性が大幅に向上し、高度なAIア
ルゴリズムと連携することで、精緻な動作調整や故障予測、
リアルタイムの意思決定までもが行えるようになると予想され
る。この段階での主要な目標は、インダストリー 4.0やスマー
トシティの発展を見据え、リモート操作が日常的に行える環
境を整備することである。具体的には、多様な機器やシステ
ムを遠隔で安全かつ効率的に制御できるようなインフラを構
築することが期待される。2030年のマイルストーンとしては、
自動運転車や工場のロボット、産業用ドローンなどが高度な
セキュリティとプライバシー保護のもとでリモート制御可能とな
ると予想される。例えば、自動運転車では遠隔でのエマー
ジェンシーストップが可能になると考えられる。その一方、工
場のロボットはリアルタイムでのデータ解析によって故障が即
座に察知できるようになると期待される。これらの技術進展
によって、人 の々生活はさらに便利で安全、そして効率的に
なると期待される。

2050年の展望では、量子コンピューティングと高度な機
械学習アルゴリズムが一般的に導入されることが考えられ
る。特に、量子暗号や量子通信を用いたセキュリティの強

化が実現され、既存の暗号手法を凌駕するセキュリティレベ
ルが達成されると期待される。さらに、高度な機械学習アル
ゴリズムの発展によって、音、香り、触感、味覚など五感
すべてを模倣・伝送する技術も実用化される。目標は、人
の介在を極力減らし、リアルタイムで五感情報を遠隔地に伝
送できるようにすることである。具体的には、教育現場では
リモートでも実験を行える環境が整い、医療分野では遠隔
手術が五感を通してより精密に行えるようになると期待され
る。2050年のマイルストーンとして、この技術が教育、医
療、エンターテインメント、宇宙探査といった多様な分野で
基盤技術として認識され、導入されるようになると期待され
る。例えば、宇宙探査では遠隔での地形調査や生物探索
が五感を用いて行え、教育では歴史的な場面や科学実験
を生徒が五感で “体験 ”することが可能となる。これらの
進展は、社会全体での効率と生活の質を大幅に高める。
経済合理性・人間的価値観の定量化
データ駆動型解法（深層学習、量子コンピュータ）による経済
合理性と人間的価値観の予測技術
データ駆動型解法による経済合理性と人間的価値観の予
測技術は、モノづくりの設計から製品開発、さらにはマネジ
メントに至るまでのプロセスに対し、高度な定量分析を可能
にすると考えられる。具体的には、深層学習を用いて大量
の消費者データ、製品使用状況、マーケットトレンドを解析
し、量子コンピュータを活用して複雑な計算を高速に処理す
る。この統合的なアプローチによって、経済合理性と人間
的価値観を精緻にモデル化し、未来の製品設計や組織戦
略に応用することが可能になると考えられる。
デジタル技術の急速な進化は、企業や組織に新たなチャ

レンジと機会を提供している。一方で、その進化は経済合
理性を中心に設計される傾向が強く、長期的な持続可能性
や従業員・顧客からの信頼を損ねるリスクをもたらす可能性
がある。そのため、単なる利益追求にとどまらず、「人間的
価値観」を経営に取り入れる必要が高まっている。さらに、
人間的価値観は一般に主観的であり、多くの場合、その定
量化や評価が困難である。
このような課題に対応するためには、人間的価値観と経
済合理性の双方を定量化し、それらのバランスを最適化す
る手段が必要である。深層学習や量子コンピューティング
を活用したデータ駆動型解法は、この問題に対する有効な
解決策であると考えられる。まず、データ収集の段階では、
消費者の購買履歴、オンラインでの行動パターン、製品の
使用状況、さらには社内の従業員評価や市場動向に至るま
で、多岐にわたる情報を集める。この情報収集には IoTデ
バイスやウェブトラッキングツール、アンケートやインタビュー、
そして既存のデータベースなどが活用される。収集したデー
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タを深層学習アルゴリズムや量子コンピュータを使用すること
で、経済合理性（例えば、製品の販売数、コスト削減量など）
と人間的価値観（例えば、顧客満足度や従業員のモチベーショ
ン）の間の相互作用やトレードオフを高速に計算する。量子
コンピュータの高度な計算能力により、膨大な数のシナリオ
を短時間で評価できると考えられる。これらの解析結果を基
に、未来の製品開発や組織のマネジメント戦略に対する具
体的な提言ができると考えられる。

2023年現在、深層学習は複雑な人間的価値観や経済
合理性のモデル化には、まだ限界がある。また、量子コン
ピュータはこの時点で非常に高価であり、計算能力も限定
的であるため、主に大学や専門研究機関で基礎研究が行
われている。初のプロトタイプアルゴリズムは、具体的には
消費者の購買行動と製品評価に関する小規模なデータセッ
トを使用して、経済合理性と人間的価値観の相関関係を分
析する。このプロトタイプは主に Pythonで実装され、初め
てディープラーニングライブラリ（例えば、TensorFlowまたは

PyTorch）と組み合わされる。2023年には、プロトタイプア
ルゴリズムの有効性を検証するための初の研究論文が査読
付きの学術ジャーナルに掲載されることが期待される。この
論文の成功に続いて、大手製造業者や研究機関との初の
共同研究プロジェクトが立ち上がることが期待される。

2025年の展望としては、深層学習のアルゴリズムが高度
に進化し、より複雑なデータセットに対応できるようになる。
さらに、この年には初の商用量子コンピュータが市場に登場
すると期待される。この商用量子コンピュータは、既存のク
ラシックコンピュータよりも高速な計算能力を持つと予想され
る。この段階の目標としては、進化した深層学習アルゴリズ
ムと商用量子コンピュータを初めて実世界の商用製品やサー
ビスの設計・生産に活用する。具体的には、自動車産業や
医療機器の設計、さらには小売業の在庫管理など、多岐に
わたる業界でこの技術が採用される。マイルストーンとして
は、この年に初の商用製品がリリースされる。この商用製品
は、消費者の購買傾向や製品評価に対する予測精度が格
段に向上し、市場での成功を収める。

2030年の展望では、データ駆動型解法が経済合理性と
人間的価値観の予測技術が前面に出てくると予想される。特
に、量子コンピュータと深層学習を統合したシステムが、最
初の大規模な産業プロジェクトとして出現し、量子コンピュー
タの安定化と多くの産業での利用が進むと期待される。
この期に、高度なAI技術とエッジコンピューティングが組
み合わさり、新しい触覚と力覚の情報伝達システムが開発さ
れると予想される。このシステムは、大量のセンサデータをリ
アルタイムで処理し、高度な解析を即時に実施する能力を
持つと考えられる。これにより、例えば、工場の機械や遠

隔地のロボットを、現地にいるかのような感覚で操作可能に
なると予想される。この技術は、インダストリー 4.0の一部と
して導入され、製造業や建設業、緊急時の救助活動など、
多岐にわたる分野での実用化が進むと期待される。具体的
なマイルストーンとしては、自動運転車の遠隔操作や、危険
な環境でのロボット操作がこの技術の応用例として挙げられ
る。これらの応用は、緊急時や災害時において、人命を危
険にさらすことなく、効率的かつ安全な作業を可能にする。
このように、2030年にはこの技術が多くの産業や研究分野
で基本的なインフラとして認知され、その重要性がいっそう
高まることが予想される。

2050年の展望では、量子コンピュータの技術が高度に
進化し、現実的な時間枠内で非常に複雑な計算が可能に
なる。これにより、高度な気候モデリングから複雑な生物学
的シミュレーションまで、多くの難問が解決されると期待され
る。一方で、深層学習もまた大きな進展を遂げ、人間の直
感に近いレベルでの解析や判断が可能となると予想される。
結果として、アートや文学、さらには哲学に至るまで、人間
の創造性を豊かにする新たな可能性が拓かれる。目標とし
ては、この高度な技術が世界中の多くの産業や社会基盤に
浸透し、それを基盤として機能するようになることである。具
体的には、医療、交通、エネルギー、教育といった多くの
セクターで、人間中心のデータ駆動型の意思決定が行われ
ると予想される。最も注目すべきマイルストーンとしては、経
済合理性と人間的価値観を完璧にバランスさせた次世代の
スマートシティの完成が期待される。この都市は、量子コン
ピュータと深層学習を活用して設計・運営され、高度なエネ
ルギー効率、優れた公共サービス、そして持続可能な環境
を実現すると予想される。このスマートシティは、従来の都
市が抱える多くの問題、例えば交通渋滞、エネルギーの無
駄、社会的不平等などを大幅に削減し、高い生活の質と持
続可能性が確保されると期待される。
AIと倫理面の課題
AI倫理および AIの倫理規範の策定と実践

AI技術とその適用が社会全体に広がる中で、倫理的な
問題を予防・解決するための重要な要素である。具体的に
は、AIのデータ収集、処理、意思決定プロセスにおける透
明性、説明可能性、公平性、プライバシーを保護するため
の一連のガイドラインと実践方法がこの領域に含まれる。ま
た、AIシステムが採用する倫理規範は、多文化、多価値
観の社会に適用可能で、時代や状況に応じて柔軟に調整
できるように設計されるべきである。

AI技術の普及が日常生活に多大な影響を及ぼしている
が、これと同時に倫理的な問題も急速に増加している。特に、
大量のデータが必要とされるAIシステムの運用は、個人の
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プライバシーに重大な影響を与える可能性があり、データの
コントロールを個人が失うケースも少なくない。加えて、AI

による自動化が進展することで、多くの職種が消失する可能
性が出てきており（21）、社会的不平等の増大が懸念される。
また、AIアルゴリズムが持つ潜在的な偏見により、特定の
社会的または民族的グループに対する不公平な判断が行わ
れることがある（22） 。このようなアルゴリズムの透明性と説明
責任も、社会全体での AI技術への信頼を確立する上で重
要な課題である。さらに、AI技術のセキュリティと安全性に
対する懸念も高まっている。高度な自動操作能力が悪用さ
れた場合、その影響は極めて重大であり、特に自動運転車
や情報生成においてリスクがある（23）。最後に、AIの決定が
文化的価値観や社会的規範に影響される場合、その結果と
して一部の人 や々コミュニティが不利益を被る可能性もある。
以上の理由から、AI技術の発展と並行して、その倫理的
側面を確実に考慮する必要があり、これが怠られると社会
全体の信頼や持続可能性などが脅かされる可能性が高い。

AIと倫理に関する課題の解決には、いくつかの綿密な手
法とプロセスが必要である。まず、多様なステークホルダー
の参加が不可欠である。これには技術者だけでなく、法律
家、社会科学者、一般市民、さらには特定の利害関係者
やマイノリティグループまでが含まれる。それぞれの専門家
や関係者が持つ多角的な視点と知識は、より公平で包摂的
な倫理規範を策定するために欠かせない。次に、透明性の
確保が重要である。これは、AIアルゴリズムの開発過程、
使用されるデータセットの起源と性質、そしてAIがどのよう
に意思決定を行うのかに関する情報が公開されるべきである
ということを意味する。透明性は、AI技術に対する一般の
信頼を構築する基礎となる。さらに、公平性と無差別の確
保も必要である。具体的には、データセットが偏見のないも
のであり、アルゴリズム自体も公平な結果を生成するように
設計されていなければならない。これには、さまざまな文化、
性別、年齢、社会経済状況といった要素を適切に反映させ
るデータセットの選定と、そのデータに基づいて設計される
アルゴリズムの検証が含まれる。説明可能性（24）、すなわち、
AIシステムがどのようにして特定の結果や判断に至ったのか
を、一般の人 が々理解できる形で明示することも必要がある。
これは、専門的な知識がない利用者でもAIの動作を適切
に評価できるようにするためであり、特に高度な機械学習ア
ルゴリズムの「ブラックボックス」性を解消するために重要であ
る。最後に、継続的な監視と評価が必要である。これは、
策定された倫理規範やガイドラインが実際に適用され、そ
の効果が正確に評価されるためのものである。具体的には、
定期的な監査、パフォーマンス指標の追跡、そしてステーク
ホルダーからのフィードバックを通じて、規範やシステムの運

用状況を把握し、必要な調整や改善を行う。
2023年現在においては、AI倫理に関するいくつかの重

要な進展がある。初めての AI倫理ガイドラインとベストプ
ラクティス（26）が一般に公開されることで、開発者や研究者、
さらには一般の人々にも、AIをより倫理的に安全な方法で
適用するための指針が提供される。このガイドラインとベスト
プラクティスの公開は、AI倫理の基本的な枠組みとガイド
ラインを策定するという目標に直結している。さらに、独立
した第三者機関が AIの説明可能性と透明性を評価する初
の試みも行われる。この試みによって、AIシステムがどれだ
け一般の人 に々理解され易く、透明であるかが評価される。
具体的なマイルストーンとしては、まず AI倫理に関する初
の白書が公表される。この白書には、AIがどのように倫理
的な問題に対処すべきか、何が許されるのか、何が許され
ないのかといった基本的な方針が詳細に説明される。次に、
小規模なプロジェクトでこれらのガイドラインの有効性が試験
される。このプロジェクトは、AI倫理ガイドラインが現実の
問題解決においてどれだけ効果的であるのかを検証するた
めのものである。最後に、AIの透明性と説明可能性のため
の評価基準が設定される。この基準は、独立した第三者機
関による評価の際の指標となるものである。これらの活動と
評価を通じて、2023年はAI倫理の土台を確立する重要な
一年であると言える。

2025年の展望としては、AIの倫理的側面に関してさらな
る進展が予測される。技術面では、より進化したAIアルゴ
リズムに対応した倫理ガイドラインのバージョン 2.0がリリー
スされる。この新しいガイドラインは、既存のガイドラインを
アップデートする形で、多様なステークホルダーから得られ
た広範なフィードバックを組み込むことが目標である。さらに、
AIシステム自体が一定の倫理的基準を自動で維持できるよ
うに、自動調整メカニズムが組み込まれたAIシステムも出
現する。具体的なマイルストーンとしては、最初にステーク
ホルダーからの広範なフィードバックを基にガイドラインが改
修される。このフィードバックは、技術者、法律家、社会科
学者、一般市民など多様な人 か々ら収集され、ガイドライン
が現実の問題やニーズにより適切に対応できるよう調整され
る。次に、AI倫理に関する教育プログラムが各レベルで普
及し始める。大学や研究機関、企業などで AI倫理教育が
行われるようになり、これによってより多くの人 が々 AIの適切
な運用方法について理解を深める。最後に、独立した第三
者機関による定期的な監査が開始される。これはAIシステ
ムの説明可能性、透明性、公平性を評価し、必要な改善
や調整が行われるための重要なステップである。これらの技
術進捗とマイルストーンにより、2025年頃はAIの倫理的運
用においてさらなる成熟を遂げる一年となる見込みである。
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2030年の展望では、AI技術が社会的な問題解決に積
極的に使用されるようになり、それに伴いAI倫理は法制度
にも反映され始めるという重要な変化が見られる。目標とし
ては、AI倫理規範が法的にも認められ、これに違反した場
合には明確な罰則が設けられるようになると予想される。具
体的なマイルストーンとしては、まず AI倫理が国際的な標
準として認められることが期待される。多国籍の機関や国際
組織が参加する形で、AI倫理規範が全世界に拡散され、
多くの国で法的な制度として採用されると考えなれる。次に、
AIを用いた社会的実験でこれらの倫理規範が適用され、成
功を収めることが期待される。例えば、都市計画、健康診断、
犯罪予防などさまざまな分野で AIが導入され、倫理規範に
基づく運用が行われる。これにより、AIの社会的な有用性と
倫理的な運用が両立する方法の実証が期待される。最後に、
多くの国で法制度にAI倫理規範が組み込まれる。これによ
り、AIを不適切に運用した企業や個人に対する罰則が明確
に定義され、実際に適用されるようになると予想される。
これらの技術進捗とマイルストーンを達成することによっ
て、AI倫理はより高いレベルでの社会的認知を得るとともに、
持続可能で公平な社会づくりにおいて不可欠な要素となると
期待される。

 2050年の展望におけるAIの倫理規範は、全世界で広
く受け入れられ、多文化、多価値観の社会にも適用される
よう柔軟に調整されていることが予想される。目標としては、
AIが持続可能で公平な社会に貢献し、その信頼性と効用
が全世界で確立される状態を作り出すことである。具体的
なマイルストーンとしては、まず AI倫理規範の全世界的な
標準化の達成が期待される。国際的な協調により、AI倫理
の基本的な枠組みが各国の法制度やガイドラインに組み込
まれ、全世界で共通の倫理規範が形成されることが考えら
れる。次に、持続可能性と社会的公平性を実現するAIプ
ロジェクトが多数実施され、成功を収めることが期待される。
これは、環境保全から医療、教育、経済の公平性に至るま
で、多岐にわたる分野で AIが倫理的な観点から責任を持っ
て運用される例を創出する。そして、AI倫理規範が時代や
状況に応じて柔軟に調整され、継続的な改善が行われるこ
とが予想される。この過程で、新たな技術進展や社会的変
化に対応した規範のアップデートが定期的に行われ、多文
化、多価値観の社会にも適切に対応することが期待される。

課題 3．持続可能なワークライフハーモニーとパフォー
マンス最適化の実現（図 6）
経済性と人間性の統合指標
バーチャル空間とリアル空間でのロボット制御技術の融合技術
本技術はAIの適用拡大と倫理的課題への対応において

極めて重要な要素となる。この技術により、シミュレーション
を仮想環境で行い、現実世界でのロボット操作とシームレス

に連携させることが可能となり、これによってパフォーマンス
の最適化が実現されると考えられる。経済性と人間性を融
合させた指標の利用により、バーチャルと実空間の相互作
用がワークライフハーモニーとパフォーマンスの最適化に持
続的に寄与することが期待されている。
この技術の必要性は、複数の背景に起因している。テク

ノロジーの急速な進化は、人々のバーチャル空間での労働
や生活を身近なものにし、この傾向は新型コロナウイルスの
パンデミックや地球環境問題への危機感によって加速されて
いる。結果として、労働の場やコミュニケーションの手段が
多様化し、それぞれに個別の倫理的問題や挑戦が生じてい
る。また、社会が持続可能性や人間中心の価値に注目し、
企業評価においても環境、社会、ガバナンス（ESG）の観点
が重要視されており、従業員の幸福度やワークライフバラン
スが評価の要素として組み入れられている。AIとロボティク
スの普及によって、バーチャル空間と実空間の境界が曖昧
になっており、遠隔医療、オンライン教育、バーチャルオフィ
スなどがその例である。このような状況下では、新しい倫理
規範の策定とそれに基づくガイドラインが不可欠である。
この統合技術を実現するためには、以下の 4つの主要
機能の導入が求められる。第一に、シミュレーションと実際
の操作を可能にする高度なシミュレーションプラットフォーム
の開発が必要である。例えば、遠隔医療においては、取
得されたデータを利用してバーチャル空間で医療診断を行
い、その結果をリアルタイムで現場に適用する機能が必要で
ある。次に、経済性と人間性の統合指標（27）を使用すること
で、この統合技術の影響と倫理性を総合的に評価すること
が可能となる。例えば、遠隔医療プラットフォームの ROI（投

資収益率）が高いだけでなく、患者の治療結果や満足度もこ
の指標（28）で測定される。また、バーチャル空間と実空間が
交錯する現代においては、プライバシーの保護、データの
安全性、社会的公平性に関する新たな規範を策定し、それ
に基づくガイドラインを業界の専門家や倫理学者、一般利
用者からのフィードバックを取り入れながら更新することが必
要である。
最終的には、バーチャル空間と実空間が有機的に統合

され、効率性と人間性が共に向上する社会を目指している。
この統合技術により、遠隔医療では効率的かつ高品質の医
療サービスが提供され、患者、家族、医療従事者の満足
度が向上することが期待される。

2023年現在は、バーチャル空間での基本的ロボット制御
技術とそのプロトタイプの開発に焦点を当てている。バーチャ
ル空間でロボットを簡単に配置・操作できる環境を設計し、
実空間でのテストを行うことがこの段階での目標となる。技
術的な進歩とマイルストーンとしては、まず、実機の制御を
バーチャル空間内のロボットに適用する基本モジュールの開
発、次にデジタルツインを用いた複雑な環境下での動作計
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画の機械学習、そして、バーチャル空間での物理的挙動の
リアルな再現性を向上させることが挙げられる。また、ロボッ
トユーザからのフィードバックをもとにした倫理規程とガイドラ
インの初期案の策定が開始されると予想される。

2025年の展望としては、バーチャルと実空間でのロボッ
ト制御と初期 AIの統合が主要課題である。バーチャルと実
空間のロボットが同じ動作をする環境を構築し、初期段階の
AIによって効率性と人間性を同時に向上させることを目指す
と考えられる。技術進捗のマイルストーンには、バーチャル
と実空間の連携技術の完成、実作業環境への導入、倫理
ガイドラインと統合指標のバージョン 2.0のリリースが含まれ
る。さらに、実際の作業環境とバーチャルシミュレーションと
の間のフィードバックループを確立し、進化的な改善の促進
が期待される。

2030年の展望では、AIの高度統合と法的枠組みの確
立が中心であると考えられる。バーチャル空間でのシミュレー
ションと実世界でのロボット制御の最適化を目標としている。
AIを活用した高度なロボット制御アルゴリズムの開発、国際
的な倫理ガイドラインの承認、バーチャルと実空間の融合技
術の社会実装と法制化などの主要な進歩が期待される。こ
れには、自動運転車の遠隔操作や危険な環境でのロボット
操作の最適化も含まれる。

2050年までの展望では、バーチャル /実ロボット制御環
境の完全統合と世界的な倫理基準の確立が期待される。こ
の融合技術が全世界の標準となり、持続可能で公平な社
会構造への寄与が目標となると予想される。全世界での「経

済性と人間性の統合指標」の採用、倫理ガイドラインと法的
枠組みの国際的標準化、そしてAIと人間の協働によるロボッ
ト制御が日常化することが見込まれる。最終的には、ユビキ
タスなロボット制御環境が実現し、国際的に受け入れられた
倫理規範が定着することが期待される。
個人の価値や感情の可視化
生体情報ビッグデータ解析技術・AI技術
本技術は、個人の価値や感情を可視化する上で中心的

な役割を果たす（29）～（31）。この技術は、作業者一人ひとり
の生体情報、感情、行動パターンなどの多様な心理・身体
データをリアルタイムで収集し分析する。AIはこれらのデー
タから有益な洞察を引き出し、タスク割り当てやキャリア提案、
そして心理的・身体的健康に至るまで総合的なサポートを提
供する。2050年に持続可能なワークライフハーモニーとパ
フォーマンスの最適化が求められる背景には、環境的、社
会的、経済的な複合要因が存在する。環境的な要因として
は、AIや自動化の進展に伴い、より複雑で創造的な業務が
人間に求められるようになる。社会的な要因では、多様性と
包摂性の尊重、超高齢化社会における労働人口減少の対
策が挙げられる。経済的要因としては、全従業員がパフォー
マンスを最大限に発揮することの重要性が増している。
これらの背景から、社会で個人が感じることや貢献できる

ことを明確にし、それを支援する技術の必要性が生まれる。
このニーズに対して、「生体情報ビッグデータ解析技術・AI

技術」が有効な解決策を提供し、持続可能な社会構造への
貢献が期待される。

図 6　課題 3「持続可能なワークライフハーモニーとパフォーマンス最適化の実現」のための技術ロードマップ
（図中のアイコンは Open AIのイメージ生成ソフトDALL・E3 により生成）
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データ収集の段階では、人 が々日常生活や職場で高機能
のウェアラブルデバイスを装着することになる（32）～（35）と考え
られる。このデバイスは、心拍数やストレスレベル、皮膚の
導電性などの生体情報をリアルタイムで捉え、環境センサに
よっては作業環境の温度や湿度、照明レベル、さらにはロ
ボットの作業効率までも記録する。これらのデータ収集は、
AIの解析精度と信頼性を高めるための高品質なデータセット
を作成するために重要である。収集したデータはセキュリティ
を確保したクラウドサーバーに送信され、そこで進んだAI

アルゴリズムがリアルタイムでデータを解析する。その結果、
作業者の感情変動やパフォーマンスが定量化され、各個人
の特性に応じた行動計画が立案される。AIが生み出した洞
察は社内に蓄積され、個 に々適したタスク割り当てやキャリア
の提案、そしてワークライフバランスの改善に寄与する措置
を支援する。このフィードバックループは継続的にシステムに
戻され、常に作業環境に適合したAIによる精密な分析と提
案が可能になる。これにより、組織の生産性と作業者の満
足度が持続的に向上すると期待される。

2023年現在においては、「生体情報ビッグデータ解析技
術・AI技術」の開発が初めての重要なステップを踏み出す
予定である。第一のマイルストーンとして、ウェアラブルデ
バイスと環境センサが一体となったプラットフォームのプロト
タイプが開発され、リリースされることとなる。このプラット
フォームは、作業者の生体情報、感情、行動パターンを含
む多様なデータをリアルタイムで収集する能力を持つ。また、
データのプライバシーは、2023年の時点で General Data 

Protection Regulation（GDPR）やその他のデータ保護法に
完全に準拠したシステムにより確保される（36）（37）。このシス
テムの使用により、個人のプライバシーは守られるとともに、
安心して使用できる環境が提供される。主な目標は、このプ
ロトタイプを選ばれた先進的な企業でテストし、初期段階の
フィードバックを収集することにある。フィードバックは、生体
情報の収集精度、AIによる分析の有用性、システムの使い
勝手を含む予定である。したがって、2023年は「生体情報
ビッグデータ解析技術・AI技術」にとって基礎となる年であ
り、その成功が将来の発展に寄与すると期待される。

2025年の展望では、この技術の開発はいっそう進み、
初期の商用バージョンがリリースされる見込みである。この
バージョンでは、さらに多くのデータポイントの収集が可能に
なり、進化したAIアルゴリズムが採用される。これにより、
AIは作業者個 の々状態や要望にさらに細かく応じられるよう
になる。加えて、人事部門や経営層向けのダッシュボードが
新たに開発され、収集データから得られる洞察を視覚化し、
行動計画の策定を容易にする。目標は、この商用バージョ
ンが複数の大企業で採用され、その効果を実証し、技術の

さらなる発展へとつながることである。また、導入された企
業において、従業員のストレスレベルが低減し、生産性が
向上する初期の証拠を提供することも目指されていることが
考えられる。したがって、2025年はこのプロジェクトにおけ
る商用化へ向けた重要なフェーズになると期待される。

2030年の展望では、「生体情報ビッグデータ解析技術・AI

技術」はさらに進化し、グローバルな規模での導入が実現さ
れると期待される。この段階では、多言語対応や各国の法
規制に適合した形での展開が行われ、技術の普及と認識
の拡大が期待される。特に、「自動フィードバックループ」が
導入されることで、AIモデルは自身のパフォーマンスを継続
的に自己改善し、より精度の高い分析と提案が可能になると
考えられる。目標は、この技術が多様な産業で広く採用され、
持続可能なワークライフハーモニーの新しいスタンダードとな
ることが期待される。

2050年の展望では、「生体情報ビッグデータ解析技術・AI

技術」はさらに大きな進歩を遂げ、個人の価値観や文化的
背景を理解し、それに基づく精緻な分析と提案が可能な「人
間中心の AI」の実現が予想される。また、「パーソナライズさ
れた健康と福祉」の支援も実際に提供されるレベルに到達す
る見込みである。目標は、この技術が広く認知され、社会
全体にポジティブな影響を及ぼし、人々のモチベーションと
満足度を向上させることである。これにより、企業や組織、
社会全体の持続可能な成長に寄与すると期待される。
意思を伝達するメカニズムの解明およびその技術展開
本項は、従業員一人ひとりの内面的な価値や感情を可視

化し、定量化する技術の開発に向けたものである。この技
術領域では、ユーザインタフェース、言語処理技術、心理
学的指標、脳波や生体信号を含む多角的なデータの統合と
解析が行われる。これにより、従業員個人の価値観や感情
が明示され、業務への適用が可能になる。
この技術の必要性は、職場の多様な文化、価値観、ス

キルセットを持つ人 を々理解し、尊重することが企業全体の
競争力向上につながるためである。また、リモートワークや
フレキシブルワークが普及する中で、従業員の感情や価値
観をリアルタイムで把握する新たな手法の開発が急務となっ
ている。企業が従業員のメンタルヘルスを理解することは、
持続可能な働き方を促進する上でも重要である。AIや機械
学習技術の発展に伴い、従業員の仕事への情熱やスキルを
正確に理解することが、より高度で専門的な役割への適応
を求められている。また、チーム内のコミュニケーションを円
滑化し、効果的な協力を可能にするためにも、互いの価値
観や感情の理解が重要となる。これらの点から、従業員の
価値や感情を理解し可視化する技術は、今後さらに重要に
なると言える。
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データ収集段階では、心拍数や皮膚の電気抵抗といった
生体情報をリアルタイムで収集するウェアラブルデバイスを
使用する（38）（39）。また、従業員の心理状態や職場での経験
に関する情報を得るために、インタビューやアンケートが定
期的に実施される。会議や日常のコミュニケーションにおける
言語使用パターンも、録音データの解析を通じて調査される
可能性がある。次の AI解析フェーズでは、収集された各
種データを統合し、進んだAIアルゴリズムと心理学的モデ
リングを用いて、従業員の感情の変動やストレスレベル、コ
ミュニケーションスキルを多角的に評価する。可視化のステッ
プでは、ダッシュボードやレポートにより解析結果を表示し、
経営層から従業員までがアクセス可能にする。これにより、
個 の々従業員の状態やその業績への影響をリアルタイムに把
握できるようになると考えられる。

2023年現在は、薄膜生体センサの技術（40）（41）が初期段
階を迎え、基本的な生体情報をリアルタイムで取得するセン
サが実用化されると予測される。これらのウェアラブルデバ
イスは、従業員の生体情報や行動データをリアルタイムで収
集し、初歩的な人工知能（AI）アルゴリズムによる初期のデー
タ解析を行うことができる。目標は、これらの技術を用いて
小規模なパイロットプロジェクトを立ち上げ、基本的なデータ
収集と解析のフレームワークを構築することである。この段
階では、従業員は日常生活でウェアラブルデバイスを使用し、
収集されたデータはAIアルゴリズムで解析される。初期デー
タの収集と簡単な解析が成功すれば、プロジェクトは次の
フェーズへと移行し、さらに進んだデータ解析や応用が可能
になると考えられる。

2025年の展望では、改良されたAIアルゴリズムにより、
より多くのデータを迅速かつ正確に処理するスケーリングが可
能な状態になることが期待される。また、心理学的モデリン
グも導入され、従業員の心理状態や感情、行動傾向をより
詳細に解析することが可能になる。中規模組織での実用化テ
ストを通じて、従業員のプロファイリングとタスク割り当ての精
度を高めることが目標である。初の商用プロジェクトのローン
チは、この技術の商用化における重要なマイルストーンとなる。

2030年の展望では、「生体情報ビッグデータ解析技術・AI

技術」がさらに進化し、グローバルでの導入が進むと予測さ
れている。各国の法規制に対応し、多言語サポートが追加
されることで、さまざまな文化背景を持つ国 で々もこの技術
が普及すると期待される。AIモデルは自動フィードバックルー
プを通じて自身をアップデートし、より精度の高い分析を行う。
この技術が複数の産業で広く採用され、持続可能なワーク
ライフハーモニーのスタンダードとなることが期待される。

2050年の展望では、人間中心の AIが導入され、個々
の価値観や文化的背景を理解し、精緻な分析と提案を行う

レベルに到達していると予想される。心理的、身体的健康
に対する総合的な評価と個別のサポートが可能になり、社
会全体が健康で活気に満ちた働き方へと移行すると予想さ
れる。この技術の普及により、社会全体の生活の質が向上
し、多様性が自然と尊重される持続可能なワークライフハー
モニーと高いパフォーマンスが確立できる社会形成の促進が
期待される。
ルールチェンジャー（制約の解消技術）の開発による新たなア
プローチの開拓
AIによる感情認識とAI駆動の業務自動化

2050年に向けて、持続可能なワークライフハーモニーと
パフォーマンス最適化を実現するために開発される技術であ
る。この技術は、AIを用いて従業員の感情をリアルタイムで
捉え、そのデータに基づいて業務を自動化し、適切に調整
する機能を持つ。21世紀の労働と生活スタイルの変化に適
応するため、企業や組織は単なる効率追求を超えた持続可
能な成長を目指している。従業員の多様なニーズに対応し、
最高のパフォーマンスを発揮するための環境の提供が必須
である。新しい労働パラダイムでは、従業員の感情や心理
状態がパフォーマンスに影響を与えるため、これをリアルタイ
ムで把握し適切に対応するシステムが重要である。リモート
ワーク環境の生産性や快適さも現代の主要な課題の一つで
ある。これらの課題に対して、従来の方法に縛られず、柔
軟な労働時間制度や自己決定権の強化、休職制度の活用
など、多角的かつ革新的なアプローチが求められる。「AIに
よる感情認識と業務自動化」は、多くの制約を解消するため
の重要な技術となる。

AI感情認識（44）～（48）では、ウェアラブルデバイスや環境
センサを通じて心拍数、体温、声のトーン、表情などのデー
タをリアルタイムで収集し、AIアルゴリズムによる解析で従
業員の感情状態を評価する。AIによる業務自動化では、感
情データと業務データを総合的に分析し、業務の優先度を
自動調整し、効率的なタスク割り当てを実現する。
以上の一連のプロセスを通じて、新しい働き方が可能とな

り、持続可能なワークライフハーモニーと高いパフォーマン
スを実現することが期待される。

2023年現在においては、AIによる感情認識技術の基本
プロトタイプ開発が技術的な焦点となっている。この段階で
の目標は、従業員の心拍数や表情をリアルタイムで捉える
基礎的機能の実装にある。このプロトタイプは、初期テスト
フェーズで企業内の限られたチームや部門に適用され、基
本的なフィードバックの収集が行われる。具体的な目標は、
新システムへの適応度と、感情読取りの効率性を初期評価
し、フィードバックを集めることである。最終的なマイルストー
ンは、プロトタイプの成功した導入と初期フィードバックの詳
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細な分析にあり、これが今後の技術改善と展開戦略の礎と
なる。

2025年の展望では、AI駆動の業務自動化が実用化の
段階に入る。AIによる感情認識技術と業務自動化の統合に
より、感情データと業務データが連携し、従業員の感情状
態に応じた自動的な業務割り当てや調整が実現する。目標
は、中規模組織でのパイロットテストを実施し、統合システ
ムの効率性や従業員の働きやすさ、その他のパフォーマン
ス指標を詳細に評価することである。この年のマイルストー
ンとしては、実用レベルの成功例が報告され、他の企業や
組織からも関心向上ことが期待される。

2030年の展望では、リモートワーク環境が AIによりさら
に最適化されていくことが予想される。具体的には、AIが
照明、音環境、通信速度といった作業環境の各要素を自動
で調整し、従業員が集中しやすくストレスを感じにくい労働
環境を提供するレベルに達すると予想される。この先進的な
リモートワーク環境最適化技術が広く企業や組織に採用さ
れ、標準化されることが期待される。個 の々従業員のニーズ
に合わせた最適化が実現し、一人ひとりが最も効率的かつ
快適に働けるようになることが期待される。マイルストーンは、
ワークライフハーモニーの向上と生産性の大幅な改善であ
る。この技術導入により、明確なROIが得られると予想され、
それは生産性の向上のみならず、従業員の満足度や健康
状態にも肯定的な効果をもたらすと見込まれる。結果として、
企業や組織がこの技術へのさらなる投資を積極的に行うこと
が期待される。

 2050年の展望では、「AI感情認識とAI駆動の業務自動
化」技術が高度に最適化され、完全に統合されると考えられ
る。個 の々従業員の感情や状態に合わせた自動調整により、
最高のパフォーマンスを発揮できるようになる。目標は、この
技術が普遍的に実現し、個 の々従業員が心地よく、効率的
に働ける環境が広がることである。この進歩により、持続可
能なワークライフハーモニーとパフォーマンス最適化を実現
する「新しい働き方」が標準となることが期待される。

おわりに
「リアルとバーチャルの調和に基づく個人価値尊重と社会サス
テナビリティの融合社会」の実現と技術ロードマップ
本稿では、社会像 3「リアルとバーチャルの調和に基づく

個人価値尊重と社会サステナビリティの融合社会」の実現に
向けた議論を行った。本テーマに関与する7つの部門代表
から成るメンバーがワークショップを通じて反復的に討議し、
2050年に実現を目指す社会像とそれを支える技術ロードマッ
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野が融合し、新たな技術領域を創出することが求められる。
希望する社会像を三つのカテゴリーに分け、それぞれから導
き出される包括的な課題を細分化し、解決策を明らかにし
た。その上で、日本機械学会のメンバーが対応可能な技術
を中心に、合計 12の技術について議論を深めた。これら
の技術項目には、2023年現在から短期的には 2025年、そ
して中・長期的には 2030年と2050年の技術的展望が設定
され、達成すべき目標とマイルストーンが具体化された。
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ロボティクス･メカトロニクス部門
＜正員＞
山下 智輝
◎（株）前川製作所　技術企画本部　技術研究所　知能システム技術グ
ループ 主任研究員
◎専門：食品ロボット、画像認識、人工知能

生産加工・工作機械部門
＜正員＞
佐藤　隆太
◎名古屋大学大学院　工学研究科　オークマ工作機械工学寄附講座　
特任教授
◎専門：生産工学、数値制御工作機械、運動制御

情報・知能・精密機器部門
＜フェロー＞
五十嵐 洋
◎東京電機大学　工学部　教授
◎専門：ヒューマンインタフェース、人工知能

設計工学・システム部門
＜正員＞
木下 裕介
◎東京大学大学院　工学系研究科　精密工学専攻　准教授
◎専門：シナリオ設計、ライフサイクル工学、設計工学

計算力学部門
＜正員＞
下山 幸治
◎九州大学　大学院工学研究院　機械工学部門　教授
◎専門：流体工学、設計工学、データ科学

生産システム部門
＜正員＞
小野里　雅彦
◎北海道大学大学院　情報学科研究院　システム情報科学部
◎専門：生産システム工学

バイオエンジニアリング部門
＜正員＞
正本 和人
◎電気通信大学　脳・医工学研究センター　教授
◎専門：機械工学、生体医工学、生体計測、脳微小循環

宇宙工学部門
＜正員＞
中村 和行
◎（株）テクノソルバ　代表取締役
◎専門：宇宙機構造、宇宙用展開構造、構造解析

技術ロードマップ委員会 委員長
＜フェロー＞
山崎美稀
◎（株）日立ハイテク　ものづくり・技術統括本部　主管技師
◎専門：環境配慮材料設計・システム設計、製品企画論、技術開発戦略策定
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